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知識コモンズの観点による日本の研究データリポジトリ 

における研究データガバナンスの分析 

 

概要 

 

現在の日本の科学技術政策ではオープンサイエンスの推進が主要な課題の一つとして位

置付けられている。「オープンサイエンス」は多義的な概念であるが、日本では特に論文

のオープンアクセス化と研究データのオープン化に焦点が当てられており、研究データの

オープン化については研究データリポジトリがその基盤として位置付けられている。ただ

し、リポジトリにおいて保持されるすべての研究データをオープン化することが求められ

ているわけではなく、研究データの性質や研究コミュニティの慣習等を考慮したうえでオ

ープンに公開するデータとクローズドに留めおくデータを分別するという「オープン・ア

ンド・クローズ戦略」を確立し、それに基づいて研究データのオープン化を推進していく

必要があることが提言されている。こうした、どのように研究データをオープンないしク

ローズドにするかという問題は、すなわち研究データのガバナンスに関する問題であると

捉えられる。しかし、オープン・アンド・クローズ戦略の重要性が提起される一方で、そ

もそも現状として日本のリポジトリにおいて研究データはどの様にガバナンスされている

かは明らかとなっていない。また、本来「オープン」は複合的な概念であるが、日本のオ

ープンサイエンスに関する政策文書では研究データのオープン化を「データを公開するこ

と」として単純化して捉える傾向にあるといえる。 

このとき、リポジトリにおける研究データガバナンスに関する先行研究では、知識コモ

ンズ研究の知見に基づくことでガバナンスの複合性を踏まえつつ分析を行うというアプロ

ーチが取られている。知識コモンズ研究とは、共有される自然資源の管理制度を主題とす

る研究領域であるコモンズ研究をルーツとする、共有される知識資源のガバナンスに関す

る研究領域である。一方で、上記の先行研究は系統的な方法論が最初に提起された 2007

年までの知識コモンズ研究の知見に基づいているが、同時点での知識コモンズ研究では自

然資源を対象に確立されたコモンズ研究の方法論を概して直接的に適用することが試みら
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れていた。しかし、2007 年以降の知識コモンズ研究では知識資源の性質に則して方法論の

修正が行なわれていることが指摘されている。そこで、本研究は現在までの知識コモンズ

研究の知見を総合することによって、「オープン」の複合性を踏まえてリポジトリにおけ

る研究データガバナンスを捉える理論的視座を導出し、それに基づくことで日本の研究デ

ータリポジトリにおける研究データガバナンスの状況を俯瞰的に明らかにすることを目的

とする。 

また、研究目的を達成するためのより具体的な研究課題（RQ）として、［RQ1］最新の

知識コモンズ研究の知見を用いて、どのように研究データリポジトリにおける研究データ

ガバナンスを複合的に捉えることができるのか、［RQ2］日本の研究データリポジトリに

おいて研究データはどのようにガバナンスされているのか、の 2 点を設定する。RQ1 につ

いては、まず文献調査により知識コモンズ研究の展開を把握し、次いでその結果をもとに

現在の知識コモンズ研究における方法論や中核的な概念の特徴および意義について理論的

な考察・分析を行うことで取り組む。また、本研究の研究目的に直接的に作用する点であ

ることから、特に 2007 年以降の研究動向については調査対象となる文献の調査範囲や選

定基準を明示したうえで調査を行う。RQ2 については、大枠の研究方法として FSITA

（Fuzzy-set Ideal Type Analysis）と呼ばれるガバナンスや制度の比較分析のための方法論

を用いることで取り組む。FSITA を実施するには、分析対象である研究データリポジトリ

における研究データガバナンスの「理念型」の類型をファジィ集合の組み合わせとして演

繹的に構築し、次いで各類型に対する実際の事例（日本の研究データリポジトリ）の帰属

の度合いを実証的に判定するという段階を踏む。ここで類型を構築する際、および帰属の

度合いを判定するために実証的なデータを収集するための指標を設定する際に RQ1 を通

して整理した知識コモンズ研究の知見を活用することとなる。 

本論文は 6 章から構成される。1 章では、本研究の背景、研究目的、研究課題、各研究

課題に対する研究方法の概要を示す。2 章は、3 章とともに RQ1 に対応する章であり、知

識コモンズ研究の母体であるコモンズ研究から始めて、2007 年に系統的な方法論が提起さ

れるに至る前までの知識コモンズ研究の展開を概観する。結果として、共有される自然資

源を対象とする伝統的コモンズ研究では、フレームワークに基づくケーススタディを蓄積

し、蓄積されたケーススタディの比較分析を行うことで一般性のある知見を抽出するとい

う系統的・帰納的な方法論が確立されていたが、黎明期の知識コモンズ研究ではこうした

伝統的コモンズの知見は踏襲されていなかったこと、および 2003 年には伝統的コモンズ
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研究で用いられていた概念や方法論を知識コモンズ研究に応用しようとする試みがなされ

ており、この研究が 2007 年における知識コモンズ研究の系統化の発端であることを明ら

かとした。 

3 章では、まず IAD アプローチという形で知識コモンズ研究を系統的に進めていくため

の方法論が提起された 2007 年以降の知識コモンズ研究の展開の様子をシステマティックレ

ビューにより概観する。これにより、IAD アプローチの後継である KCF アプローチが、IAD

アプローチの理論的な課題を修正したうえで、より知識資源の性質に即した方法論を発展

させていることを明らかにした。次いで、IAD および KCF アプローチによる現在までの知

識コモンズ研究の成果と課題を整理するとともに、KCF アプローチの知見を本研究に応用

するために、その方法論としての特徴や中核的な概念である「知識コモンズ」および「ガバ

ナンス」の明晰化を図った。3 章の最後では、それまでに整理した知見を踏まえて、「オー

プン（性）」という観点から研究データリポジトリにおける研究データガバナンスを複合的

に捉えるための理論的視座を導出した。これにより、RQ1 は達成されたといえる。 

続く 4 章において日本の研究データリポジトリを知識コモンズとして位置付けたうえ

で、RQ2 に対しては 5 章で取り組んだ。FSITA という分析方法のもと、3 章で導いた「資

源のオープン性」、「コミュニティのオープン性」、「インフラストラクチャーのオープン

性」という 3 次元からなる理論的視座を用いて研究データリポジトリにおける研究データ

ガバナンスの 8 種類の理念型の類型を構築し、さらに各次元を多面的に測るための実証的

指標を先行研究に基づいて設定することで、個々のリポジトリがどの理念型に帰属するか

を事例横断的に分析した。分析の結果として、日本では研究データがオープンである一方

でコミュニティとインフラストラクチャーはクローズドなガバナンスが典型的であるこ

と、研究データがクローズドなリポジトリも散見されること、研究データ公開において中

核的な役割が期待される機関リポジトリでは現状としてコミュニティのみがオープンであ

るガバナンスが行われていること等が明らかとなった。 

6 章では本研究全体の結果をまとめるとともに、本研究の意義や限界、今後の展望につ

いて論じた。本研究の意義は第一に、「オープン」を複合的に捉える視点を明示的に導入

したことである。これにより本研究は、オープンサイエンス政策と研究データガバナンス

研究の双方の文脈において、研究データリポジトリにおける研究データガバナンスに関す

る新しい視座をもたらすものであるといえる。第二に、知識コモンズ研究を進めていくた

めの基礎となる知見を提供したことが挙げられる。本研究で構築したリポジトリにおける
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研究データガバナンスの類型は、（研究データを資源とする）知識コモンズの類型として

も捉えることができるが、この類型は知識コモンズ研究において今後仮説・理論の構築を

目的とするシングル・ケーススタディやケース間比較を行う際に対象となる事例を選定す

るための基準としても機能すると考えられる。第三に、IAD アプローチ以降の知識コモン

ズ研究の展開を整理した点にも意義があると考えられる。日本国内における知識コモンズ

研究の受容は概して黎明期の知識コモンズ研究の段階までにとどまっていると考えられる

ため、本研究は知識コモンズ研究の最先端の知見を活用する際の助けとなることが期待さ

れる。 

一方で、本研究の限界は概して次のようにまとめられる。まず、本研究で行なった分析

は、日本のリポジトリにおける研究データガバナンスの静的状態を俯瞰するという横断

的・記述的な性質のものであるため、当該事例においてなぜ・どのようにそのガバナンス

がなされているかという点については基本的に明らかとなっていない。また、本研究で得

た知見からは今後リポジトリにおいて研究データをどのようにガバナンスすべきか、また

は構築した類型の中でどの理念型が望ましいかといった規範的主張を直ちに導くことはで

きない。本研究の今後の展望としては、第一に、本研究で構築した方法を日本以外のリポ

ジトリにも適用することで、国・地域もしくは学問分野によってリポジトリにおける研究

データのガバナンスに差異が見られるかを探るという方向が考えられる。第二の方向とし

ては、本研究で構築した類型を事例の選定基準として、RQ1（3 章）で明らかにした現在

の知識コモンズ研究の方法論を用いることで、当該事例においてそのガバナンス（理念

型）が選択された理由や、どのようにそのガバナンスが実現しているかを分析することが

挙げられる。 
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Analyzing the Governance of Research Data at Japanese Repositories 

from a Knowledge Commons Perspective 

 

Abstract 

 

Japan promotes open science as a primary issue in science and technology policy. The 

term "open science" is a multifaceted concept, and research data repositories have been 

positioned as a basis for opening research data, which is a core element of the open science 

movement, along with open access to research papers in Japan. However, not all research data 

held in repositories are required to be open. The Japanese government suggests that it is 

necessary to establish an “open and closed strategy.” Such a strategy will distinguish between 

data that should be openly disclosed and data that should be kept closed, considering the 

nature of research data and the customs of the research community, and promote open 

research data. The challenge of how to make research data open or closed can be observed as 

an issue related to the governance of research data. However, while the importance of an open 

and closed strategy has been raised, it is still not clear how research data are currently being 

governed in Japanese repositories. In addition, while "open" is a complex concept, Japanese 

policy documents on open science tend to simplify opening research data as "making data 

available to the public.” 

     Previous studies on research data governance in repositories have analyzed the 

complexities of governance based on the findings of knowledge commons research. 

Knowledge commons research is a research area on the governance of shared knowledge 

resources and has its roots in commons research—a research area on institutions for 

governing shared natural resources. On the other hand, the previous studies alluded to above 

are based on the findings of knowledge commons research up to 2007, when a systematic 

methodology was first proposed, and knowledge commons research at that time generally 

attempted to directly apply the methodology of commons research established for natural 
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resources. However, since 2007, knowledge commons research has modified its methodology 

in accordance with the nature of knowledge resources. Therefore, this study aims to derive a 

theoretical perspective on research data governance in repositories based on the complex 

nature of "openness." It does this by synthesizing the findings of knowledge commons 

research to date, and clarifies the status of research data governance in Japanese research data 

repositories based on this perspective.  

     To achieve the research purpose, this study addresses the following research questions: 

[RQ1] How can we capture the complexities of research data governance in research data 

repositories by using the findings of the latest knowledge commons research?; and [RQ2] 

How are research data governed in Japanese research data repositories? RQ1 will be 

addressed by first grasping the development of knowledge commons research through a 

literature review, followed by a theoretical discussion of the core concepts in knowledge 

commons research based on the results. RQ2 will be addressed by Fuzzy-Set Ideal Type 

Analysis (FSITA), which is a methodology for comparative analysis of governance or 

institutions. To conduct FSITA, it is necessary to deductively construct a typology of "ideal 

types" of research data governance in the research data repository as a configuration of fuzzy 

sets, and then empirically assess the conformity of repositories to each type. The findings of 

knowledge commons research organized through RQ1 will be used for constructing typologies 

and setting indicators to collect empirical data to assess the degree of belonging. 

     This paper consists of six chapters. Chapter 1 outlines the research background, 

research purpose, research questions, and research methods for each research question. 

Chapter 2, along with Chapter 3, corresponds to RQ1. Chapter 2 begins with the mother of 

current knowledge commons studies, commons research, and then provides an overview of 

the development of knowledge commons research before a systematic methodology was 

proposed in 2007. The results show that while traditional commons research on shared natural 

resources had established a systematic and inductive methodology of accumulating 

framework-based case studies and extracting generalizable findings through comparative 

analysis of the accumulated case studies, these traditional commons findings were not 

followed in the early days of knowledge commons research.  

     Chapter 3 begins with a systematic review of the development of knowledge commons 
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research since 2007, when the Institutional Analysis and Development (IAD) approach, a 

methodology for systematically advancing knowledge commons research, was proposed. This 

review revealed that the Knowledge Commons Framework (KCF) approach, the successor to 

the IAD approach, has modified the theoretical issues of the IAD approach and developed a 

methodology that is more suitable to the nature of knowledge resources. Next, the core 

concepts of KCF approach, "knowledge commons" and "governance", are theoretically 

analyzed to apply the findings of the KCF approach to this study. In the last part, a theoretical 

perspective for understanding the complexities of research data governance in research data 

repositories from the perspective of "openness,” was derived.  

     Chapter 4 positions Japanese research data repositories as knowledge commons. 

Chapter 5 approaches RQ2. Based on FSITA, an ideal typology of research data governance 

in repositories consisting of three dimensions derived in Chapter 3—"openness of resources," 

"openness of communities," and "openness of infrastructure"—is established. In addition, 

empirical indicators to assess each dimension from multiple aspects are developed based on 

previous studies to cross-sectionally analyze which ideal type each repository belongs to. As a 

result of the analysis, it was found that governance, where community and infrastructure are 

closed while resources are open, is typical in Japan. It was also determined that there are some 

repositories where resources are closed, and that institutional repositories, which are expected 

to play a central role in opening research data, are currently governed in a way that only the 

community is open. 

Chapter 6 summarizes the results of this study as a whole, and discusses its significance, 

limitations, and future directions. The significance of this study is that first, it explicitly 

introduces a composite perspective of "open.” In this way, this study brings a new perspective 

on research data governance in research data repositories in the context of both open science 

policy and research data governance research. Second, it provides a foundation for further 

research on knowledge commons. The typology of research data governance in repositories 

established in this study can be regarded as a typology of knowledge commons. This typology 

can be used as a criterion for selecting cases for future single case studies and inter-case 

comparisons to build hypotheses and theories in knowledge commons research. Third, it is 

also important to organize the process of development of knowledge commons research after 
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the IAD approach. Since it seems that only the findings of the early days of knowledge 

commons research have been accepted in Japan, this study is expected to serve as a guide to 

utilizing the cutting-edge findings of knowledge commons research. 

On the other hand, the limitations of this study can be summarized as follows: First, 

since the analysis conducted in this study is cross-sectional and descriptive in nature, and 

considering the static state of research data governance in Japanese repositories, it is not clear 

why and how governance is being conducted in the case in question. In addition, the findings 

of this study cannot logically lead to normative claims about how research data should be 

governed in repositories. One possible future direction is to apply the methodology developed 

in this study to repositories outside of Japan to determine if there are differences in the 

governance of research data in repositories by country, region, or discipline. Another possible 

future direction is to use typology as the selection criteria for the case study to analyze the 

reasons for the selection of governance or the mechanism of governance. 
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1 

 

1. 序論 
 

1.1 研究背景 

2013 年に G8 科学大臣会合による共同声明(G8 Science Ministers, 2013)が発表されて以

降、オープンサイエンスの推進は日本の科学技術政策における主要課題の一つとなってい

る（e.g. 内閣府, 2015; 2016）。研究データのオープン化は論文のオープンアクセス化と並ん

でオープンサイエンスの中核的な要素であり、日本の政策文書では研究データリポジトリ

が研究データのオープン化のための基盤として位置付けられている（e.g. 内閣府, 2020）。

ただし、すべての研究データを一律でオープン化することが求められているわけではなく、

「データの特性から公開すべきもの（オープン）と保護するもの（クローズ）を分別して公

開する戦略」（内閣府, 2018, p.16）である「オープン・アンド・クローズ戦略」を考慮しつ

つオープン化を進める必要があることが、日本学術会議による提言（日本学術会議, 2016）

や、科学技術政策の具体的な施策を定める「統合イノベーション戦略」（内閣府, 2018: 2019: 

2020）において示されている。こうした、研究データをどうオープンないしクローズドにす

るかという問題は、すなわち研究データリポジトリにおける研究データガバナンスの問題

であると言い換えることができる1。 

このとき、上記のようにオープンサイエンスの推進という文脈のもと、研究データをどの

ようにガバナンスするべきかという点については議論が交わされつつある一方で、議論の

前提として共有されるべきであるはずの、日本の研究データリポジトリにおける研究デー

タは現状としてどのようにガバナンスされているかという点について俯瞰的・実証的な知

見は蓄積されていない。また、オープンサイエンスに関する日本の政策文書において研究デ

ータのオープン化が言及されるとき、「オープン・アンド・クローズ戦略」の定義からも伺

えるように、概して「オープン化」という語は「データを公開すること」を指すものとして

単純化した形で捉えられている。しかし、もともと「オープン」とは多様な要素から成り立

 

1一般に、データの管理の在り方を規定することを指す語として「データガバナンス（data 

governance）」が用いられているが（DAMA International, 2009）、本論文ではデータ一般

ではなく研究データのみを主題とするため、「研究データガバナンス」と表記する。 
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つ複合的な概念であるため、そうした複合性を踏まえることなく研究データのオープン化

について検討を進めると、本来考慮に入れるべきはずの要素を見落としたまま歪にオープ

ン化推進の施策が設計されていくことになりかねない。それでは、「オープン」の複合性を

踏まえたうえでリポジトリにおける研究データガバナンスの現状を分析するにはどうすれ

ば良いのであろうか。 

この点に関する手掛かりとして、研究データの主要な研究者である Christine L. Borgman

は「研究データはコモンズの情報資源として考えると最もよく理解できる」（Borgman, 2015, 

佐藤・小山訳, 2017, p.84）と指摘している。ここでいう「コモンズ」とは、共有される資源

の管理制度に関する研究領域である、コモンズ研究のことを含意している。当初、コモンズ

研究は牧草や水資源などといった自然資源を主な対象としていたが、1990 年ごろよりデー

タや情報などの知識資源を対象とする知識コモンズ研究が台頭しつつある。実際に、

Borgman（2015）をはじめとする先行研究では、知識コモンズ研究の知見を応用することで

研究データリポジトリにおける研究データガバナンスの事例横断的な分析が行われている

（Borgman, 2015; Eschenfelder & Johnson, 2014; Vassilakopoulou et al., 2016: 2019）。 

しかし、こうした先行研究には一つ課題が挙げられる。上記の研究はいずれも、図書館情

報学者 Charlotte Hess と自然資源を対象とするコモンズ研究の代表的な研究者である

Elinor Ostrom が共同で 2007 年までに発表した知識コモンズ研究の研究成果に基づくもの

である（Hess & Ostrom, 2003: 2007）。Hess と Ostrom は知識コモンズ研究を系統的に進め

るための方法論を確立することを試みており、その成果は Hess & Ostrom（2007）におい

て体系的にまとめられるに至る。ただし、そこで示された方法論とは、自然資源を対象とす

るコモンズ研究において確立してきた方法を知識資源に転用するというものであった。直

感的にも明らかなように、自然資源と知識資源ではその性質が大きく異なるため、必然的に

その管理制度の在り様もまた大きく異なることが推察される。Hess と Ostrom 自身もこう

した理論的な課題を認識しており、自分たちの提起する方法論は将来的に知識資源の性質

に即した形で発展させていくべきであることを示している（Ostrom & Hess, 2007）。この方

法論の更新という課題は 2010 年頃より後継の手により進められていき、現在では

Frischmann et al.（2014）において新たな方法論が体系的に示されるとともに、その方法論

を用いた研究成果が蓄積されつつある。つまり、Borgman（2015）など先行研究の課題と

は、知識コモンズ研究の展開の過渡期にあった暫定的な知見までしか参照されておらず、そ

の後の Frischmann et al.（2014）に代表される研究動向は踏まえられていないことである。 
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1.2 研究目的と研究課題 

本研究は、「オープン」という概念が本来有する複合性を踏まえたうえで、日本の研究デ

ータリポジトリにおける研究データガバナンスの現状を俯瞰的に明らかにすることを目的

とする。これにより、研究データのオープン化のあり方を検討するための基礎となる実証的

な知見を提供するとともに、これまでの議論では単純化されてきた「オープン」を複合的に

捉え直すための視座をもたらすことで、我が国におけるオープンサイエンスの推進に寄与

することが望まれる。 

この目的を達成するために、本研究では知識コモンズ研究の知見を理論的背景とするこ

とで—すなわち「知識コモンズ」という観点に立つことで—日本の研究データリポジトリに

おける研究データガバナンスの分析方法を構築する。ただし、本研究は Borgman（2015）

などの先行研究とは異なり、Frischmann et al.（2014）に代表される新たな知識コモンズ研

究の知見を用いることとする。このとき、先行研究ではなぜ最新の知識コモンズ研究の知見

が反映されていなかったのかということが問題となるが、先行研究中で現在の知識コモン

ズ研究の文献は引用されていないことから、批判的に検討が行われた結果として Hess & 

Ostrom（2007）までの知見が採用されるに至ったというよりは、単にその存在が周知され

ていなかったことに起因すると考えられる。また、Hess & Ostrom（2007）までの知識コモ

ンズ研究は、学際的にもある程度膾炙していると考えられる自然資源のコモンズ研究で用

いられていた概念・理論・方法論2に直接的に依拠するものであることから比較的理解が容

易であったのに対して、新たな知識コモンズ研究では知的財産権法学や法と経済学分野の

研究者が同分野の知見を取り入れつつ主導的に研究を推進しているため、同分野およびコ

モンズ研究を専門とする研究者以外にはその内容を理解したうえで応用することが相対的

に困難であることも理由として挙げられよう。 

このことから、まず本研究では、リポジトリにおける研究データガバナンスの分析に応用

するために、最新の知識コモンズ研究の知見を詳細に理解するとともに、それを応用可能な

形で整理することを目指す。このためには、前身である Hess & Ostrom（2007）までの知識

コモンズ研究や、さらにそのベースとなった自然資源コモンズ研究の知見を踏まえること

 

2 具体的には、「排除」と「控除性（競合性）」による財の種類の分類などが挙げられる。

詳細については 2 章で論じる。 
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も必要となる。また、応用に際しては、先行研究で用いられる Hess & Ostrom（2007）まで

の知識コモンズ研究と最新の知識コモンズ研究の方法論や核となる概念の差異を比較する

ことで、最新の知識コモンズ研究の知見を用いることの利点を明らかにすることや、その課

題点を整理することも重要となるであろう。 

以上を踏まえて、本研究では研究目的を達成するために以下の研究課題（RQ）に取り組

むこととする。 

 

【RQ1】最新の知識コモンズ研究の知見を用いて、どのように研究データリポジトリにおけ

る研究データガバナンスを複合的に捉えることができるのか 

 

【RQ2】日本の研究データリポジトリにおいて研究データはどのようにガバナンスされて

いるのか 

 

1.3 研究方法 

これらの研究課題に対して、本研究では以下の研究方法を用いる。RQ1 については、ま

ず文献調査により知識コモンズ研究の展開を把握し、次いでその結果をもとに最新の知識

コモンズ研究における方法論や中核的な概念の特徴・意義について理論的な考察・分析を行

うことで取り組む。また、本研究の研究目的に直接的に作用する点であることから、特に

Hess & Ostrom（2007）以降の研究動向については調査対象となる文献の調査範囲や選定基

準を明示したうえで調査を行う。 

RQ2 については、大枠の研究方法としては FSITA（Fuzzy-set Ideal Type Analysis）と呼

ばれるガバナンスや制度の比較分析のための方法論を用いることで取り組む。FSITA を実

施するには、分析対象である研究データリポジトリにおける研究データガバナンスの「理念

型」（Weber, 1998）の類型をファジィ集合の組み合わせとして演繹的に構築し、次いで各類

型に対する実際の事例（日本の研究データリポジトリ）の帰属の度合いを実証的に判定する

という段階を踏む。ここで類型を構築する際、および帰属の度合いを判定するための指標を

設定する際に RQ1 を通して整理した知識コモンズ研究の知見を活用することとなる。 

なお、本研究で分析の対象とするのは「日本の研究データリポジトリにおける研究データ

ガバナンスの現状」であって、単なる「研究データガバナンスの現状」や「研究データリポ



 5 

ジトリガバナンスの現状」ではないことに留意されたい。本研究の関心は研究データリポジ

トリという基盤のうえでどのように研究データのガバナンスがなされているのかという点

にあるが、単に「研究データガバナンスの現状」や「研究データリポジトリガバナンスの現

状」と表記すると、研究室のコンピュータ内での研究データの扱いやリポジトリ自体の保守

点検など本研究の対象からは外れる要素が含意され得るほか、当該データではなくリポジ

トリに付随する要素—およびその逆—が暗に除外されるため、冗長ではあるが「研究データ

リポジトリにおける研究データガバナンスの現状」という表現を用いることとする。 

 

1.4 本論文の構成 

本論文の構成は以下の通りである。1 章（本章）では、本研究の背景、研究目的、研究課

題、各研究課題に対する研究方法の概要を示した。続く 2 章と 3 章は RQ1 に対応する章で

ある。まず 2 章では、自然資源を対象とするコモンズ研究の発端から、Hess & Ostrom（2007）

により系統化される前の黎明期の知識コモンズ研究の動向までを概観することで、現在の

知識コモンズ研究を把握するために必要となる知見を整理する。3 章では、Hess & Ostrom

（2007）およびその後継である Frischmann et al.（2014）による知識コモンズ研究系統化

の展開を把握するとともに、Frischmann et al.（2014）に代表される新たな知識コモンズ研

究の特徴や課題を検討したうえで、RQ1 に取り組む。4 章では、3 章までの議論を踏まえ

て、知識コモンズという観点から日本の研究データリポジトリおよび研究データを巡る状

況を捉えることで、RQ2 に取り組むための文脈的な知識を整理する。5 章は RQ2 に対応す

る章であり、RQ1 を通して得た知識コモンズ研究の知見を活用することで FSITA による分

析方法を構築し、これにより日本の研究データリポジトリにおける研究データガバナンス

の現状を俯瞰的に明らかにする。6 章では本研究全体に関する総合的な考察を行い、その成

果や意義を示すとともに、本研究の限界と今後の展望を示す。 
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2. 知識コモンズ研究の背景 
 

2.1 本章の目的と構成 

本章は 3 章と並んで RQ1 に対応しており、2007 年までの知識コモンズ研究の展開を概

観することで、3 章以降の議論の基礎となる知見の整理を試みる。2.2 節では、知識コモン

ズ研究の前身である、動植物や水といった自然資源を対象とするコモンズ研究について、そ

の成立の経緯や中核的な概念および後に知識コモンズ研究の土台となった Elinor Ostrom

らの研究アプローチについて概説する。2.3 節では、コモンズ研究が自然資源以外の資源に

も応用されていくようになる、分化の様子を論じる。2.4 節では、知識をコモンズと捉える

最初期の研究から 2007 年に知識コモンズ研究として系統的な研究方法の確立が試みられる

ようになるまでの展開を追う。 

なお、本章の関心はあくまで知識コモンズ研究の背景を明らかにすることにあるため、こ

こで取り上げる先行研究は現在の知識コモンズ研究に直接的に関連するものに限定される。

したがって、人類学や歴史学におけるコモンズ研究、公共選択論・取引費用理論に関する議

論、およびコモンズに関する各国の実践活動について深入りすることはしない。また、社会

的共通資本に関する議論など日本のコモンズ研究は独自の展開を見せていると言われるが

（e.g. 井上・菅, 2008; 宇沢・茂木, 1994）、同様の理由により深くは言及しないこととする

3。 

 

2.2 コモンズ研究の成立 

2.2.1 「コモンズの悲劇」 

1950 年代の中頃まで、コモンズという語を扱う研究は（１）庶民院（House of Commons）

 

3 なお、日本のコモンズに関する研究は総称して「コモンズ論」と呼ばれることが多い

が、本研究では混乱を避けるために、コモンズに関する研究を「コモンズ研究」と表記す

ることとする。 
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に関する研究、（２）イングランドにおける共有地の囲い込みに関する（歴史的）研究、（３）

共通善（the common good）や街の広場などを対象とする初期米国の民主主義に関する研究

のいずれかであったという（Hess, 2000）。今日における、共有される資源とその管理制度

を主題とするコモンズ研究の原点は、自然資源の管理について経済学的な観点から議論を

行った最初期の研究である Gordon (1954)や Scott (1955)であるといわれる（Feeny et al., 

1990; Hess, 2000）。しかし、やはり今日的な意味でのコモンズが決定的に有名となったの

は、生物学者 Garrett Hardin により 1968 年に Science 誌に投稿された『コモンズの悲劇（" 

The Tragedy of the Commons”）』（Hardin, 1968）であろう。 

Hardin は、1833 年に William Forster Lloyd により発表された中世のイングランドに存在

した共同牧草地である「コモンズ」が不可避的に荒廃するまでのメカニズムを、漁場や大気

といった異なる種類・スケールの資源にも該当するものとして一般化し、地球規模での資源

管理政策の必要性を主張している（Hardin, 1968）。Lloyd および Hardin による、コモンズ

の荒廃という「悲劇」が不可避的に生じるメカニズムは以下の通りである。牧草地にあまり

多くの牛を放すと牧草が足りなくなり、また再生産される牧草の量も減ってしまう。そのた

め牛を育てるのに十分なだけの牧草を残しつつ持続可能に牧草地を維持していくためには、

放牧する牛の数を一定程度に抑える必要がある。しかし、共同牧草地では、それぞれの農民

にとって許容量を超えて放牧する牛を一頭増やすことによるコスト（例えば牧草が一頭分

足りなくなり牛の成長が少し悪くなること）はその牧草地を利用する農民全員で分割され

るため、一頭増やすことにより農民が得る利益（つまり牛一頭分から得られる利益）が常に

一人当たりが支払うコストを上回ることになる。そのため、それぞれの農民が合理的に考え

自らの利益を追求するとき、牛を増やすことが正しい行動となるため、皆が次々に牛の数を

増やすこととなり、最終的に牧草地は荒廃するか回復不能な状態となり消尽してしまうこ

とになる。かつては戦争や疫病により農民や牛の数が自然に抑制されていたため牧草地の

許容量を超えることはなかったが、世界的な人口の増加によりこうしたメカニズムが顕在

化した結果コモンズは崩壊する。つまり、コモンズを誰もが利用できる状態にしておくと荒

廃は不可避であるため、何らかの規制が必要であるという論理が導かれる。 

Hardin（1968）を踏まえると、「コモンズの悲劇」を回避するには以下の 2 つの方法が考

えられる。一つは、コモンズを私有財産（private property）として扱う権利を個人ないし企

業などの組織に付与することである（Demsetz, 1967; Hardin, 1968）。権利を有する者は他

者を当該資源から排除する—他者による利用を規制する—ことができる。通例、この権利は
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国家により認められ執行可能性（enforceability）が保証される（Feeny et al., 1990）。二つ目

の方法は、政府等の公的機関による規制により、コモンズの自由な利用を制限することであ

る（Hardin, 1968）。この方法はいわばコモンズを公有財産（public property/state property）

として扱うことを意味する。この方法では当該資源をコントロールする権利を政府等公的

機関が独占的に有することとなり、従ってその執行可能性は私有財産の場合と同様に公的

機関の強制力により保証される（Feeny et al., 1990）。Hardin（1968）において示された「コ

モンズの悲劇」という問題と、以上のような私有化か公有化かという二分法的な解決方法は

その後永らく資源管理や環境政策における通説として機能することとなる。例えばサハラ

砂漠周辺の砂漠化の進行など現実の資源問題を説明しうる一般的なモデルとして受容され、

その後環境政策などに取り入れられていった（Feeny et al., 1990）。 

しかし、コモンズに関する実証的な研究が蓄積されていくに従って、Hardin の想定には

いくつかの重大な陥穽があることが明らかとなっていった。例えば、Hardin（1968）では

農民が互いに（牧草地の利用に関して）コミュニケーションを取ることで資源の過剰利用を

避けうることが想定されておらず、またすべての農民が自身の短期的な利益のみを追求す

ることが前提とされており、少なくともある程度は全体の利益を考慮する者が一定程度存

在しうることはまったく考慮されていないが、このことは必ずしも現実の事例とは一致し

ない（Hess & Ostrom, 2007a）。さらに重要な点として、Hardin はコモンズを誰もが利用で

きる状態であり利用に際して何ら制限の無い状態—つまり「オープンアクセス」—と同一視

しているが（Hardin, 1968）、現実のコモンズはオープンアクセスとしてではなく一定のコ

ントロールの下で管理されている場合が多い（Adhikari, 2001; Hess & Ostrom, 2007a）。そ

して、私有化・公有化という手段によらずコモンズを共有の資源としたままで持続的に管理

しているという、「コモンズの悲劇」の反証となる事例が実際に存在していることが発見さ

れていく。 

以上のように、コモンズ研究は Gordon (1954)と Scott (1955)より始まり、Hardin（1968）

において問題の所在が「コモンズの悲劇」として定式化されることで周知されるようになっ

た。そして以降は、「コモンズの悲劇」への反証という形で多様なアプローチによる研究が

蓄積されることで、研究領域として展開していくこととなる。 
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2.2.2 コモンプール資源と共的所有制 

2.2.1 では、コモンズとオープンアクセスが混同されている点を Hardin（1968）の重大な

陥穽であると指摘した。しかし、これが何を意味するかを仔細に理解するためには、コモン

ズという語が何を指すのかを整理する必要がある。結論から言うと、コモンズには多数の分

野や研究者によって異なる定義が与えられており（室田・三俣, 2004）、研究者間で合意が

形成された単一の定義は存在しない。しかし、より包括的にコモンズを捉えようとする先行

研究を見ると、そこには共通点が見出せる。例えば、Hardin（1968）以降 22 年間のコモン

ズ研究の動向を追うことで「コモンズの悲劇」を精緻に検討した Feeny et al.（1990）では、

コモンズは資源としての側面とそれを管理する制度としての側面の双方から捉えられてい

る。井上（1997）ではより端的に、コモンズは「自然資源の共同管理制度、および共同管理

の対象である資源そのもの」として定義される。Hess & Ostrom（2007a）においてもコモ

ンズという語には資源と制度の双方が含意されていることが指摘されている。そして、コモ

ンズという語が一般的に用いられる際に両者はしばしば混同されるが、実証的な分析を行

う際には資源としての側面と制度としての側面を区別して考えることが重要であるとされ

る（Dietz et al., 2002; Hess & Ostrom, 2007a）。 

それではまず、資源としての側面に着目するとき、コモンズとはどのような性質を持つ資

源なのであろうか。Gordon (1954)や Scott (1955)、Hardin（1968）が著された時代には、

資源は「排除性（exclusion）」という基準により、「私有財（private goods）」か「公共財（public 

goods）」のいずれかに分類されていた（Hess & Ostrom, 2007a）。排除性とは、他者が当該

資源を利用することをコントロール（排除）できるかどうかという基準である。容易に他者

を排除できる場合（排除性が高い場合）、その資源は私有財であり、排除が不可能ないし困

難である場合（排除性が低い場合）は公共財となる。しかし、同じく公共財に分類される資

源でも、例えば共同牧草地と大気とでは明らかに性質が異なる。そこでより精緻に資源を捉

えるために、Ostrom & Ostrom（1977）により「控除性（subtractability）」という基準が新

たに追加された4。控除性とは、誰かが利用することで別の誰かが当該資源を利用できなく

 

4 正確には、Ostrom & Ostrom（1977）では「控除性」ではなく「利用または消費の共同

性（jointness of use or consumption）」という語が用いられていたが、その後「控除性」へ

と統一されていく（Hess & Ostrom, 2007a）。また、「控除性」の同義語である「競合性
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なるかどうかという基準である。控除性が低い場合、その資源を利用することは別の誰かに

よる利用を妨げないが、控除性が高い場合、他者が利用することで自分はその資源を利用す

ることができなくなる。排除性と控除性を組み合わせることで、資源は私有財と公共財に

「クラブ財（club goods）」と「コモンプール資源（common-pool resources）」5を加えた 4

種類に分類される（図 2-1）。このとき、コモンズとはコモンプール資源に分類される資源

のことを指す。 

 

 

図 2-1. 資源（財）の分類（Ostrom & Ostrom（1977）・ Hess & Ostrom（2007a）を基に

筆者訳・作成） 

 

控除性が低い場合は多人数により利用したとしても一人当たりが得ることができる便益

は減少しないため、当該資源を持続可能な形で利用していくことは容易である。また、排除

 

（rivalry）」が用いられることも多い（Feeny et al., 1990）。 

5 “common-pool resources”は「共用資源」（井上, 2004）や「共同利用資源」（山田, 

2010）とも訳されるが、他の用語との区別を明瞭にするために本研究では「コモンプール

資源」を用いる。また、かつては「コモンプール資源」の同義語である“common-property 

resources (CPRs)”が用いられることが多く、そのためコモンズ研究も“CPR research”と称

されていたが、後述の制度としてのコモンズを表す用語である “common property”と区別

する必要性から、同語は次第に用いられなくなっていった（Dietz et al., 2002）。 
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性が高い場合は他者を容易に締め出す事ができるため、やはり当該資源を持続的に管理し

ていくことは比較的容易である。しかし、図 2-1 で示されるように、コモンプール資源は控

除性が高く排除性は低いという性質を持つ、最も維持の困難な資源である。そして、「コモ

ンズの悲劇」が生じるのは対象となる資源がコモンプール資源としての性質を持つ場合で

ある。このことは Hardin（1968）では明示されていないが、1985 年に開催された全米研究

評議会（National Research Council）のアナポリス会議（Annapolis Conference）以降、コ

モンプール資源の性質や「コモンズの悲劇」の対象がコモンプール資源であることについて、

研究者間で合意が形成されていく。なお、以上はコモンズ研究において資源としてのコモン

ズを狭義に捉える場合の話である。より一般的に資源としてのコモンズが言及される場合、

コモンズとは「人々の集団により共有される資源」（Hess & Ostrom, 2007b, p.349）を指す

語として用いられる。 

資源の場合と同様に、コモンズ研究では制度についても類型化が行われてきた。その結

果、資源を管理する制度は「私的所有制（private property regime）」「公的所有制（state 

property regime）」「共的所有制（common property regime）」「オープンアクセス（open 

access）」の 4 類型に区分されることが明らかとなる（Bromley et al., 1989; Feeny et al., 

1990）6。この類型はあくまで分析的な概念であるため、実際の事例では複数の制度が組

み合わされることである一つの資源が管理されている場合もあり、また各類型に該当する

制度にもバリエーションが存在する。しかし、コモンズ研究の研究者の間ではこの 4 類型

に基づき資源の管理制度を区別することの有効性が認められようになっていく（Ciracy-

Wantrup et al., 1975; Feeny et al., 1990）。このとき、制度としてのコモンズとは狭義には

共的所有制のことを指す（Hess & Ostrom, 2007a）。 

各類型のうち、最も一般的な管理制度は「私的所有制」である。私的所有制は、他者に

よる資源の利用をコントロール（排除）する権利（私的所有権）が個人や企業など人々の

集団からなる組織に帰属する制度であると定義される（Feeny et al., 1990）。この制度の実

効性は一般に国家により担保されるが、私的所有権の権利保持者は自身の権利を他者へと

任意に譲渡することができる（Benkler, 2014; Feeny et al., 1990）。私的所有制の対になる

のが「公的所有制」である。公的所有制とは、資源に関する権利が国家（もしくは地方公

共団体などの公的機関）に排他的に帰属する制度である（Feeny et al., 1990）。つまり、公

 

6 なお、各用語の表記については研究者間で微細な異同がみられる。 
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的所有制のもとでは当該資源の利用方法などに関する決定は国家により一元的に行われる

（Feeny et al., 1990）。制度としてのコモンズである「共的所有制」とは、ある特定可能な

コミュニティのメンバー全員が当該資源の所有権を共同で保持する制度である（Feeny et 

al., 1990; Hees & Ostrom, 2007b）。共的所有制のもとでは、当該コミュニティのメンバー

全員は当該資源にアクセスし利用する権利と、そのコミュニティのメンバーでない者によ

る当該資源の利用をコントロールする権利とを有するが、一方でメンバーは当該資源の使

用量や管理などについて定められたルールに従う義務を負う（Bromley, 1991; Feeny et al., 

1990）。多くの場合、共的所有制をとるコミュニティは独自の規範や権力システムを備え

ており（Bromley, 1991）、上記のようなルールも当該コミュニティにより自律的に策定さ

れる。共的所有制は国家により法的に認められる場合もあるが、公的な立法プロセスの外

部で属地的・慣習的に存続してきた制度として国家により黙認されている場合もある

（Feeny et al., 1990）。最後に、「オープンアクセス」とは、明確に定義された所有権が存

在しない体制を意味する（Feeny et al., 1990）。この体制のもとでは資源はコントロールさ

れておらず誰もがアクセスし利用することが可能である（Hess & Ostrom, 2007b; 菅, 

2010）。 

資源と制度に関する以上の議論を踏まえて今一度 Hardin（1968）の陥穽を整理すると

以下のようになる。先述のように、「コモンズの悲劇」は資源としてのコモンズ（コモン

プール資源）がオープンアクセスの状態に置かれていることを前提としている。確かに、

オープンアクセスのもとでは当該資源の利用に歯止めがかからないため、控除性の高いコ

モンプール資源はやがて消尽してしまうことになりかねない。そこで Hardin は、コモン

プール資源は「私的所有制」か「公的所有制」のいずれかで管理する必要があると主張し

（Hardin, 1968）、この二分法的な考えは実際の資源管理政策にも反映されていった

（Bromley et al., 1989）。しかしその後の研究により、現実にはコモンプール資源は必ずし

もオープンアクセスのもとにあるわけではなく、実際は共的所有制により管理されてお

り、かつ「コモンズの悲劇」に陥ることなく長期にわたって維持管理されている事例も多

数存在する事が明らかとなっていった（Adhikari , 2001; Feeny et al., 1990; Hess & 

Ostrom, 2007a; 菅, 2010）。Hardin（1968）以降、コモンズ（共的所有制）とオープンア

クセスの混同は永らく続くこととなるが、共的所有制が機能している事例をオープンアク

セスと取り違えて私的所有制ないし公的所有制に移行させようとすることはかえって当該

資源を荒廃させてしまうことになりかねない。例えばネパールでは、もともと共的所有制
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により維持されていた森林が保護を目的として国有化されたが、森林地帯の立地や広大さ

といった問題ゆえに政府が十分なコントロールを行うことができず、かつ共的所有制の下

でコミュニティ外部の人間による利用から森林を保護してきた（つまり外部の人間を排除

してきた）農民たちが国有化により部外者を排除する権利を失ったため、結果として森林

の破壊が加速したことが報告されている（Arnold & Campbell, 1986）。 

このように、「コモンズの悲劇」はあらゆる共有の資源に当てはまるわけではなく、ま

た現実を過度に単純化していることが明らかとなってきたため、これを根拠としていた各

国の資源管理政策も私的所有制か公的所有制かという二分法的思考から徐々に脱却するよ

うになった。しかし、共的所有制により管理されているコモンプール資源は常に持続可能

であると考えることもまた誤りである。研究者らは Hardin（1968）の反証事例として共

的所有制の成功事例を多数発見したが、共的所有制が機能せずコモンズが崩壊した事例も

存在する。また、コモンプール資源の管理制度として私的所有制や公的所有制が常にネガ

ティブな結果を生むとも限らない。「コモンプール資源」や「共的所有制」はあくまで類

型であるため、現実にはバリエーションが存在することはすでに述べた。ここで重要とな

るのは、どのようなときにコモンズは持続可能となりどのようなときに悲劇が起こるの

か、また持続可能なコモンズはどのようなメカニズムで機能しているかを現実に即して精

緻に明らかにしていくことである。こうした課題に対するアプローチ方法は政治経済学者

Elinor Ostrom らにより確立されていくこととなる。 

 

2.2.3 IAD とデザイン原則 

Hardin（1968）が学術コミュニティに及ぼした影響は多大なものであったが、その後す

ぐにコモンズ研究が一つの研究領域として成立していったわけではない。コモンズに関す

る研究は 1985 年に開催された全米研究評議会アナポリス会議を契機として緩やかに統合さ

れていくこととなる（Hess, 2000）。アナポリス会議では、当該資源の利用に関わる人々を

ガバナンスする「制度」に焦点を当てることでコモンプール資源の保全はなぜ・どのように

成功ないし失敗するのかを明らかにするという、その後のコモンズ研究の中心的な研究課

題が設定されるとともに、2.2.2.で述べた資源や制度に関する各用語の標準化が行われた

（Feeny, 1986; Hess, 2000: 2012）。そして同会議の議論を踏まえて、1989 年にはコモンズ

研究を継続的に進めていくために専門の学会である “International Association for the 



 16 

Study of Common Property (IASCP)”7が設立される。 

アナポリス会議では、用語や研究課題の策定に加えて、コモンズ研究の基本的な研究方法

が示されている。それは、様々な分野の研究者が共通の「フレームワーク」に基づいてケー

ススタディを蓄積し比較分析を進めていくという学際的・帰納的なアプローチである。コモ

ンズの研究には、当該資源の化学的・生物学的な性質やステークホルダーの行動に関する経

済学的・法学的分析など、学際的な知識が不可欠であることが早くから認識されていた。フ

レームワークはこうした学際的な協働を可能にするためのツールとして機能する。このフ

レームワークは今日では「IAD（Institutional Analysis and Development）」フレームワーク

として知られており、コモンズ研究をはじめとして制度を分析対象とする様々な分野にお

いて応用されている8。 

IAD の構想の一端は、1970 年代に行われた米国の都市部における警察署のパフォーマン

スの分析を通して生まれた（Ostrom, 2010）。Elinor Ostrom らによるこの研究の結果、警

察サービスは分権的な制度的配置（polycentric institutional arrangements）のもとで最も効

率的となることが明らかとなった（e.g. Ostrom et al., 1978）。その後、1980 年代前半より

インディアナ大学の「政治理論・政策分析ワークショップ（The Workshop in Political Theory 

and Policy Analysis）」において、Ostrom とその同僚らによって水資源や公道など警察サー

ビス以外の多様なサービスの制度的配置の分析にも適用可能な理論的基盤が模索されるよ

うになり（Ostrom, 2010）、1982 年には、制度を 3 つのレイヤーで捉えたうえであらゆる種

類のサービスの提供や生産に関する人々の行動を特徴づける要因を示した、最初のフレー

ムワークが構築される（Kiser & Ostrom, 1982）。その後、このフレームワークはゲーム理論

の知見を取り入れることで、合理的な選択を行う個々人（アクター）が相互作用を行う状況

（「アクション・シチュエーション（Action Situation）」）を分析するツールとして一般化さ

れていく（Ostrom, 1986）。 

 

7 IASCP は 2006 年に “International Association for the Study of the Commons (IASC)”へ

と改称される。また翌 2007 年にはコモンズ研究の中核的ジャーナルである“International 

Journal of the Commons (IJC)”の刊行が始まる。 

8 なお、現在の主に自然資源を対象とするコモンズ研究では、IAD をさらに発展させた

「SES（the Social-Ecological System）」フレームワークも用いられているが、本研究では

知識コモンズ研究と関係の深い IAD に焦点を当てることとして、SES について掘り下げる

ことはしない。 
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一方で、当時やはりインディアナ大学に所属していた Ronald J. Oakerson により、コモン

プール資源を対象とするフレームワークが構築されていく（Oakerson, 1978）。Oakerson の

当初の関心は自然資源ではなく米国ケンタッキー州における高速道路の管理に向けられて

いたが、Oakerson（1986）ではコモンプール資源全般を分析する際に考慮するべき要素と

その要素間の関係がモデル化される。その後、Oakerson は先述のインディアナ大学におけ

る「政治理論・政策分析ワークショップ」に合流し、IAD の原型である、コモンズ分析のた

めのフレームワークを提案する（Oakerson, 1992）。Kiser & Ostrom（1982）や Ostrom（1986）

がアクション・シチュエーションの分析に焦点を当てていたのに対して、Oakerson のフレ

ームワークではアクション・シチュエーションの外部の要因である当該資源やコミュニテ

ィの性質やアクションの成果もコモンズの分析に含めることが示されている（Oakerson, 

1986: 1992）。今日知られる IAD は、Oakerson と Ostrom らの知見を統合する形で確立さ

れることとなる（図 2-2）。IAD の詳細については 3 章で解説を行う。 

 

 

図 2-2 IAD フレームワーク略図（Ostrom, 2005, p.13,を基に筆者訳・作成） 

 

Hardin（1968）以降「コモンズの悲劇」への反証としてコモンプール資源に関する研究

は多数行われてきたが、こうした研究の多くは記述的なケーススタディであった。アナポリ

ス会議の終了後、Ostrom はインディアナ大学の図書館員である Fenton Martin と協力して、

これらコモンズに関する（事例）研究を蓄積するためのリポジトリの開発に着手する。この

リポジトリは「DLC（Digital Library of the Commons）」と呼ばれ、2020 年現在もコモンズ

研究の主題リポジトリとして運営が続けられている。DLC の開発に際して Ostrom と

Martin はコモンズ研究の主題分野を、農業（agriculture）、漁業（fisheries）、放牧（grazing）、

森林（forests）、土地の保有と利用（land tenure and use）、村落組織（village organization）、

水資源と灌漑（water resources and irrigation）、野生動物（wildlife）、一般的・複合的コモ

ンプール資源（general and complex CPRs）、理論（theory）、実験（experimental literature）

外生変数
（Exogenous Variables）

アクション・アリーナ
（Action Arena）

相互作用
（Interactions）

アウトカム
（Outcomes）

評価基準
（Evaluative Criteria）
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の 11 種類に分類した。Ostrom はこの中から分析に耐えうるケーススタディを特定の分野

に偏ることなく選出し、当時開発が進められていた IAD の前身であるフレームワークを適

用することで比較分析を行い、その結果として共的所有制のもとでコモンプール資源を長

期的に維持管理することに成功している事例が共通して備えている条件である「デザイン

原則（design principles）」（表 2-1）を特定するに至る（Ostrom, 1990）。 

 

表 2-1 デザイン原則（Ostrom, 1990, p.90; Hess & Ostrom, 2007a, p.7 を基に筆者訳・作

成） 

1. 明確に定義された境界 

2. 実情に即した現用ルール 

3. 現用ルールに関係する個々人が当該ルールに常に関与できること 

4. コミュニティのメンバーが保持する当該ルールを策定する権利が、外部の機関によって

尊重されること 

5. 監視システムの確立 

6. 段階的なペナルティーの実施 

7. コミュニティのメンバーが低コストで紛争解決メカニズムを利用できること 

8. 入子状の組織 

 

デザイン原則はコモンズが持続可能であるための十分条件ではないため、8 つの条件を満

たしていても共的所有制が機能しない事例は存在する。Ostrom 自身はこのことに自覚的で

あり、自身の研究成果がコモンプール資源を管理するための万能薬であるかのように受容

されることを危惧していたが（Ostrom, 2011）、デザイン原則は「コモンズの悲劇」と同様

に資源管理政策や学術コミュニティに大きな影響を与えることとなる。ただし、Hardin

（1968）とは異なり、Ostrom（1990）では暫定的な知見として示されていたデザイン原則

の信頼性は後続研究において検証されていく（Hess, 2000）。このため、Ostrom（1990）は

「コモンズの悲劇」に対する科学的な応答であるとも評される（Hess, 2000）。 

 

Hardin らにより提起されたコモンズの管理という問題は、アナポリス会議を経て Ostrom

（1990）において次の段階に進んだということができる。Hardin は私的所有制か公的所有

制によってしかコモンズは持続可能となりえないと主張したが、Ostrom らにより共的所有
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制というコモンズの管理制度の有力なオプションが発見された。Ostrom（1990）の新規な

貢献として、牧草地以外にも森林や漁場、灌漑システムといった多様な資源（コモンズ）の

間にデザイン原則のような共通の要素が存在することが実証的に明らかとされた（Hess, 

2000）。 

また、Ostrom は 2009 年にノーベル経済学賞を受賞しているが、同時受賞者である Oliver 

Williamson によると、Ostrom の功績はコモンズ研究にとどまらずより一般的に比較制度分

析（comparative institutional analysis）の発展に寄与した点にあるという（Madison et al., 

2016）。2.2.3 で見てきたように、Ostrom は共的所有制というコモンズの制度としての側面

に着目して、IAD というフレームワークを駆使することで様々な分野の研究者により実施

されたケーススタディからデータを取り出し、各ケースにおける制度を比較分析すること

で、デザイン原則のような一般化された知見を抽出するというアプローチを確立した。こう

したフレームワークを核とする学際的・帰納的な方法は知識コモンズ研究にも継承されて

いくこととなる。 

 

2.3 コモンズ研究の分化 

2.3.1 「伝統的コモンズ」から「ニューコモンズ」へ 

コモンズ研究の動向を計量書誌学的手法により分析した研究（van Laerhoven & Ostrom, 

2007; van Laerhoven et al., 2020）によると、アナポリス会議が開催された 1985 年以降、コ

モンズ研究の論文数は右肩上がりに増加していく（図 2-3）。これらの論文において最もよ

く引用されるのはコモンズ研究の発端ともいえる Hardin（1968）であり、次いでコモンズ

研究のアプローチ方法を確立した Ostrom（1990）が続く（van Laerhoven et al., 2020）。ま

た、コモンズ研究の研究者の所属情報および論文の分野分類の分析からは、経済学や法学、

政策科学など社会科学の諸分野に加えて、環境科学や工学、コンピュータサイエンス、心理

学など多岐にわたる分野の研究者が協働していることが伺える（van Laerhoven et al., 2020）。

このことから、アナポリス会議や Ostrom（1990）において示された学際的アプローチとい

うコモンズ研究の方向性は現在に至るまで踏襲されていると考えられる。 
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図 2-3 コモンズ研究の年度別論文数（van Laerhoven et al., 2020, p.209, Figure 1: Number 

of publication per year (1968–2019)） 

 

一方でコモンズ研究が何を研究対象としているかを見ると、漁業（fishery）、林業（forestry）、

灌漑（irrigation）、水資源管理（water management）、畜産（animal husbandry）のいずれか

に研究が集中している（van Laerhoven & Ostrom, 2007）。これら 5 種の自然資源は、Gordon

（1954）から始まり Hardin（1968）や Ostrom（1990）においても繰り返し取り上げられ

てきた、コモンズ研究の中核的な領域である。Hess は、こうした自然資源を対象とするコ

モンズ研究を総称して「伝統的コモンズ（traditional commons）」と名付けている（Hess, 

2008）9。 

また、van Laerhoven & Ostrom（2007）では、1995 年前後より「伝統的コモンズ」とは

異なる種類の資源を対象とする研究が台頭してきたことが明らかとされている。そこでは、

気候変動や生物多様性といったマクロなトピックや知的財産権など、自然資源とは全く異

質な対象がコモンズとして位置付けられている。Hess は「伝統的コモンズ」に対してこう

 

9 他にも、Benkler（2013）では同一の範囲を指して「Ostrom 学派（Ostrom school）」と

呼称されている。 
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した新しいタイプのコモンズ研究を「ニューコモンズ」と名付けている（Hess, 2008）。van 

Laerhoven & Ostrom（2007）で分析対象となった 2005 年時点でのニューコモンズ研究の

本数はわずかなものであったが、2020 年現在ではコモンズ研究全体のうちニューコモンズ

が占める割合は 3 割超へと拡大している（van Laerhoven et al., 2020）。 

図 2-4 は Hess（2008）におけるニューコモンズ研究の分類である。図が示すようにニュ

ーコモンズ研究はその対象とする資源の性質により 7 種に大別され、さらにその下に複数

のサブ・カテゴリが存在する。ここにおいて「知識コモンズ（knowledge commons）」とい

う語がコモンズ研究の一領域を指す語として用いられるようになったことは注目に値する。

Hess（2008）によると「知識コモンズ」には知的財産権やパブリックドメインに関する研

究をはじめとして、図書館、大学等の研究・教育機関、排他的権利や価格等のメカニズムに

よらない資源生産の形態である「CBPP（commons-based peer production）」（Benkler, 2006）

に関する研究等が含まれる。他に、「文化コモンズ（cultural commons）」はファッション業

界や音楽業界における慣習や土着文化、観光資源の管理などを対象とするコモンズ研究で

ある。「近所のコモンズ（neighborhood commons）」は広場や公園、コミュニティガーデン

の管理など公共空間を対象とする研究の総称である。「インフラストラクチャー・コモンズ

（infrastructure commons）」は高速道路や情報通信ネットワーク、上下水道の管理など、一

般に「インフラストラクチャー」と呼ばれる資源をコモンズとして捉える研究を指す。「医

療・健康コモンズ（medical and health commons）」は主に医療予算や病院の設備などをコ

モンズと捉える研究の総称である。「コモンズとしての市場（markets as commons）」は贈与

経済学（gift economy）や資本主義社会におけるコモンズの役割に関する研究を指す。「グロ

ーバル・コモンズ（global commons）」は大気や海洋といった特定の地域に限定されない資

源を対象としており、環境科学分野における研究が多い。なお、図 2-4 には以上 7 種の「ニ

ューコモンズ」と対比するために「伝統的コモンズ」も含まれている。 
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図 2-4 ニューコモンズ・マップ（Hess（2008）を基に筆者訳・作成） 

 

Hess（2008）にはいくつかの留意点も存在する。第一に、ニューコモンズには「コモン

ズ」という語を標語として用いる社会運動など学術的な研究成果以外の事例も含まれてい

る（Benkler, 2013）。第二に、ニューコモンズ・マップ（図 2-4）はあくまで暫定的なニュ

ーコモンズの見取り図であり、その分類は必ずしも相互排他的に整理されているわけでは

ない（Hess, 2008）。例えば、「文化コモンズ」「知識コモンズ」「インフラストラクチャー・

コモンズ」は一部重複しており、特に前者 2 種はのちに互換的に用いられるようになる（Hess, 

2012）。第三に、ニューコモンズにおける「コモンズ」という用語は伝統的コモンズにおけ

るそれと必ずしも同義ではない。伝統的コモンズの場合、（狭義の）コモンズとはコモンプ

ール資源か共的所有制、もしくは前者が後者により管理されている事例全体を指す用語で

あった。しかし、こうした資源やその管理制度の類型は自然資源のような有体財を念頭に構

築されてきたものであり、例えば「知識」や「文化」の場合にもそのまま適用できるとは限

らない。ニューコモンズにおける「コモンズ」については伝統的コモンズのような研究者間

で合意が形成された定義が確立しておらず、往々にして「共有される資源」を意味するより

ニューコモンズ
(New Commons)

近所のコモンズ
(Neighborhood 

Commons)

コモンズとしての市場
(Markets as Commons)

インフラストラクチャー・
コモンズ
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医療・健康コモンズ
(Medical and Health 

Commons)

伝統的コモンズ
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グローバル・コモンズ
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知識コモンズ
(Knowledge Commons)
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一般的な語として用いられている場合が多い。 

以上から、Hess（2008）は 1990 年代以降に「コモンズ」が一種のバズワードとして膾炙

していく様子を可視化しているとも言えるが、伝統的コモンズの枠組みには収まらない新

たなコモンズ研究の萌芽を体系的に捉えようとした最初の試みであるとも考えられる。先

にも述べたように Hess（2008）は本研究の主題である知識コモンズ研究の黎明期を捉えて

おり、2.4 および 3 章で詳述するようにその後「知識コモンズ」は他のニューコモンズを一

部統合しつつ、伝統的コモンズとは異なる研究アプローチを志向していくようになる。 

 

2.3.2 オープンコモンズの系譜 

Hess（2008）による「ニューコモンズ・マップ」（図 2-4）は研究対象である資源の種類

に着目することでコモンズ研究の分類を行なっていた。これに対して Yochai Benkler は、

Hess（2008）とは異なる論理により伝統的コモンズ以外のコモンズ研究が台頭してきたこ

とを説明している（Benkler, 2013）。Benkler（2013）によると、伝統的コモンズと同義であ

る「Ostrom 学派」の研究に対して、「オープンコモンズ（open commons）」と呼ばれるコ

モンズ研究の異なる系譜が存在するという。 

オープンコモンズ研究は法学者 Carol Rose による「コモンズの喜劇（The Comedy of the 

Commons）」（Rose, 1986）に始まるという（Benkler, 2013）。Rose（1986）では、私的所有

制でも公的所有制でもないが、共的所有制とも異なる制度が慣習法の世界—すなわち英米

系の司法システムを有する地域—に存在してきたことが歴史的なアプローチにより明らか

にされている。Rose はそうした制度により管理される資源を「本来的な公有財産（inherently 

public property）」と呼び、公的所有により管理される資源である「公有財産（public property）」

と区別している（Rose, 1986）。本来的な公有財産の例として挙げられるのは道路や航路、

公共の広場などである。慣習法の世界においては、特定の個人ないし組織が他の誰かによる

利用を排除する力を制限するような権利が構築され、こうした権利により道路や広場は特

定の誰かないし政府のものではなく不特定多数の人々に開かれた資源となっている（Rose, 

1986）。なお、「本来的な公有財産」を維持するための権利が存在するという点で、これは伝

統的コモンズ研究におけるオープンアクセスとは異なるものであると考えられる。つまり、

資源が放置されているのではなく、制度により意図的に誰もが当該資源を利用できる状態

が保たれているのである。 
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また、Rose（1986）は当時提唱されつつあったネットワーク効果に関する理論を背景と

しており、経済学的観点から見ても道路や航路は不特定多数のユーザーに開放されている

ことが効率的であるという（Benkler, 2013）。つまり、資源が利用しやすいオープンな状態

であるとき、より多くのユーザーが当該資源を利用することになり、ユーザー数が多くなれ

ば各ユーザーが当該資源から得ることのできる便益も増加していくこととなる。結果とし

て、「コモンズの悲劇」（Hardin, 1968）が多くの人がコモンズを利用するとコモンズはやが

て崩壊してしまい全員が不幸になる状況を描いていたのと対照的に、Rose（1986）の「コ

モンズの喜劇」ではより多くの人がコモンズを利用することになれば全員が幸せになると

いう状況が提示される。このことから Rose（1986）は、Ostrom らによる共的所有制に関す

る研究とは異なるアプローチによる、Hardin（1968）への反証であるといえる。 

Rose が対象としたのは、自然資源でこそないものの、道路や水路などの物理的な実体を

有する資源であった（Rose, 1986）。ここから導かれるオープンコモンズの特徴は、制度に

より資源をオープンな状態に保持するという視点と、オープンな資源の有するポジティブ

な効果に着目している点にある。その後 1990 年代より知的財産権法学者らは上記のオープ

ンコモンズの特徴を踏まえて、デジタル化された情報などの知識資源を対象とする研究を

展開していく。そしてこの一連の研究は、2.3.1 で述べた Hess（2008）による「知識コモン

ズ」と概ね同一である。2.4.1 では、こうした黎明期の知識コモンズ研究について概観する。 

 

2.4 知識コモンズ研究の試み 

2.4.1 黎明期の知識コモンズ研究 

知識をコモンズとして捉える研究が行われるようになった背景には、知的財産権法によ

る保護とパブリックドメインの保持のいずれを重視するかという、知識の管理について 200

年以上にわたってなされてきた議論がある（Boyle, 2008; 白田 & 知的財産研究所, 1998; 

山田, 2007）。知的財産権法による保護を重視する立場の論理では、知識は控除性・排除性

が低く複製にかかるコストも安価であるため、何らかの法的保護がなければ海賊行為が横

行して、オリジナルの知識の創作者は創作にかかるコストを回収できなくなり、結果的に新

たな知識が生まれなくなってしまう。このことは社会全体の利益にとっても望ましいこと

ではないため、知的財産権による知識資源の保護は社会的利益の増大という点から正当化
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されるという。一方でパブリックドメインの保持を重視する立場は、知識は創作行為のアウ

トプットであると同時に新たな創作行為のためのインプットでもあるという点に着目し、

知的財産権による保護が強まると先行の知識を利用するコストが高まるため、結果的に新

たな知識を生み出すことが困難になるとして、知的財産権の保護の拡大・強化への懸念を表

明している。こうした対立関係は、著作権法が成立した当初から存在するという（白田 & 

知的財産研究所, 1998; 山田, 2007）10。そして、知識コモンズ研究は以上のうちパブリック

ドメインを重視する立場の研究者らにより展開されていくこととなる。 

知識の文脈にコモンズという概念を取り入れた最初期の研究である Litman（1990）では、

コモンズはパブリックドメインと同義的に用いられる。すなわち、コモンズ（パブリックド

メイン）は私有化されていない知的財産であり、誰もが利用できる資源であるという

（Litman, 1990）。こうした「コモンズ」の用法は、伝統的コモンズにおけるコモンプール

資源ないし共的所有制としてのコモンズとは明らかに異なり、オープンコモンズの文脈に

よるものであることが分かる。実際に、Litman は Rose（1986）を引用したうえで、パブリ

ックドメインは「真のコモンズ（a true commons）」（Litman, 1990, p.975）であると述べて

いる。 

1993 年に世界各国の法学、文化人類学、環境学、コンピュータサイエンスといった学際

的な専門家により起草された「ベラジオ宣言（the Bellagio Declaration）」11においても、「コ

モンズ」はパブリックドメインと同義の概念として用いられている。ベラジオ宣言は当時の

国際的な知的財産権法システムの問題点と改善の必要性を主張することを趣旨としており、

例えば民族的な音楽や土着の医学的知識などは明確な著者が存在しないゆえに著作権や特

許権による保護の対象外となっていること、データベースやプログラムなど新しい種類の

著作物に対応するために系統的な再検討が必要であること、既存の法システムはパブリッ

クドメインの重要性を軽視しがちであり知的財産権の強化によりコモンズが囲い込まれて

いることなどが示されている。ここでまず注目すべきは、知的財産権法という脅威のもとで

 

10 なお、ここでは説明を簡潔にするため両者の論理を単純化しているが、実際には異なる

論理・理論的根拠も存在する。例えば、知的財産権の保護を重視する立場の論理としては

ここで示したものの他に、権利論・義務論に基づく論理も存在する（山根, 2020）。また、

パブリックドメインの保持を重視する立場にも、政治システムの改革と紐づいた多様な主

張が見られる（浜本, 2013）。 

11 「ベラジオ宣言」https://case.edu/affil/sce/BellagioDec.html（2021-06-28 参照） 
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土着的知識や文化遺産とデジタル化された知識とが並列的に扱われている点である。Hess

（2008）では区分されていた「文化コモンズ」と「知識コモンズ」は後に統合されていくが、

ここにその遠因が認められる。また、ベラジオ宣言の起草者の一人である James Boyle は同

宣言で示される課題をさらに追求し、イングランドにおいて行われてきた共有地の「囲い込

み（enclosure）」を比喩として用いることで、現代では様々な局面においてコモンズが知的

財産権により囲い込まれている—つまり、私的所有の財産として扱われるようになってい

る—ことを指摘している（Boyle, 1996; 2008）。このようにベラジオ宣言および Boyle の著

作において端的に表れている、知的財産権法によるコモンズの囲い込みという問題意識は、

黎明期の知識コモンズ研究の特徴である12。 

1990 年代後半には、知識の文脈において必ずしもパブリックドメインと同義ではない「コ

モンズ」の用法が認められるようになる。知的財産権法により囲い込まれる種子と農家との

関係を扱った Aoki（1998）や、先住民族が共的所有制により管理してきた文化的資産が先

進諸国の製薬会社により搾取・私有財産化されていることを明らかにした Coomebe（1998）

では、伝統的コモンズと近い意味で「コモンズ」が用いられている。また、Benkler（1998）

は「コモンズ」を、通信における周波数帯など情報化社会における基盤となる資源を管理す

る際に私的所有制や公的所有制の代替となりうる持続可能な制度として捉えている

（Benkler, 1998）。ここでいう「コモンズ」はパブリックドメインやオープンアクセスとは

異なり、私的所有制や公的所有制のように当該資源の利用に関して特権的に権限を行使で

きる主体を一元的に（つまり究極的には政府が）指定しないようにするためにとられる制度

的措置を意味する（Benkler, 1998）。 

知的財産権法によるコモンズの囲い込みに関心を向ける黎明期の知識コモンズ研究は、

Lessig（2001）において集大成される13。当時米国で進められていた知的財産権の強化・拡

大を背景として、Lessig は誰かの許諾を得ることなく先行の知識を自由に利用できる環境

が創作活動において極めて重要であることを指摘し、インターネット上で知識が囲い込ま

れていくことの危険性を批判している（Lessig, 2001）。1990 年代における知識コモンズの

議論はコンテンツとしての知識に焦点を当てていたが、Lessig（2001）ではコンテンツ以外

 

12 日本の知識コモンズ研究もこの問題意識を共有している（山田, 2010）。 

13 なお、Lessig（2001）の邦訳タイトルは『コモンズ：ネット上の所有権強化は技術革新

を殺す』（翔泳社, 山形浩生訳, 2002）である。 
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にも回線などの物理的インフラストラクチャーやハードウェアを作動させるコードなど、

インターネットを構成する各要素が複合的に検討の対象となる。Lessig（2001）における「コ

モンズ」は、ある資源を他者の許可を得ることなく使えるかもしくは誰もがそうした許可を

得ることができる状態である「フリー」と同義に用いられている。「フリー」には知的財産

権の保護下にある知識も含まれうるため、Lessig（2001）の議論は、知的財産権が成立して

いない状態を意味するパブリックドメインに関する研究を包含するものであると言える。

Lessig（2001）において示された知見は後に Lessig 自らの手によりクリエイティブ・コモ

ンズ・ライセンスとして具現化されることとなる。 

また、Benkler（2013）のいうオープンコモンズとは異なるが黎明期の知識コモンズ研究

に関係する概念として、「アンチコモンズ」（Heller, 1998）と「セミコモンズ」（Smith, 2000）

が挙げられる。ニューコモンズやオープンコモンズが伝統的コモンズとは異なるコモンズ

研究の総称であったのに対して、アンチコモンズとセミコモンズは伝統的コモンズにおけ

る「コモンズ」の概念的な亜種である。 

Heller は「コモンズの悲劇」の対になるメタファーとして、ある資源について複数人がそ

れぞれ他者を排除する権利を有しているが、誰も特権的に—つまり他者の権利に左右され

ずに—その資源を利用する権利を持っていない場合に当該資源の過少利用が生じるという

「アンチコモンズの悲劇」を示している（Heller, 1998）。アンチコモンズは知的財産権によ

る知識の囲い込みに警鐘を鳴らす際の論拠として用いられているという点で Lessig らと問

題意識を共有しているが（Heller & Eisenberg, 1998）、一方でアンチコモンズの解決方法と

して Heller（1998）において想定されるのは（伝統的コモンズとオープンコモンズいずれの

意味にせよ）コモンズの導入ではなく、むしろ私的所有制のもとでのより効率的な所有権の

配分の実施であるという点で、オープンコモンズの系譜に連なる黎明期の知識コモンズ研

究とは異なるものである。 

「セミコモンズ」は、中世イングランドの開放耕地制度（open field system）を対象とす

る研究により発見された、私的所有制と共的所有制を組み合わせた資源の管理制度である

（Smith, 2000）。セミコモンズのもとでは、ある土地において、小麦栽培のような比較的小

規模な（その土地の）利用については私的所有権を割り当てることにより排他的に土地を

個々に切り分ける形で管理する—つまり、私的所有制をとる—が、家畜の放牧のように大規

模に土地を利用する場合は当該コミュニティのメンバーであれば誰もがその土地全体を利

用できるように管理する—つまり、共的所有制をとる。このように、セミコモンズとは利用
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の規模に応じて私的所有制と共的所有制を使い分ける制度を意味する。セミコモンズは歴

史的な土地管理制度の研究により始まるが、その後一般化が進められ、電気通信の規制やイ

ンターネット上の各種規格および知的財産の管理に同制度を適用する検討がなされるよう

になる（Bertacchini et al., 2009; Heverly, 2003; Smith, 2005; 2007）。一般に、ある資源を管

理する場合、単一の管理制度によるよりも一定の方法でオープンアクセスとクローズドな

制度を組み合わせる方が効率的であるとされる（David, 2003）。ただし、Benkler（2013）

によると、インターネットや高速道路などはセミコモンズによるよりもむしろオープンコ

モンズ方式で管理する方が望ましいという。セミコモンズを実際の事例に適用して考える

際には常にどこまでをオープンにしどこまでをクローズドとするかの配分ないし線引きが

問題となる。 

 

2.4.2 伝統的コモンズの応用 

黎明期の知識コモンズ研究における「コモンズ」とは概して Benkler（2013）言うところ

のオープンコモンズに相当するものであり、そこでは伝統的コモンズの知見は踏襲されて

いない（Hess & Ostrom, 2003; 菅, 2010）。結果として、伝統的コモンズでは IAD を軸とす

る系統的な方法論とコモンプール資源や共的所有制などの用語・概念を確立したうえで実

証的な研究が蓄積されているのに対して、黎明期の知識コモンズ研究は「コモンズ」を保持

すべき目標と定めたうえでそれを達成するための提言を行うという規範的なアプローチを

取るものが主であり、そこでは研究者間で共有されるような方法論や用語は整備されてこ

なかった。しかし 2000 年以降、それまで伝統的コモンズ研究において主導的な役割を果た

してきた Elinor Ostrom と図書館情報学者 Charlotte Hess により、両者を結びつけるような

研究が試みられるようになる。 

Hess & Ostrom（2003）では、知的財産権の拡大・強化によりパブリックドメインが囲い

込まれつつあるという問題意識を黎明期の知識コモンズ研究と共有したうえで、知識コモ

ンズに伝統的コモンズで用いられてきた概念と方法論を適用することが検討されている。

そのためにまず 2.2.2 で述べた資源とその管理制度に関する概念の整理が行われるほか、

「資源」および「財産権（property rights）」という概念に含まれる下位概念の類型が示され

る。 

伝統的コモンズ研究の対象である自然資源は、「資源システム（resource system）」と「資
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源ユニット（resource units）」とに区分される（Hess & Ostrom, 2003）。資源システムとは

経時的に資源ユニットを産出するシステムを意味し、伝統的コモンズ研究の文脈では湖や

河川、灌漑システム、森林、漁場、牧草地などが該当する。これに対し、資源ユニットは水

や木材、魚、牧草などに相当する。資源システムは共的所有制により管理される一方で、資

源ユニットは獲得した個々人の所有物として私的所有制により管理されるなど、両者は一

つの事例の中で異なる制度により管理されることも多い（Hess & Ostrom, 2003）。Hess & 

Ostrom（2003）ではさらに、資源システムと資源ユニットの区分を知識の性質に則して拡

張し、資源を「ファシリティ（facility）」「アーティファクト（artifact）」「アイディア（idea）」

に区分して知識コモンズの分析を行うことが提案されている。ファシリティは資源システ

ム、アーティファクトは資源ユニットに相当する概念であり、アイディアは新たに設けられ

た区分である。図書館を例とすると、ファシリティは図書館全体、アーティファクトはその

図書館が保持する個々の資料、アイディアは個々の資料という形で体現されている無形の

知識やデータに当たる。従来、知識は控除性・排除性がともに低い公共財であると考えられ

てきたが、これらの概念を踏まえるとアイディアのレベルでは公共財であるがファシリテ

ィやアーティファクトのレベルで控除性・排除性を有するような場合を捉えることができ

るようになる。 

資源の管理制度の類型である私的所有制、公的所有制、共的所有制はいずれも財産権に関

する制度であるといえる。Schlager & Ostrom はこの「財産権」を権利の束として捉え、そ

こには「アクセス（access）」「抽出（extraction）」「管理（management）」「排除 （exclusion）」

「譲渡（alienation）」という下位の権利が含まれていることを明らかにしている（Schlager 

& Ostrom, 1992）。「アクセス」とは、規定されたエリアに立ち入り控除性のある資源を使用

しない方法で当該エリアから便益を得る権利を指す（例えば、景観を楽しむことなど）。「抽

出（または回収（withdrawal）とも呼ばれる）」とは、当該資源システムから資源ユニット

を得る権利を指す。「管理」とは、いつ、どこで、どのように資源を得るか決定する権利お

よび改良を加えて資源を変化させる権利を指す。「排除」とは、誰がアクセスや抽出の権利

を有するか、およびその権利がどのように移管されるかを決定する権利である。「譲渡」と

は、管理・排除の権利を売るかもしくは賃貸する権利である。この 5 種の権利は伝統的コモ

ンズ研究の文脈で特定されたものであるが、Hess & Ostrom は知識コモンズ研究において

もこの区分を用いて管理制度を詳細に分析するアプローチは有効であると述べている

（Hess & Ostrom, 2003）。 
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以上を踏まえて、Hess & Ostrom（2003）では、図書館における知識資源の産出プロセス

に関する試行的な分析が行われているほか、Lessig ら黎明期の知識コモンズ研究で主な対

象とされてきたデジタル化された知識に関しても、arXiv.org や Open Archive Initiative 

（OAI）などを例として、伝統的コモンズ研究と同様に集団行動の結果として様々な制度的

措置が試みられていることが指摘されている。ただし、Hess & Ostrom（2003）では伝統的

コモンズ研究における各概念の知識コモンズへの応用が試みられるにとどまり、IAD など

方法論の応用可能性については深く言及されていない。知識コモンズ研究における系統的

な方法論の導入は 2007 年を待つこととなる。 
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3. 知識コモンズ研究の展開 
 

3.1 本章の目的と構成 

前章では、「コモンズの悲劇」をきっかけとする伝統的コモンズ研究の展開と、そこから

分化したオープンコモンズの系譜に連なる黎明期の知識コモンズ研究の様子を概観し、

Hess & Ostrom（2003）では両者を結びつける試みがなされたことを述べた。Hess と Ostrom

はさらにこの試みを推し進め、Hess & Ostrom（2007a）において、伝統的コモンズ研究で

確立された IAD を核とする研究方法を知識資源に転用するという知識コモンズ研究を系統

的に進めるための方法論を、初めて体系的な形で提起するに至る。以下、本稿では Hess & 

Ostrom（2007a）で示された IAD に基づく研究方法を用いる知識コモンズ研究のことを

「IAD アプローチ」と呼称する。また、1 章で述べたように、現在では IAD アプローチの

後継となる研究アプローチが展開している。このアプローチでは、IAD を知識資源の性質

に即して修正した「知識コモンズフレームワーク（Knowledge Commons Framework、以下

KCF）」が方法論の核として用いられている。このことから、以下本稿では IAD アプローチ

の後継である KCF を核とする知識コモンズ研究のことを「KCF アプローチ」と呼称する。 

本章は RQ1 に対応する章であり、特に KCF アプローチに着目してその知見を整理した

うえで、「オープン」の複合性を踏まえつつ研究データリポジトリにおける研究データガバ

ナンスの現状を分析するための理論的視座を導くことを目的とする。これには KCF アプロ

ーチの概要を把握する必要があるが、そのためには KCF アプローチの前身である IAD ア

プローチをおさえることから始めなければならない。そこで、本章ではまずシステマティッ

クレビューにより IAD アプローチ以降の系統化された知識コモンズ研究の展開を正確に捉

えることとする。 

しかし、単にレビューするだけでは本研究の研究目的に資する知見を即座に導くことは

できない。後述のように、KCF アプローチも現時点では研究の初期段階にとどまることか

ら、そこで用いられる概念の曖昧性は高く、理論的な知見の整理も十分に行われているとは

言い難い。そこで、本章では上記のレビュー結果に対して理論的考察を加えることにより、

KCF アプローチの知見を本研究に応用できるように整理する。具体的にはまず、IAD およ

び KCF アプローチにより現在までにもたらされた成果と課題点を明らかにし、次いで IAD
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アプローチ以前の知識コモンズ研究と比較したときの KCF アプローチの特徴を検討するこ

とで、KCF アプローチの中核的な概念である「知識コモンズ」と「ガバナンス」の明晰化

を図る。最後に、KCF アプローチの知見から本研究の研究目的に資するものを抽出し、「オ

ープン」の複合性を踏まえつつリポジトリにおける研究データガバナンスを分析するため

の理論的視座を構築する。 

以下、3.2 ではシステマティックレビューのプロセスを明示することで、以降の議論の基

礎となるデータ（レビュー対象文献）の客観性・信頼性の担保に努める。3.3 ではレビュー

結果を示すことで、IAD アプローチから KCF アプローチに至るまでの系統化された知識コ

モンズ研究の展開を明らかにする。3.4 ではレビュー結果を基に上述の理論的考察を行うこ

とで、RQ2 に対応する分析を行うための知見を導出する。 

 

3.2 レビュープロセス 

本節では、システマティックレビューのプロセスについて説明する。情報源としては文献

データベースと、知識コモンズ研究の研究者らにより公開されているウェブサイト14で紹介

されている主要文献およびそれら文献中で引用されている文献を対象とする。検索範囲は、

IAD アプローチとして知識コモンズ研究の系統化を提起した Hess & Ostrom（2007a）が

刊行された 2007 年から、2017 年 11 月（検索実施日）までとする。 

使用したデータベースは ProQuest、SSRN、Web of Science、およびコモンズ研究の主題

リポジトリである Digital Library of the Commons (以下、DLC)の 4 種である。データベー

スの検索式は表 3.1 の通りである。検索語としては“knowledge commons（知識コモンズ）”

に加えて、互換的に用いられることが多い“cultural commons（文化コモンズ）”を使用する

(Hess, 2012a; Frischmann, 2013; Frischmann et al., 2014a)。DLC についてはキーワード検

索ではなく同データベース中の“information & knowledge”カテゴリに収録される文献を網

羅的に対象とした。 

  

 

14 http://knowledge-commons.net/gkc/（2021-06-28 参照） 
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表 3.1 検索式 

 

 

表 3.1 の検索式により得た文献のうち、実際にレビューの対象とする文献の選定基準は表

3.2 の通りである。一方で、本章は知識コモンズ研究の学術研究としての展開に着目するた

め、一般書などにおける事例報告や概説的記事、社会運動や実践活動の標語として「（知識）

コモンズ」という語を用いているだけの文献は対象外とする。 

 

表 3.2 選定基準 

⚫ 「知識コモンズ（knowledge commons）」もしくは「文化コモンズ（cultural 

commons）」を主題とすること 

⚫ 英語で執筆されていること 

⚫ フルテキストを入手可能であること 

⚫ 雑誌論文・学位論文・ワーキングペーパー・図書のいずれかであること 

 

レビュー対象となる文献の選定プロセスは図 3.1 の通りである。Phase1 ではデータベー

スと主要文献から収集した 657 件の文献を対象に題目と抄録から選定基準を満たしている

か確認し、結果として 396 件を除外した。Phase2 では残る 261 件の文献を対象に本文を精

読し、結果として 179 件を除外するとともに引用文献から新たに 6 件を追加した。最終的

な調査対象となる文献は 88 件である。なお、本研究では図書は基本的に 1 件として数える

が、各章が独立した内容をもつ論文集形式のものについては収録される各章を１件ずつカ

ウントしている。この 88 件の文献リストは付録として別途収録する（付録 1）。 

 

データベース 検索式 結果 検索日

1 ProQuest（社会科学データベース） "knowledge commons" （「査読済み」のみ） 175 2017/11/17

2 ProQuest（社会科学データベース） "cultural commons" （「査読済み」のみ） 110 2017/11/24

3 Web of Science "knowledge commons" 48 2017/11/18

4 Web of Science "cultural commons" 29 2017/11/24

5 SSRN "knowledge commons" 29 2017/11/19

6 SSRN "cultural commons" 12 2017/11/24

7 Digital Library of the Commons（DLC） information & knowledge（カテゴリ検索） 207 2017/11/18

合計 610
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図 3.1 レビュー対象文献選定プロセス（西川, 2019） 

 

3.3 結果 

3.3.1 IAD アプローチ 

（１）概要 

3.1 で述べたように、IAD アプローチの基本的な研究方法は、Ostrom らによる伝統的コ

モンズ研究の研究方法と同様に、IAD に基づくケーススタディにより帰納的にデータを収

集するとともに、蓄積されたケースの比較分析を通して仮説や理論の構築を行い、「デザイ

ン原則」のような一般性のある知見を導くことである。この方法論は、Hess & Ostrom（2003）

を推し進める形で Hess & Ostrom（2007a）において体系的に提起される。 

IAD アプローチにおいて分析の対象となるのは「知識コモンズ」である。IAD アプロー

チにおいて「知識」とは、デジタル化の有無を問わずあらゆる種類の知的・文化的所産の総

データベース：2007 – 2017/11

• “knowledge commons”

• “cultural commons”                     

• Information & knowledge*  
• 合計

n = 252

n = 151

n = 207

n = 610

主要文献
n = 47**

Phase 1:

タイトル・アブストラクトの
レビュー
n = 657

Phase 2: 
フルテキストのレビュー

n = 261

調査対象文献
n = 88

重複・基準による除外
n = 396

重複・基準による除外
n = 179

引用文献の追加
n = 6

*DLCのセクター名

**論文集の収録論文は別件
としてカウント
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称である(Hess & Ostrom, 2007b)。また、資源としての側面と制度としての側面があること

に留意しつつも（Hess & Ostrom, 2007b）、「コモンズ」は基本的に「人々の集団により共有

される資源」（Hess and Ostrom, 2007b, p.4, 筆者訳）として定義されている15。一方で、IAD

アプローチは上記の意味での知識をコモンズ研究の観点から捉えようとする最初の試みで

あることから、「知識コモンズ」とは何かという点について明確な定義は与えられていない。

これは、多様な分野の研究者による事後的な協働を可能とするために、研究方法を提起した

最初の時点で過度に分析対象を限定することがないようにするという戦略的な理由による

ものであると推察される。伝統的コモンズ研究において資源としての「コモンズ」はコモン

プール資源を指したのに対して、IAD アプローチにおける「知識コモンズ」は、複数の種類

の資源（財）と制度により構成される概念として非常に広範に捉えられている(Hess & 

Ostrom, 2007b)16。具体例としては、機関リポジトリ（Ostrom & Hess, 2007）やオープン

アクセス（OA）雑誌（Suber, 2007）、オープンソース・ソフトウェア（OSS）開発コミュニ

ティ（Schweik, 2007）などが「知識コモンズ」の事例として分析されている。 

それでは、以上のような事例を対象として行われる、IAD に基づくケーススタディとは

どのようなものであるのか。これを理解するためには、「フレームワーク」とは何かを整理

する必要がある。「フレームワーク（framework）」という語はしばしば「理論（theory）」や

「モデル（model）」と互換的に用いられるが、IAD アプローチでは区別して捉えられる

（Ostrom, 2005; Ostrom & Hess, 2007）。「フレームワーク」とは、理論やモデルを包含する

最も一般的なレベルの概念である。フレームワーク（IAD）では制度を分析する際に考慮す

るべき最も一般的な要素（もしくは変数）および各要素間の関係が示されており、現実の事

例における制度の差異はフレームワーク中の各要素や要素間の関係の仕方に起因して生じ

るという（Ostrom, 2005）。なお、「理論」とは、フレームワークの全体ではなく部分に係る

ものであり、研究者は理論を用いることで任意の研究課題に関連するフレームワーク中の

要素を特定したり、分析を行う際に必要となるそれら要素の理論的前提を仮定したりする

ことができるようになる（Ostrom, 2005）。「モデル」は、理論よりも限定的な要素（変数）

ないし変数の値に係るものであり、何らかの相互作用の結果を予測する際のツールとなる

 

15 より限定的には、「社会的ジレンマ」との関係において定義される。詳細については

3.4.2 で詳述する。 

16 2.2.2 における資源と制度の類型に関する議論を参照されたい。 
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（Ostrom, 2005）。つまり、IAD に基づくケーススタディとは、IAD 中で示される各要素と

要素間の関係を踏まえて対象となる知識コモンズの状態を記述・分析することを意味する。 

 

（2）IAD の詳細 

IAD アプローチの考え方を詳細に把握するには、研究方法の核である IAD がどの様な要

素からなるのかを知る必要がある。図 3.2 に示すのが IAD である。IAD は大別すると左部・

中央部・右部のクラスターからなり、それぞれのクラスターにはいくつかの要素（変数）が

含まれている。左部に含まれる「生物物理学的性質（Biophysical Characteristics）」「コミュ

ニティの属性（Attributes of the Community）」「現用ルール（Rules-in-Use）」は当該事例（知

識コモンズ）の外形的な要素である。中央部の「アクション・アリーナ（Action Arena）」

とは、当該事例における関係者間の意思決定過程に相当する。このとき左部は、中央部にお

いて意思決定が為される仕方に影響を与える「外的要因（exogenous factors）」として捉え

られる。また、複数人による意思決定とはすなわち一種の相互作用（interaction）であるが、

右部ではそうした「相互作用のパターン（Patterns of Interactions）」とその「アウトカム

（Outcomes）」とが何らかの「評価基準（Evaluative Criteria）」に基づいて評価されるとい

うプロセスが図示されている。そして、「アウトカム」は左部および中央部にフィードバッ

クされ得ることが破線で表されている。このことから、IAD ではコモンズがフィードバッ

クループを有する一種の動的システムとして捉えられていることがわかる。以下本項では、

知識コモンズにおける各要素が具体的にどのようなものであるかを詳述する。なお、本項の

以降の記述は基本的に Ostrom & Hess（2007）に依拠する。 

 

 

図 3.2 IAD フレームワーク（Ostrom & Hess, 2007, p.44 を基に筆者訳・作成） 

相互作用のパターン
（Patterns of Interactions）
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IAD の左部クラスターである「外的要因」のうち、「生物物理学的性質（Biophysical 

Characteristics）」は当該資源の性質に関する要素である17。ここでいう性質とは、当該資源

の量や所在、境界、控除性・排除性、および当該知識資源を体現する技術などを指す。さら

に、これらの性質は 2.4.2 で述べた「ファシリティ」「アーティファクト」「アイディア」そ

れぞれのレベルにおいて捉えられる。「ファシリティ」とはアーティファクトを収蔵し利用

可能とする場所であり、アナログの知識資源の場合は図書館やアーカイブズ等が、デジタル

化された知識資源の場合はインターネットを物理的に構成するインフラ層や OS などの基

幹的なソフトウェア、各アーティファクトが保存されるリポジトリ等が該当する。「アーテ

ィファクト」とは体現されたアイディアであり、アナログの知識資源の場合は個々の図書や

論文等が、デジタル化された知識資源の場合は個々のファイルやウェブページ等が該当す

る。「アイディア」とはアーティファクトにより表される思考や表象であり、数式や文法、

語、事実等が該当する。 

「コミュニティの属性（Attributes of the Community）」は文字通り当該資源に関するコ

ミュニティに関する要素である。ただし、伝統的コモンズにおいてはコミュニティの特定は

容易であったのに対して、知識コモンズの場合はコミュニティの境界は曖昧であるためそ

の全体像を把握するのは困難である。よって IAD アプローチでは、「利用者（users）」「提供

者（providers）」「管理者/政策立案者（managers or policy-makers）」を捉えることから分析

を始めることが提案される。「利用者」とは知識資源を利用するものを指す。「提供者」とは

データやソフトウェアを提供・利用可能とすることで当該事例に貢献するもののことであ

る。「管理者/政策立案者」とは、当該知識資源の管理に関する意思決定に携わるものを指す。

なお、IAD アプローチではある資源に対して複数の関連するコミュニティが存在すること

が想定されているが、提供者コミュニティと管理者コミュニティとは多くの場合入れ子状

になっているという。 

コモンズ研究は資源とそれに関する制度を対象とする研究領域であるため、制度と密接

に関係する「現用ルール（Rules-in-Use）」および「アクション・アリーナ（Action Arena）」

は IAD アプローチにおいても特に重要な要素である。そして、これらの要素を理解するた

めにはまず「制度（institutions）」という概念の理論的背景を踏まえる必要がある。IAD に

 

17 伝統的コモンズ研究の場合は文字通りに対象となる自然資源の生物物理学的性質に関す

る要素であるが、知識コモンズ研究の場合は比喩的に知識資源の性質を指している。 
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おける「制度」とは、「コミュニティによって理解され用いられる公式および非公式のルー

ル」（Ostrom & Hess, 2007, p.42, 筆者訳）であると定義される。ここでいう「公式ルール

（formal rules）」とは文書化され共有される法律・契約・規則等を意味し、「非公式ルール

（informal rules）」とは文書化されず暗黙裡に共有される規範・慣習・慣行等を指す。こう

した、制度は明文化された公式ルールと非明示的な非公式ルールから構成されるという考

え方は、North（1990; 2010）による制度理解と整合的である。また、IAD では制度は再帰

的な状況における人間間の相互作用の結果として成立するものであると捉えられている。

こうした制度の成立に関する考え方は、制度を（社会）ゲームの均衡として位置付ける青木

（2007: 2011）と整合的である。そして、一旦成立した制度は、再び行われる相互作用（ゲ

ーム）の仕方を制約するルールとして機能する。 

以上を踏まえると、「現用ルール」は既に成立し機能している制度であり、「アクション・

アリーナ」は「現用ルール」や左部の他の要素の影響のもとで行われる相互作用（ゲーム）

に該当することがわかる。より具体的には、「現用ルール」は特定の状況においてどのよう

な行動が必要とされるかに関する共通理解であり、かつ実際に遵守されているものを指す。

反対に、単に文書化されているだけで周知されておらず実際に遵守されていないルールは

「形式的ルール（Rules-in-Form）」として区別される。 

「アクション・アリーナ」には、「アクション・シチュエーション（Action Situations）」

と「アクター（Actors）」という 2 つの要素が含まれている。「アクター」は相互作用の主体

である個人または組織を意味し、「アクション・シチュエーション」は複数のアクターが相

互作用を行う状況を指す。当該事例において制度はどのように形成・運用されているのか、

また当該制度はどのように変化しているのかといった動的な事柄に焦点を当てる場合は

「アクション・アリーナ」の分析が中心となる。「アクション・アリーナ」の分析に際して、

伝統的コモンズ研究では単一事例を対象とする時系列的分析やケース間の比較といったケ

ーススタディに加えてゲーム理論やシミュレーション等の多様な手法が適用されていたが

（Ostrom, 2005）、IAD アプローチでは主にケーススタディを用いることが想定されている。 

「相互作用のパターン（Patterns of Interactions）」とは「アクション・アリーナ」におけ

る相互作用のアウトプット（結果）に該当する。相互作用とは先述のように一種のゲームで

あることから、そのパターンとはゲームの均衡であると解される。つまり、「相互作用のパ

ターン」とは制度と同義であると考えられる。「アウトカム（Outcomes）」とは文字通り「相

互作用のパターン」（つまりアウトプット）のアウトカム（成果）である。そして、当該コ



 44 

ミュニティのメンバーは何らかの「評価基準（Evaluative Criteria）」に基づいて「相互作用

のパターン」と「アウトカム」を評価する。この評価結果は再帰的に「外的要因」や「アク

ション・アリーナ」に影響を与える。 

IAD アプローチでは研究課題に応じた IAD の柔軟な適用方法が想定されており、IAD に

基づいてケーススタディを行うとき必ずしも全ての要素を分析に含める必要はない。例え

ば、「外的要因」の各要素の分析に焦点を当てることで当該事例の静的な状態を明らかとす

るアプローチも可能であり、また「アクション・アリーナ」から生み出された「アウトカム」

がフィードバックされて既存の「現用ルール」が変化していく様子に焦点を当てる動的分析

を行うこともできる。さらに、IAD にはケーススタディに適用する他にも、既存のケースス

タディを比較分析して知見の一般化を行うためのツールとして用いたり（Ostrom, 1990）、

先行研究を整理して研究課題や仮説を導出するためのツールとして用いたりするなど

（Schweik & English, 2012）、多様な用例が存在する。 

ただし、知識資源と自然資源とではその性質や在り方自体が大きく異なるため、伝統的コ

モンズ（共的所有制によりコモンプール資源を管理する事例）を主な対象とすることを念頭

に構築された IAD を知識コモンズに転用するには限界もあると考えられる。この点につい

ての対応として、例えば「生物物理学的性質」において対象となる知識資源を「ファシリテ

ィ」「アーティファクト」「アイディア」に細分化してとらえるといった工夫はなされている

が、IAD 自体の改変はなされていない。こうした限界については Hess と Ostrom 自身も認

識しており、Ostrom & Hess（2007）では将来的に IAD を知識コモンズの特性に即して修

正していくべきであることが今後の課題として示されている。そして、この課題については

2009 年以降、知的財産権法学および法と経済学を専門とする研究者である Brett M. 

Frischmann、Katherine J. Strandburg 、Michael J. Madison の 3 人が主導的に取り組んでい

くこととなる。 

 

3.3.2 KCF アプローチ 

（１）「構築されたコモンズ」と「フリーライダー・アレゴリー」 

Madison らによると、知識コモンズは「構築されたコモンズ（constructed commons）」で

あるという点で、自然資源を主な対象とする伝統的コモンズとは異なるという（Frischmann 

et al., 2014a ; Madison et al., 2009: 2010a）。伝統的コモンズの場合、自然資源は自然により
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産出されるものであることから、分析の過程において資源は所与のものとして想定されて

おり、当該資源はどのように管理されているのかという点に焦点が当てられることとなる。

また、同様の理由により、控除性や排除性といった資源の性質は概して先天的に決定される

ものであると位置づけられている。これに対して知識コモンズの場合、知識資源は人間によ

り生みだされる—すなわち「構築」される—ことから、資源を所与として想定することはで

きず、管理の在り様に加えてどのように当該資源は産出されるのかという点を分析に含め

る必要がある。また、必然的に資源の性質は後天的・人為的に決定される（Frischmann et 

al., 2014a ; Madison et al., 2009: 2010a）。 

Madison らは以上の差異を踏まえて IAD の修正を行い、知識コモンズの特性に即した新

たなフレームワークである KCF を開発する。KCF および KCF を用いた研究方法は Madison 

et al.（2010a）においてはじめて提起され、これに対して Ostrom を含む知識コモンズおよ

び知的財産権法の研究者らから意見・質疑が寄せられ、Madison らとの間で議論が交わされ

る（Eggertsson, 2010; Gordon, 2010; Macey, 2010; Merges, 2010; Madison et al., 2010b ; 

Ostrom, 2010; Solum, 2010）。この議論を反映して、Frischmann et al.（2014b）では KCF

アプローチの方法論が体系的な形で示されるとともに、KCF を用いたケーススタディの実

例が公開されることとなる。 

KCF アプローチでは、伝統的コモンズ研究が「コモンズの悲劇」への反証として展開し

てきたことと類比的に、知識資源の管理制度に関する通説を「フリーライダー・アレゴリー

（the free-rider allegory）」として定式化したうえで、それに対する反証として知識コモンズ

研究を系統的に進めていくという戦略がとられている。「フリーライダー・アレゴリー」で

示されるのは、知識資源は本来控除性と排除性がともに低い公共財であるため第三者によ

る支払いの伴わない利用（フリーライド）を何らかの法的保護により容易に排除できるよう

にしなければ、当該資源の生産にかかった費用や時間などのコストを生産者が補填できず

生産のインセンティブが失われることとなり、遂には知識資源の過小生産が生じるという

状況である（Frischmann, 2013）18。そして、「コモンズの悲劇」の場合と同様に、「フリー

ライダー・アレゴリー」を回避するためには、知的財産権を設定することでフリーライドを

排除するためのコストを低減させるという私的所有制型の方法か、公的機関が助成金等の

 

18 ここで述べた論理は、2.4.1 で述べた知的財産権による保護を重視する立場の論理を一

般化したものであると考えられる。 
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手段により知識資源の生産にかかるコストを補填することで生産者のインセンティブを確

保するという公的所有制型の方法のいずれかに拠るしかないという二分法的な考え方が支

配的となっているという（Frischmann, 2013; Frischmann et al., 2014a; Madison et al., 2009: 

2010a）。 

こうした「フリーライダー・アレゴリー」とそこから導かれる政策的含意に対して、KCF

アプローチおよび近年の知的財産権法に関する研究では以下のような疑義が呈されている。

まず問題となるのは、知識資源の生産・管理における「フリーライダー・アレゴリー」の一

般化可能性である。Frischmann（2012）によると、フリーライドは広く社会に見られる現

象であり、必ずしも「フリーライダー・アレゴリー」で示されるような知識資源の過小生産

が生じているわけではないという。現実には、知識資源の生産者は当該資源を生産すること

で自身の技能を高めたり、社会的な名声を得たり、もしくは生産することそれ自体から喜び

を得るなど、当該資源の利用者からの対価の他にも様々な利益を得ている（e.g. Darling & 

Perzanowski, 2017; Hippel, 2005; Schweik & English, 2012）。このとき、フリーライドの有

無にかかわらず、生産者が生産活動から得ることができる利益の見込みは生産活動にかか

るコストを上回る場合は多く、また上回る限り支払いが伴わなくとも知識資源の過少生産

は生じない。このことから、「フリーライダー・アレゴリー」は知識資源の生産に際して常

に当てはまるような一般的なモデルではなく、民間企業における研究開発活動などの特殊

な状況にのみ該当する限定的なモデルに過ぎない可能性も考えられる（Frischmann, 2013）。 

「フリーライダー・アレゴリー」の適用可能範囲が限定的であるとすると、これを解決す

るためには知的財産権による私的所有制型か公的助成等の手段による公的所有制型のいず

れかによるしかないという二分法的な考え方にも必然的に疑問が生じることとなる。この

とき、伝統的コモンズ研究が私的所有制と公的所有制に代わる第三の選択肢である共的所

有制を特定したように、KCF アプローチでは私的所有制型と公的所有制型の中間に両者を

組み合わせた多様な知識資源の管理制度が存在することを想定している。さらに、その中で

も KCF アプローチが特に着目するのは、特許プールやオープンソースソフトウェア・コミ

ュニティ、Wikipedia などの事例において見られるような、コミュニティが主体となって知

識資源の生産・管理を行う制度である（Frischmann et al., 2014a）。KCF アプローチでは、

こうした事例を「知識コモンズ」として位置付けている。 

表 3.3 は KCF アプローチにおける「コモンズ」「知識」「知識コモンズ」の定義である。

IAD アプローチにおける「コモンズ」は（共有される）資源として定義されていたのに対し
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て、KCF アプローチにおける「コモンズ」および「知識コモンズ」の定義からは、KCF ア

プローチが資源よりもその生産と管理に係る「ガバナンス」（ひいては制度）に比重を置い

ていることがうかがえる。一方で、IAD アプローチと同様、KCF アプローチにおける「コ

モンズ」および「知識コモンズ」の定義もやはり曖昧性の高いものであると言わざるを得な

いが、Madison らによるとこれは方法論を提起する段階で徒に研究対象を絞り込むことを

避けるための戦略的な措置であるという（Madison et al., 2010b）。したがって、KCF アプ

ローチにおける「知識コモンズ」は一種のアンブレラタームであり、実際にはその下にバリ

エーションが存在することが含意されていると考えられる。 

 

表 3.3 KCF アプローチにおける基本概念の定義（Frischmann et al., 2014a, pp. 2-3 を基に

筆者作成） 

 

 

（２）KCF の詳細 

KCF アプローチの最終的な目的としては、知識コモンズのメカニズムやその成立過程の

解明、知識コモンズにおける「デザイン原則」の特定、知識コモンズおよび他の制度型が知

識資源の管理制度として選好される条件の特定などが挙げられている（Frischmann et al., 

2014a; Madison et al., 2016）。このための方法は伝統的コモンズ研究や IAD アプローチと

同様であり、KCF というフレームワークに基づくケーススタディの蓄積とその比較分析を

通した知見の一般化という帰納的なアプローチが想定されている。したがって、KCF アプ

ローチを理解するためには KCF がどのようなものであるかを把握することが重要となる。 

図 3.3 に示すのが KCF である。左部・中央部（「アクション・アリーナ（Action Arena）」）・

右部のクラスターから成るという基本的な構成は IAD と同様であるが、細部において差異

が見られる。まず、伝統的コモンズとは異なり知識コモンズの場合は左部の各要素を明確に

区別して捉えることは困難であるため、「資源の性質（Resource Characteristics）」「コミュ

コモンズ

（Commons）
「コミュニティ・マネジメントまたはガバナンスの一形態」

知識

（Knowledge）
「広義の知的・文化的資源（...）情報、科学、創作物、データなど（...）」

知識コモンズ

（Knowledge Commons）

「情報、科学、知識、データおよびその他の種類の知的・文化的資源の共

有と場合によっては創造についての制度化されたコミュニティ・ガバナン

スを意味する省略表現」
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ニティの属性（Attributes of the Community）」「現用ルール（Rules-in-Use）」の間に相互作

用があることが強調されている。これと関連して「アクション・アリーナ」における意思決

定（相互作用）の結果が直接的に「資源の性質」にフィードバックされており、これらの点

により、知識コモンズでは「資源の性質」は「コミュニティの属性」や「現用ルール」、そ

して「アクション・アリーナ」における相互作用により「構築」されることが表される。ま

た、IAD では右部において「相互作用のパターン（Patterns of Interaction）」と「アウトカ

ム」は区別されていたが、知識コモンズの場合は両者の区別は困難であるため、KCF では

統合されている。換言すると、ここでは「相互作用のパターン」それ自体が一種のアウトカ

ムであると捉えられている。以下では KCF の各要素のうち特に IAD との違いが大きいも

のについて概説する。なお、本項における以降の記述は基本的に Frischmann et al.（2014a）

に基づくものである。 

 

 

図 3.3 知識コモンズフレームワーク（KCF）（Frischmann et al., 2014a, p.19, Figure1.2 を

基に筆者訳・作成） 

 

KCF に基づくケーススタディを行う際には「資源の性質」や「コミュニティの属性」に

先立って当該資源が位置する「背景環境（Background Environment）」を特定する必要があ

る。分析対象となる知識コモンズの資源やコミュニティ、ガバナンスの在り方はその背景環

境に依存するため、背景環境を適切に捉えることはケーススタディの質を左右することに

相互作用のパターン
（Patterns of Interactions）

評価基準
（Evaluative Criteria）

資源の性質
（Resource Characteristic）

現用ルール
（Rules-in-Use）

コミュニティの属性
（Attributes of the Community）

アクション・
シチュエーション
（Action Situations）

アクター
（Actors）

アクション・アリーナ
（Action Arena）
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なる。「デフォルト」19の背景環境は、「自然な（natural）」環境と「専有的な（proprietary）」

環境に大別される。自然な環境とは知的財産権による保護が及んでいない環境である。例え

ば、権利の制限規定やフェアユースに該当する場合や、保護期間が消尽している場合、事実

に関する情報など当該知識がそもそも知的財産権の対象外である場合などがこれに該当す

る。専有的な環境とは知的財産権が成立していることが前提となる環境である。例えば当該

知識資源が著作物である場合、その知識コモンズは専有的な環境にあるといえる。 

自然な環境か専有的な環境かという背景環境の捉え方は、「フリーライダー・アレゴリー」

によりもたらされる、パブリックドメインか知的財産権かという二分法的な認識の仕方と

対応している。ただし、KCF アプローチでは背景環境はあくまで分析の出発点に過ぎない。

このとき、知識コモンズはそれが位置する背景環境の上で知識の共同的な生産や管理を可

能とする制度であると捉えられる。例えば、個々の参加者が簡単なデータの分類や収集を行

うことで協働するシチズン・サイエンス・プロジェクトの場合、分類・収集作業の成果には

往々にして知的財産権が生じないため自然な環境にあると考えられる。「フリーライダー・

アレゴリー」を踏まえるならばプロジェクトの参加者は自身が生み出した知識をフリーラ

イドされることになるため協働は行われないことになるが、実際には様々な工夫がなされ

ることで共同的な知識の生産・管理が実現されている。これは自然な環境を起点とする知識

コモンズの典型例であるといえる。一方で、専有的な環境にある知識コモンズの例としては、

特許権が成立している状態を前提として当事者間で相互に相手の特許を自由に利用できる

ようにする特許プールや、著作権による保護が前提となる状況でオープンライセンスを活

用することで実現されるオープンソース・ソフトウェアなどが挙げられる。こうした知識コ

モンズの捉え方は、2.3.2 で述べた Rose（1986）によるオープンコモンズ研究や、2.4.1 で

述べた Lessig（2001）による黎明期の知識コモンズ研究においても既に断片的に現れてい

たが、KCF アプローチ以前には系統的な方法に基づく分析は進められてこなかったという

（Frischmann et al., 2014a）。 

KCF の左部クラスターの各要素のうち、「資源の性質（Resource Characteristics）」と「コ

ミュニティの属性（Attributes of the Community）」は知識コモンズの基本的属性である。

「背景環境」を選定できたら、次の段階としてこの基本的属性の特定・記述を行う。ただし、

 

19 ここでいう「デフォルト（default）」とは、当該知識コモンズによる背景環境への作用

がなされる以前の状態であることを意味する。 
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「資源の性質」と「コミュニティの属性」は当該事例の「目的と目標（Goals and Objectives）」

および「歴史とナラティブ（History and Narrative）」に依存するため、KCF には記載され

ていないこの 2 つの要素も基本的属性として分析を行う必要がある。 

当該知識コモンズの「目的と目標」は、資源やコミュニティおよび「アクション・アリー

ナ」において行われる意思決定の性質を規定するものである。「目的（goal）」とは最終的に

到達することを目指すものであり、長期的期間で捉えられる。「目標（objective）」とは目的

を達成するために設けられる具体的な目当てを意味し、短・中期的期間で捉えられる。伝統

的コモンズの場合、当該コモンズの「目的と目標」は概して当該自然資源の維持管理に関す

るものであるのに対して、知識コモンズの場合は知識資源の生産や取引費用の低減、共有プ

ラットフォームの創出など多岐にわたる。なお、知識コモンズの「目的と目標」は社会的に

望ましいものであるとは限らず、カルテルの形成による競合者の排除などが該当する場合

もある。 

知識コモンズにおける資源やコミュニティ、「目的と目標」はいずれも「歴史とナラティ

ブ」の影響を受ける。ここでいう「ナラティブ」とは、当該知識コモンズの関係者が当該コ

モンズについて語ることにより生み出される言説のことである。「歴史とナラティブ」に目

を向けることは当該知識コモンズの基本的属性の時間的な変化を考慮に入れることにつな

がり、それにより対象の現在的・静的な状態の記述に過度に捉われることを避けることが可

能となる。また、「歴史とナラティブ」を分析するということはすなわち当該知識コモンズ

の文脈を捉えることを意味するが、この作業により、外形的な分析では見落とされがちであ

るアクター間の権力構造や関係性なども明らかにできるようになるという。 

KCF アプローチでは、「目的と目標」をどの程度達成しているかという点から当該知識コ

モンズのアウトカム（「相互作用のパターン（Patterns of Interactions）」）を評価することを

提案している。アウトカムには「目的と目標」に関するものの他に、当該知識コモンズの存

在に起因する副次的な影響も含まれる。このとき、知識コモンズのアウトカムには新たな知

識資源の産出・共有といったポジティブなもの以外にも、先に述べたカルテルの形成や知識

コモンズの構築に伴うコストの増加など、リスクとなるものも含まれうる。また、「目的と

目標」に応じて評価を行うということは個々の事例に特有な「評価基準（Evaluative Criteria）」

を設定することを意味するが、ケース間を比較分析することにより知識コモンズに関する

一般的な知見を引き出すためには、ケースを横断して適用可能なアウトカムの指標（「評価

基準」）を設定する必要があるという。 
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「背景環境」からアウトカムの評価にいたる以上が KCF に基づきケーススタディを行う

際に考慮すべき要素である。IAD アプローチが IAD の各要素と一対一対応させる形でケー

ススタディを行うことを基本形として想定していたのに対して、KCF アプローチでは KCF

を念頭に置いた上でより詳細なレベルで知識コモンズを捉えることを想定している。また、

KCF アプローチでは実際にケーススタディを進める際に KCF を効果的に活用することが

できるように、上述の各要素をリサーチクエスチョンという形でまとめたリストも提供さ

れている（Frischmann et al., 2014a, pp.20-21）。この代表的リサーチクエスチョンは、当該

知識コモンズのアクターに対するインタビューを計画する際の指針、およびインタビュー

や文献調査等から得たデータを組織化し分析する際のツールとして機能するものであると

いう。 

 

3.3.3 系統化された知識コモンズ研究の対象 

3.3.1 および 3.3.2 で述べたように、IAD アプローチと KCF アプローチはともに帰納的な

方法である。そのため、現在までに何を対象として研究が行われているかを明らかとするこ

とが、両アプローチの成果や課題を検討するために重要となる。以下、本項では主として両

アプローチを用いた知識コモンズ研究を研究対象別に概観する。 

 

（１）学術情報 

KCF アプローチによる知識コモンズ研究では学術情報を対象とするものが最も多く、中

でも遺伝子情報の共有事例（ゲノム・コモンズと総称される）に関する研究の蓄積は進んで

いる(Boggio, 2017; Contreras, 2011a; 2011b; 2014; Lee, 2017; Lucchi, 2013; Overwalle, 

2014)。またケーススタディ以外にも、KCF アプローチの知見を踏まえたうえで、ヒトゲノ

ム計画においてバミューダ原則などのポリシーや知的財産権が果たした役割の分析 

(Contreras, 2016; Cook-Deegan et al., 2017; Dedeurwaerdere et al., 2016; Evans, 2017; 

Reichman et al., 2016)や国家の役割の分析(Contreras, 2017)が行われている。 

医学・医療分野においても医薬品や希少疾患に関する情報共有事例などを対象に KCF 準

拠のケーススタディが進められている(Abbott, 2017; Bubela et al., 2017; Mattioli, 2017; 

Strandburg et al., 2014; Pedraza-Farina, 2017; Strandburg & Bechtold, 2017; Strandburg & 

Friscmann, 2017)。また、Flowers(2017) 、Saxe & Acri(2017) 、Oliveira et al.(2017)は KCF
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を用いた包括的なケーススタディではないが KCF を基に患者など特定のアクターの役割に

焦点を当てた研究を行っている。 

他に、神経科学・生物学の研究コミュニティ(Larson & Chon, 2017; Torrance, 2017)や天

文学におけるシチズン・サイエンス(Madison, 2014)など他の学問分野における事例につい

ても KCF によるケーススタディが行われている。また、フレームワーク準拠のケーススタ

ディではないが IAD ないし KCF アプローチの知見に基づく研究として、シチズン・サイエ

ンスのガバナンス・モデルの多様化を法学的見地から指摘する Evans(2016)や、オープンサ

イエンスの障害を特定した Scheliga & Friesike (2014)、科学者のオンライン・コミュニティ

の成功要因を探る Srbljinovic(2008)が挙げられる。 

 

（2）オンライン・コミュニティ 

学術分野以外のオンライン・コミュニティを対象とする研究も多く存在する。特に進展し

ているのは、Schweik & English により進められてきたオープンソース・ソフトウェアの開

発コミュニティ（以下 OSS）に関する一連の研究である(Schweik, 2007; 2013; 2014; Schweik 

& English, 2007; 2012; 2013)。Schweik & English は OSS をコモンズとして位置づけ、IAD

を用いた文献調査・ケーススタディにより仮説・リサーチクエスチョンを導出し、最終的に

統計分析により OSS の成功および失敗の要因を特定した。他に IAD ないし KCF アプロー

チの文脈における OSS 研究としては、コモンズとしての OSS のパフォーマンス評価の方

法を構築した Alo de Magdaleno & Garcia-Garcia（2015）、オープンソースとフリーソフト

ウェア運動の差異を概念的に整理した Agostinone-Wilson（2016）が存在する。 

OSS 研究以外では、Morell（2010; 2014）において、OSS を包含する広範な事象として、

インターネット上で「知識」の生産と共有を行うコミュニティである“Online Creation 

Communities (OCCs)”を定義し、OCCs のガバナンスの類型化および各ガバナンス・モデ

ルの性質の分析が行われている。Morell は KCF アプローチへの提言として、知識コモンズ

のガバナンスを分析する際はその技術的基盤である「インフラストラクチャー」の役割に着

目するべきであることを指摘している（Morell, 2014）。Marttila & Botero（2017）も同様に

インフラストラクチャーに着目し、デジタルアーカイブをコモンズとして位置づけたうえ

でより効果的なインフラストラクチャーの設計方法を提案している。 

他に限定的な分野のコミュニティに関する研究として、Wikipedia のガバナンスにおける

規範の役割に着目した Heaberlin & DeDeo（2016）、IAD を用いたケーススタディにより多
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人数参加型オンラインゲームを分析した Bertacchini & Borrione（2012）、音楽分野のコミ

ュニティを対象に人々が同コミュニティに関与するモチベーションを明らかにした

Hemerly（2011）が存在する。 

 

（3）大学、教育機関 

本カテゴリの研究としては、開発途中の KCF を用いたケーススタディとして大学全体を

対象とする Madison et al.（2009）のほか、IAD を用いたケーススタディとして大学が有す

るリポジトリを対象とする Ostrom & Hess（2007）、共産主義体制下のハンガリーの基礎教

育を対象とする Gyuris（2014）が存在する。 

 

（4）知的財産権法 

知的財産権法に関する研究としては、知的財産権法を知識資源のガバナンスという観点

から再考するべきことを指摘する Madison（2016a）、著作権法の代替モデルとして知識コ

モンズを位置づける Suzor（2013）、KCF アプローチの観点から海賊行為と知的財産権の関

係を論じた Arvanitakis & Fredriksson（2016） が挙げられる。 

 

（5）土着的・伝統的知識 

マレーシアの先住民族による医療システムをコモンズとして定位し現行の医療制度の代

替策としてその意義を検討する Wong et al.（2014）、知識コモンズ研究の文脈に土着的・伝

統的知識を位置づける Joranson（2008）や Halliburton & Srinivas（2012）が存在する。 

 

（6）その他 

3.3.2 で述べたように KCF アプローチでは知識コモンズをルースに定義することで広範

な事例のケーススタディを収集することを志向している。KCF に基づく多様なケーススタ

ディとして、企業とその製品ユーザーの協働事例を対象とする Shah & Mody（2014）、カナ

ダにおいて戦争が知識コモンズの成立に与えた影響を分析する Piper（2014）、初期の航空

産業における特許の扱いを分析する Meyer（2014）、新聞業界における速報情報の扱いを分

析する Murray（2014）、ローラーダービーを知識コモンズとして位置づける Fagundes

（2014）、米国議会の立法プロセスを知識コモンズとして分析した Daniels（2014）が存在

する。 
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他に、IAD・KCF アプローチの文脈における知識コモンズ研究としては、IAD に基づき

ユーザー生成データのガバナンス・モデルを考察した Macbeth & Pitt（2015）、民芸品の販

売戦略としてコモンズ型の手法を取り入れた都市を分析した Colloredo-Mansfeld & 

Antrosio（2009）、インターネットのガバナンスの分析における伝統的コモンズ研究の知見

の有効性を検討する Hofmokl（2010）が挙げられる。 

IAD・KCF アプローチの知見を踏まえたうえで経済学的アプローチにより知識コモンズ

を分析する研究も存在する。イノベーションにおける知識コモンズの役割を分析した Allen 

& Potts（2016）、現代の経済活動における知識コモンズの価値創造プロセスについて論じた

Bollier（2008）、コモンズ型の資源生産モデルである“Commons-based peer production”

（Benkler, 2006）を採用するコミュニティが創出する価値の評価方法を提案した De Filippi

（2015）が挙げられる。 

また、IAD・KCF アプローチに関する理論的な研究として、伝統的コモンズと知識コモ

ンズの差異を明確化する Benkler（2013; 2014）、伝統的コモンズ研究の知見の KCF アプロ

ーチへの応用可能性を探る Cole（2014）と Frischmann（2013）、知識コモンズの類型を提

起する Levine（2007）、関連概念と KCF の関係を整理する Madison（2016b）、ケーススタ

ディの暫定的な成果を踏まえ KCF アプローチの修正を図る Frischmann et al.（2014c）や

Strandburg et al.（2017）、IAD アプローチの提起から 2012 年までの知識コモンズに関する

研究・実践活動の動向を概観した Hess（2012b）が挙げられる。 

 

以上本節で取り上げた研究は一部を除き実証研究であり、その多くがリサーチデザイン

としてケーススタディを採用するか、もしくはリサーチデザインの一部にケーススタディ

を含んでいる。個々の研究はそれぞれ独立の研究目的を有しており、必ずしも IAD・KCF

アプローチへの貢献を企図するものではないが、IAD や KCF が共有されることにより、目

的の異なる研究からも事後的に標準化されたデータを収集することが可能となる。 
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3.4 考察 

3.4.1 系統化された知識コモンズ研究の成果と課題 

（１）現在までの研究成果 

3.3.3 で述べた IAD および KCF アプローチに基づく実証的ケーススタディにより現在ま

でに得られた理論的な知見は、（１）知識コモンズは「フリーライダー・アレゴリー」では

説明できない様々な社会的ジレンマに直面していること、（２）知識コモンズとそれを含む

システムとの間には複雑な関係があること、（３）知識コモンズとインフラストラクチャー

は密接に関係すること、（４）コモンズのガバナンスは時とともに変化し、特にある産業の

初期段階においてコモンズは重要な役割を果たすこと、（５）知識コモンズのガバナンスは

単一のインセンティブによらず集合行為を実現すること、（６）コモンズのガバナンスを維

持していくには信頼あるリーダーの役割のみならず既存の文化的・共同体的規範や知識の

共有を促進するようなインフラストラクチャーが提供されることが重要であること、（７）

知識コモンズは国家が提供する資源と複雑な関係を持ち得ることの 7 点に整理される

（Frischmann et al., 2014c; Madison et al., 2016; Strandburg et al., 2017）。 

例えば（１）について、KCF アプローチでは「知識コモンズ」は「フリーライダー・アレ

ゴリー」をはじめとする「社会的ジレンマ」を克服するための制度的措置と捉えられるが、

希少症例（Strandburg et al., 2014）や研究データ（Scheliga & Friesike, 2014）など、対象と

なる資源の種類に起因する形で「フリーライダー・アレゴリー」に限らず多様な社会的ジレ

ンマが生じることが例証されている。また、（３）について、オンライン・コミュニティに

関する研究により、当該コミュニティにおけるアクターの行動やその結果としての「成果」

およびガバナンスの形態などは、当該コミュニティが依拠する情報システムとしてのイン

フラストラクチャーによる影響を受けることが指摘される（Morell, 2010: 2014）ほか、初

期の航空産業では特許情報等の書誌情報が一種のインフラストラクチャーとして機能する

ことで知識コモンズが成立したことが示されており（Meyer, 2014）、分析を行うに際しては

分析対象におけるインフラストラクチャーを特定することが重要であることや、インフラ

ストラクチャーは必ずしも情報システムという形で存在するわけではないことが明らかと

なりつつある。（７）については、伝統的コモンズ研究や黎明期の知識コモンズ研究では国

家と「コモンズ」は相互排他的に捉えられるか、もしくは限定的な役割しか果たしていない
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ことが示されていた。しかし、生命科学分野の事例を対象とする研究（Abbott, 2017; Boggio, 

2017; Bubela, 2017; Contreras, 2017; Evans, 2017; Lee, 2017; Mattioli, 2017; Pedraza-Farina, 

2017; Strandburg & Bechtold, 2017; Strandburg & Frischmann, 2017）により、知識コモン

ズの成立（もしくは崩壊）に対して国家が与える影響が大きい場合もあることが明らかとな

っている。 

3.3.3 で見たように、Hess & Ostrom（2007a）や Frischmann et al.（2014b）で提起され

た知識コモンズ研究の系統的な方法論は、提唱者以外の研究者にも活用されており、多様な

事例を対象に IAD および KCF に基づくケーススタディが蓄積されつつある。また、これら

のケーススタディにより、上述のような知識コモンズの特性に関する理論的な知見も導か

れつつある。このことから、IAD アプローチ以降の系統化された知識コモンズ研究は順調

に進展しつつあると評価できる。しかし一方で、検証可能なほど明確化された仮説や理論の

構築は進んでいないことから、系統化された知識コモンズ研究は、Ostrom & Hess（2007）

で指摘されるようなケーススタディ以前の単なる事例報告に終始するような揺籃期の段階

は脱したといえるが、現在でもケーススタディにより帰納的にデータを収集することに主

眼が置かれる初期段階にあると考えられる。 

 

（２）KCF アプローチの課題 

Madison et al.（2016）では KCF アプローチの課題として、（１）ケースの系統化、（２）

実証的手法の適用、（３）関連分野との連携、（４）実践活動との連携、（５）評価と規範的

含意の 5 点が示されている20。しかし、3.3.2 で述べた KCF アプローチの最終的な目的と、

検証可能なほど明確化された仮説や理論の構築が進んでいないという先述の KCF アプロー

チの現状を踏まえたとき、以上の課題の中で今後 KCF アプローチをさらに展開していくた

めに本質的に重要となると考えられるのは「ケースの系統化」である。 

「ケースの系統化」とは KCF を活用することで蓄積されたケーススタディの結果（ケー

ス）をどのように比較分析するかという課題である。KCF アプローチは、蓄積されたケー

スの比較分析を通して仮説や理論の構築を進めることで、最終的にデザイン原則や知識コ

 

20 Madison et al.（2016）では以上 5 点に加えて「デザイン原則の特定」も挙げられてい

るが、本研究ではこれを課題ではなく 3.3.2 で述べた KCF アプローチの最終的な目的の一

つと捉えるため、ここでは除外する。 
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モンズが選好される条件の特定といった知識資源の管理一般に関する知見を得ることを目

的としているため、ケースの効果的な比較分析の方法を開発することは必須である。このと

き、社会科学の諸分野においては質的なケース間比較方法の洗練化が進められているほか

（e.g. George & Bennett, 2013）、Charles C. Ragin による「質的比較分析（Qualitative 

Comparative Analysis: QCA）」のように集合論を背景とする数理的な方法も確立されつつあ

り（e.g. Rihoux & Ragin, 2009）、これらを応用することは有望であると考えられる21。 

ただし、ケース間の比較分析を効果的に行うためには前提として「知識コモンズ」の類型

化を進める必要があると考えられる。3.3.2 で述べたように KCF アプローチにおける「知識

コモンズ」にはバリエーションが存在することが含意されているが、具体的にどのような

「知識コモンズ」があり得るのかについては明らかとなっていない。よって、現状のまま分

析を進めると分析対象が何のないしどのような事例であるかが不明瞭であり、「ケースの系

統化」を行う際に分析に資する事例を選ぶことや分析の結果得られた仮説や理論がどの範

囲まで該当するのかを明らかにすることも困難となるため、「知識コモンズ」の類型の構築

は重要な意味を持つといえる。5 章で詳述するが、本研究では RQ2 に対応する分析を行う

過程で副次的にこうした類型の構築も行うこととなる。 

 

3.4.2 KCF アプローチの特徴 

（１）方法論としての特徴 

2.2.3 で概観したように、伝統的コモンズ研究は IAD に基づくケーススタディと蓄積され

たケースの比較分析を基本的な研究方法としている（e.g. Ostrom, 1990: 2005）。また、経験

的なデータの収集と分析を通してデザイン原則のような法則的・客観的な知識を得ること

を目指していることから、伝統的コモンズ研究は概して実証主義的であるということがで

きる。これに対して、Litman（1990）や Boyle（1996）、Lessig（2001）に代表される黎明

期の知識コモンズ研究では研究者間で共有されるような系統的で標準化された研究方法は

存在しない。また、そのほとんどは知的財産権法の拡張・強化による「囲い込み」という危

機に対して「コモンズ」はなぜ重要であってどのように保持するべきかを論じることを目的

としていることから、黎明期の知識コモンズ研究は概して規範的であると捉えられる。 

 

21 詳細については西川（2019）を参照されたい。 
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本章で見てきた系統化された知識コモンズ研究—つまり IAD アプローチと KCF アプロ

ーチ—は、フレームワークに基づくケーススタディと蓄積されたケースの比較分析を基本

的な研究方法とする点で伝統的コモンズ研究と共通しており、また、経験的なデータの収集

と分析を通して、「知識コモンズ」が知識資源の管理制度として選好される条件やデザイン

原則のような法則的・客観的な知識を得ることを目的としていることから、概して実証主義

的な研究領域であるといえる。一方で、3.3.2 でみたように IAD アプローチと KCF アプロ

ーチには差異も存在する。中でも、IAD アプローチと比べた KCF アプローチの最大の特徴

は、「目的と目標」および「歴史とナラティブ」を明示的に分析プロセスに取り入れている

ことにある。つまり、KCF アプローチでは知識資源の性質は当該事例のアクター間の相互

作用の結果として決定されるもの—「構築されたコモンズ」—であるということを理論的な

前提とするため、知識資源およびその管理制度の在り様を理解するためには相互作用が何

を目的・目標として行われるか、また、（当該事例の）歴史は何であり相互作用の過程にお

いて生み出されるナラティブはどのようなものであるかという点を分析することがより重

要な意味を持つ。このことから、KCF アプローチでは IAD アプローチにはない構築主義的

な考え方が一部取り入れられていると解される。 

なお、「歴史とナラティブ」に焦点を当てるというのは、すなわち分析にあたって「経路

依存性（path dependency）」22をより明示的に考慮するということである。これは、IAD ア

プローチと比べて KCF アプローチではより直接的に「比較制度分析（comparative 

institutional analysis）」を自身のリサーチデザインとして志向していることの現れであると

考えられる（Frischmann et al., 2014a）23。 

 

（２）「知識コモンズ」の捉え方 

伝統的コモンズ研究では、2.2.2 で述べたように、「コモンズ」には資源としての側面と制

度としての側面があると捉えられており、資源としてのコモンズは狭義には控除性が高く

 

22 「経路依存性」とは、「新制度経済学に由来する概念であり、アウトカムが過去の一連

の意思決定によって形成される—すなわち、アウトカムが過去の歴史の影響を強く受けて

いる場合の現象を意味する。」（Hess & Ostrom, 2007a, p.351, 筆者訳） 

23 ただし、Frischmann et al.（2014a）では将来的なゲーム理論の適用については言及され

ていないことから、ここでいう「比較制度分析」とは、ゲーム理論を核とする青木

（2007）や Greif（2006）で示される方法論を広く解釈したものであると考えられる。 
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第三者の利用を排除することが困難であるという性質を持つ「コモンプール資源」を指し、

制度としてのコモンズは狭義にはコミュニティが共同で所有権を保持する「共的所有制」に

該当する。 

黎明期の知識コモンズ研究において「コモンズ」という語はパブリックドメインと同義的

に用いられるか（e.g. Litman, 1990）、パブリックドメインよりやや広範な概念である「フ

リー」な状態にある知識資源を指す語として用いられていた（Lessig, 2001）。パブリックド

メインやフリーはいずれも知識資源の状態を表す概念であることから、黎明期の知識コモ

ンズ研究における「コモンズ」は概して特定の状態にある資源として捉えられているといえ

る。 

IAD アプローチでは、3.3.1 で見たように、「コモンズ」は基本的に共有される資源を表す

語として用いられる一方で、「知識コモンズ」には明確な定義が与えられていない。ただし、

上記の「コモンズ」の用法や、IAD アプローチは知識資源を「ファシリティ」「アーティフ

ァクト」「アイディア」の 3 種に区分する試みからはじまったことから（Hess & Ostrom, 

2003）、IAD アプローチは資源としての側面に重点を置く形で「知識コモンズ」を捉えてい

ると考えられる。また、伝統的コモンズとは違い、IAD アプローチにおける「知識コモン

ズ」は「コモンプール資源」に限定されるわけではなく、一つの事例のもとに異なる種類の

資源（財）が含まれることが想定されている（Hess & Ostrom, 2007b）。1 章で述べた Borgman

（2015）や Vassilakopoulou et al.（2016: 2019）など知識コモンズ研究の知見を研究データ

ガバナンスの分析に応用した先行研究においても、以上の資源としての側面を重視する「知

識コモンズ」の捉え方は踏襲されている。 

以上に対して KCF アプローチでは、表 3.3 に示したように、「コモンズ」は「コミュニテ

ィ・マネジメントまたはガバナンスの一形態」（Frischmann et al., 2014a, p.2）と捉えられ

ている。さらに、「知識コモンズ」についても「情報、科学、知識、データおよびその他の

種類の知的・文化的資源の共有と場合によっては創造についての制度化されたコミュニテ

ィ・ガバナンスを意味する省略表現」（Frischmann et al., 2014a, p.3）という定義が初めて

与えられている。このとき、後述するように「ガバナンス」とは 3.3.1 で論じたような意味

での「制度」と密接に関連する概念であることから、KCF アプローチは「コモンズ」の制

度としての側面を重視しているといえる。これに関連して、KCF アプローチでは IAD アプ

ローチと異なり、分析の幅を狭めることを避けるために控除性と排除性の基準に基づく資

源の分類（図 2-1）は行わないことが明示されている（Madison et al., 2018）。 
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ただし、3.3.2 および 3.4.1 で論じたように、KCF アプローチにおける「知識コモンズ」

は曖昧性が高く一種のアンブレラタームである。こうした定義の性質は分析対象となる事

例の範囲を狭めないようにするという戦略的意図によりなされたものであることもすでに

述べた通りであり、3.3.3 でみたように KCF に基づくケーススタディは多様な種類の事例

に適用されていることから、この狙いは一定の成功を収めているといえる。しかし一方で、

曖昧性の故に、分析の対象とする事例を「知識コモンズ」と捉えることができるかどうかを

この定義のみによって確定することは困難でもある。現在の KCF アプローチの主要な研究

方法である KCF ベースのケーススタディはすなわち「非理論的/輪郭的・固有記述的」24な

いし「発見方法的」25なケーススタディであると考えられるため、そこでは当該事例が「知

識コモンズ」であるか否かをアプリオリに定める必要はなく、端的には「コミュニティが主

体となって知識資源の管理・生産を行っている事例」26を広く対象とすることで問題はない

といえる。しかし、本研究のように、KCF アプローチで提起される研究方法に直接与るの

ではなく、それを通して蓄積された理論的な知見を別の研究方法のもとで応用しようとす

る場合には、分析対象とする事例を「知識コモンズ」と捉えることが適切であるか否かをよ

り仔細に検討する必要がある。 

この点に関して、Solum は KCF アプローチにおける知識コモンズとは何かという問いを

直截に投げかけており（Solum, 2010）、この問いに対する応答として、Madison らはコモン

ズとコモンズでないものを分ける基準は「（知識資源の）制度化された共有」（カッコ内の語

は筆者による追記）の有無にあるという説明を行っている（Madison et al., 2010b, p.841, 筆

者訳）。このとき、「制度化された（institutionalized）」という言葉は何を意味するのかとい

う点が問題となるが、これを理解するには「社会的ジレンマ」という概念とコモンズの関係

を整理する必要がある。 

 

24 「非理論的/輪郭的・固有記述的（atheoretical/ configurative idiograohic）事例研究は、

理論構築を目指すその後の研究で利用することのできる優れた記述を示す。」（George & 

Bennett, 2013, p.87） 

25 「発見方法的（heuristic）事例研究は、新たな変数、仮説、因果メカニズムおよび因果

経路を帰納的に特定する。」（George & Bennett, 2013, p.87） 

26 こうした事例の具体例として Madison らは Wikipedia や特許プール、オープンソース・

ソフトウェアの開発コミュニティ、Grateful Dead のようなジャムバンドのファン・コミ

ュニティなどを挙げている（e.g. Madison et al., 2010a; Frischmann et al., 2014a）。 
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「社会的ジレンマ（social dilemma）」とは、個々人が協力行動をとるか非協力行動をとる

かを選択できる状況で、非協力行動をとることが個人にとっては合理的な選択であるとき、

全員が非協力行動をとった場合の結果が、全員が協力行動をとった場合の結果よりも悪く

なるような事態を指す（Dawes, 1980）。この定義を踏まえると、「コモンズの悲劇」や「フ

リーライダー・アレゴリー」は、その妥当性や一般化可能性は別として、社会的ジレンマの

典型例であるといえる。このとき、（資源としての）コモンズとは、社会的ジレンマに対し

て脆弱な資源であるという特徴を有していると捉えられ（e.g. Hess & Ostrom, 2007b）、維

持していくためには何らかの制度的措置が必要となる。例えば、伝統的コモンズ（コモンプ

ール資源）は「コモンズの悲劇」という社会的ジレンマに直面しており、そのままでは最終

的に崩壊してしまう。これを回避するための方法として Hardin（1968）により提案された

のが私的所有制と公的所有制であり、後の伝統的コモンズ研究において発見されたのが共

的所有制という制度的措置である。そして、コモンズを「社会的ジレンマ」との関係におい

て捉えるという考え方は、IAD および KCF アプローチにおいても踏襲されている（e.g. 

Frischmann et al., 2014a ; Hess & Ostrom, 2007b）。 

以上を踏まえると、「制度化された」という言葉は、社会的ジレンマを解決するための制

度的措置を表していると考えられる。つまり、当該事例を「知識コモンズ」と捉えることが

できるかどうかは、当該事例が「社会的ジレンマ」に直面しているか、およびそれを解決す

るために制度的措置が行われているかという点にかかっている。結論から言うと、本研究で

対象とする事例（日本の研究データリポジトリ）は KCF アプローチでいう「知識コモンズ」

の範囲に該当すると考えられるが、実際にどのような社会的ジレンマに直面しており、どう

いう点でそれを解決するための制度的措置が行われていると捉えられるかについては、4 章

で詳細に論じる。 

 

（３）「ガバナンス」の捉え方 

また、KCF アプローチにおける「知識コモンズ」の定義の曖昧性が高いことの一因は、

定義中に含まれる「ガバナンス」がそもそも多義的な概念であり、かつここでいう「ガバナ

ンス」が何を意味するかについて明確な説明がなされていないことにある。しかし、KCF ア

プローチにおける「コモンズ」および「知識コモンズ」は端的にはコミュニティが主体とな

る「ガバナンス」であると位置づけられているため、KCF アプローチの知見を応用するた

めには「ガバナンス」とは何を指しており、どのように捉えられているのかを検討する必要
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がある。 

最も広義に捉えるとき、「ガバナンス」は「政府、市場、ネットワーク、家族、部族、正

式な組織、非公式な組織、領土、法律、規範、権力、言語などを介して行われているかどう

かにかかわらず、統治のすべてのプロセス」（Bevir, 2012, p.1、筆者訳）を意味する。デー

タに関連する文脈で「ガバナンス」について言及される場合は、1 章で述べたように「デー

タガバナンス」という語が用いられており、同語は広義にはデータの管理の在り方を規定す

ることを意味する（DAMA International, 2009）。ただし、「データガバナンス」も多義的な

概念であり、「データガバナンス」という語が研究者や実務家の間でどの様に用いられてい

るかを網羅的に調査した Abraham et al.（2019）では、「データガバナンス」には数十種類

の異なる要素が含意されていることが示されている。本研究では、やはり 1 章で述べたよ

うに、「オープン・アンド・クローズ戦略」のもと研究データリポジトリにおいて研究デー

タをどのようにないしどの程度オープン化するかということを一言で「研究データガバナ

ンス」と表しているが、この用法は「データガバナンス」をさらに限定化したものである。 

これに対して KCF アプローチでは、先述のように「ガバナンス」の定義は明示されてい

ないが、「ガバナンス」を分析する際の観点として、（１）オープン性、（２）一般的ガバナ

ンス構造、（３）「アクション・アリーナ」に適用されるルール・規範、の 3 つを取り得るこ

とを示している（Frsichmann et al., 2014a）。「オープン性（openness）」とは第一に知識資

源の利用に関するコントロールの程度を意味するが、ある資源がオープンであるかクロー

ズドであるかは当該資源を利用しようとする人間が当該資源に係るコミュニティに参加し

ているかどうかによって左右されるため、コミュニティの外にいる人間が当該コミュニテ

ィに参加することがどれだけ容易であるか—すなわち、コミュニティのオープン性—もあ

わせて考慮に入れる必要があるとされる。また、ここでいう「コミュニティ」はさらに、当

該知識資源の利用者コミュニティ、「現用ルール」の決定権を有する管理者コミュニティ、

当該知識資源を産出・提供する貢献者コミュニティの 3 種類に大別される（Frischmann et 

al., 2014a ; Ostrom & Hess, 2007）。「一般的ガバナンス構造（general governance structures）」

とは、知識資源の生産・共有に関するルールやコミュニティで生じた紛争を解決する仕組み、

ルールの違反者に対する罰則規定など、「現用ルール」の在り様やそれを規定する諸要素を

意味する。「「アクション・アリーナ」に適用されるルール・規範」とは、その時々の状況（「ア

クション・シチュエーション」）に応じて生じる局所的・時限的なルールや規範を意味する。 

以上の「ガバナンス」を分析するための観点を踏まえると、KCF アプローチにおける「ガ
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バナンス」とは、当該事例においてアクターの相互作用の仕方を規定する「現用ルール」な

どの制度や当該制度の実効性を担保する仕組みの総称であると考えられる。そして、以上の

うち本研究でいう「研究データガバナンス」を分析するために相応しい観点は「オープン性」

である。この「オープン性」という観点をどのように本研究の目的に適した形で取り入れる

かについては次項で論じる。 

3.4.3 研究データリポジトリにおける研究データガバナンスの理論的

視座 

本項では、これまでの議論を踏まえて KCF アプローチの知見を整理し、「オープン」とい

う概念が本来有する複合性を踏まえつつ研究データリポジトリにおける研究データガバナ

ンスを捉えるための理論的な視座を構築する。 

まず、3.4.2 で述べたように、KCF アプローチにおいて「ガバナンス」は 3 つの観点から

分析できるとされており、そのうち本研究の目的に合致しているのは「オープン性」という

観点である。そして、KCF アプローチの研究方法を提起した Frsichmann et al.（2014a）で

は、「オープン性」は資源のオープン性とコミュニティのオープン性の二つに分けて考慮す

る必要があるとされる。本研究の文脈における「資源」は研究データを指すため、「資源の

オープン性」とはすなわち当該リポジトリにおいて研究データはどの程度オープンに管理

されているかということを意味する27。一方の「コミュニティ」は、利用者・管理者・貢献

 

27 （研究）データに関連して用いられる「オープン（open）」ないし「オープン性（openness）」

という用語は、一般的には「あらゆる人が自由に閲覧し、利用し、修正し、そして共有でき

ること」（Open Knowledge Foundation, 2015）を指すものとして定義される。なお、知識コ

モンズ研究の文脈におけるオープンとは、FAIR データ原則（Wilkinson et al., 2016）などと

異なり、必ずしも目指すべき状態として想定されているわけではないことには注意を要す

る。黎明期の知識コモンズ研究とは違い、IAD アプローチ以降の系統化された知識コモン

ズ研究では純粋にオープンなガバナンスが知的財産権による私有化などのクローズドなガ

バナンスよりも常に優れているということを前提とはしていない（Frischmann et al., 

2014a）。本研究もこうした立場を踏襲して、よりオープンであることがより望ましいとい

う価値観を前提とはしない。 



 64 

者コミュニティの 3 種類に大別され（Frischmann et al., 2014a ; Ostrom & Hess, 2007）、「コ

ミュニティのオープン性」とはそれぞれのコミュニティの外部にいる人間が当該コミュニ

ティに参加する際の障壁の程度を指す。 

また、KCF に基づくケーススタディが蓄積されるにしたがって、「オープン性」を捉える

際には資源とコミュニティに加えて「インフラストラクチャー」も重要な要素であることが

指摘されるようになっている。もともと「インフラストラクチャー」という語は道路や電力

網、通信ネットワークなどといった物理的な基盤を指していたが、近年では知識資源の生

産・流通に関する非物理的な基盤も包含するようになっている（Borgman, 2015; Frischmann, 

2013）。知識コモンズ研究における「インフラストラクチャー」は、概してコミュニティに

よる資源の創造や共有などの相互作用を支える基盤を意味するが、時には知識コモンズと

同義的に用いられることもあるように（Borgman, 2015）、よく言及される概念であるにも

関わらずその理論的な位置づけについての検討は十分に行われていなかった。こうした中、

Morell はインフラストラクチャーと知識コモンズの関係に分析の焦点を当てたうえで、イ

ンフラストラクチャーのオープン性が資源やコミュニティに関するオープン性に影響を及

ぼす一個の独立した要素であるとしている（Morell, 2010: 2014）。インフラストラクチャー

がオープンである場合、その事例におけるコミュニティは利用規約（terms of use）などの

ポリシーを自律的に変更することができるが、クローズドである場合はインフラ提供者が

当該コミュニティの許可を得ることなく自由にポリシーを変更することができる。ここで

いう「インフラ提供者」とは、「技術的、法的、そして経済的に（インフラストラクチャー

を）維持する」（Morell, 2014, p. 299, 筆者訳, カッコ内の語は筆者による追記）者を指す。 

本研究では、日本のオープンサイエンスに関する政策文書（e.g. 内閣府, 2020）に倣い、

研究データリポジトリを「インフラストラクチャー」として捉えることとする。このとき、

本研究における「インフラ提供者」とは、当該リポジトリの運営組織やボードメンバーに相

当する。そして、リポジトリの提供に参画することが可能（オープン）であるかどうかはコ

ミュニティや資源（研究データ）のオープン性に影響を及ぼすと考えられるため、Morell

（2010: 2014）と同様にインフラストラクチャーのオープン性もリポジトリにおける研究デ

ータガバナンスの在り様を構成する要素の一つとして位置付ける。 

以上を整理すると、本研究では研究データリポジトリにおける研究データガバナンスを、

（１）資源（研究データ）のオープン性、（２）コミュニティのオープン性、（３）インフラ

ストラクチャーのオープン性という 3 つの次元から捉えることとする。これまでの日本の
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オープンサイエンス政策では、「オープン」を「資源のオープン性」の 1 次元のみで捉えて

きたといえる。これに対して、本研究ではコミュニティとインフラストラクチャーという次

元も考慮に入れることで、「オープン」という概念を複合的・立体的に捉えつつ、研究デー

タリポジトリにおける研究データガバナンスの分析を行うこととする。なお、分析に際して

実証的データを収集するときは、これら 3 つの次元をさらに細分化して指標を設定するこ

ととなるが、詳細については 5 章であらためて述べることとする。 

最後に、IAD アプローチまでの研究成果を応用することで複数の事例を横断的に対象と

して研究データガバナンスの分析を行っている先行研究（Borgman, 2015; Eschenfelder & 

Johnson, 2014; Vassilakopoulou et al., 2016: 2019）と比較して、KCF アプローチの知見を

用いることの意義を検討すると、以下のようになる。まず、Borgman および Vassilakopoulou

らは、図 2-1 で示した Ostrom & Ostrom（1977）および Hess & Ostrom（2007a）による控

除性と排除性の 2 つの基準による資源（財）の性質の分類を用いて、分析対象の事例におけ

る研究データがどのような性質を有するものであるかを分類することを分析の基軸として

いる（Borgman, 2015; Vassilakopoulou et al., 2016: 2019）。特に Borgman は、リポジトリ

も資源の一種として捉えたうえで28、リポジトリはコミュニティによって共有されておりガ

バナンスが必要であるためコモンプール資源、オープン化された研究データ（オープンデー

タ）は公共財、競合的なデータやローデータは私有財として分類している（Borgman, 2015）。 

しかし、KCF アプローチの知見を踏まえると知識資源の性質はコミュニティによって後

天的に決定および変更されるものであるため、研究データの性質の分析に重点を置くこと

の意義は、分類の当否に関わらず、資源の性質が基本的に所与かつ不変である伝統的コモン

ズ研究の場合と比べて限定的なものとなる。また、Borgman はガバナンスの必要性の有無

をもってコモンプール資源かどうかの判断を行っているが、KCF アプローチの視点に立つ

とコモンプール資源に限らず資源の性質はいずれも当該事例におけるガバナンス（のもと

での相互作用）の結果として構築されるものであるため、資源の性質を暗に所与のものと想

定する Borgman の捉え方にはやはり限界があるといえる。さらに、Borgman（2015）およ

び Vassilakopoulou et al.（2016: 2019）はいずれも資源という次元にのみ注目するものであ

り、資源の性質に影響を及ぼす要素が明示的に分析の枠組みには取り入れられていない。 

 

28 ここでは、リポジトリを「ファシリティ」（Hess & Ostrom, 2003; Ostrom & Hess, 

2007）として捉えていると考えられる。 
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一方で、Eschenfelder & Johnson（2014）では資源の性質の分類は行われておらず、資源

以外の要素も分析の枠組みに取り入れられている。しかし、利用に関して一定のコントロー

ル下にある研究データのみを「知識コモンズ」として捉えていることから、やはりガバナン

スの結果として資源の性質（ここではコントロールされているかどうか）が決定されるとい

う視点はそこにはなく、したがって KCF アプローチで想定されるような「専有的な背景環

境」を出発点としてオープンな—つまり資源の利用がコントロールされていない—状態を

実現しているような事例は分析の範囲から外れることになるという点でやはり限界がある

といえる。 

これに対して、本研究では KCF アプローチを踏襲することで、資源の性質の分類を起点

として間接的にガバナンスの在り様を伺うのではなく、より直接的にガバナンスにアプロ

ーチすることが可能となっている。具体的には、「知識コモンズ」を「ガバナンス」と捉え

る KCF アプローチでは、「ガバナンス」をどのように分析するかという点について理論的

な知見が蓄積されており、これらを自身の研究目的に沿う形で利用することができる。また、

資源の性質に拘泥した結果として分析対象を過度に限定することなく、より広い視野のも

と多様な事例を分析対象として扱うことができるようにもなる。 

なお、上記以外の先行研究として、データ共有を捉えるための概念的な枠組みを構築した

Fecher et al.（2015）では、Hess & Ostrom（2007b）を引用しつつ、研究データは「誰もが

アクセスできて競合性がない財」（Fecher et al., 2015, p. 19, 筆者訳）ではないため知識コ

モンズではないと論じられている。しかし、上記は公共財の定義に他ならず、少なくとも

IAD アプローチ以降の系統化された知識コモンズ研究では知識コモンズと公共財を同義的

に用いてはいないため、これをもって研究データが知識コモンズではないと断じることは

端的に誤りである。日本の文脈において研究データリポジトリにおける研究データがどの

ような知識コモンズであると捉えられるかについては、次章で論じることとする。 
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4. 知識コモンズとしての日本の研究データ

リポジトリ 

 

4.1 本章の目的と構成 

本章では、RQ2 に関する分析を行う前の準備として、日本の研究データリポジトリがど

のような知識コモンズであるかを検討する。本来であれば、まず日本の研究データリポジト

リを知識コモンズとして捉えることの妥当性を議論することから始めるべきであるが、3 章

でみたように KCF アプローチでいう「知識コモンズ」に当該事例が該当するかどうかを判

断する究極的な基準は現在のところ社会的ジレンマに対する制度的措置が行われているか

どうかという点にあり、これを説明するためには結果的に日本の研究データリポジトリの

「歴史」や「目的と目標」、「背景環境」を明らかにすることが必要となる。そのため、順番

が前後することになるが、本章ではあらかじめ日本の研究データリポジトリを知識コモン

ズとして捉えたうえで、上記のような KCF の諸要素を活用してその性質を検討し、最後に

直面する社会的ジレンマはどのようなものであり、それに対してどのような制度的措置を

行っていると捉えられるかを論じることによって、日本の研究データリポジトリを知識コ

モンズとして位置付けることとする。なお、本来上記の要素は個々の事例に対して個別に分

析すべきものであるが、複数の事例を横断的に分析するという本研究の趣旨から、ここでは

日本の研究データおよびリポジトリの全般的な傾向にのみ焦点を当てることとして、分析

対象とするリポジトリすべてについて個別的に検討を行うことはしない。 

また、1.3 で述べたように、本研究の分析対象は本来「（日本の）研究データリポジトリに

おける研究データガバナンス」であるが、表記が煩雑になることと、上記は経験的実体とし

ては研究データリポジトリとして存在することから、本章以降では便宜的にリポジトリを

「知識コモンズ」ならびに分析対象とする事例の単位として扱うこととする。 

本章の構成は以下の通りである。4.2 では、日本の研究データと研究データリポジトリの

歴史的な動向を追うことで、その文脈を明らかとする。4.3 では、4,2 の議論を整理したう

えで、日本の研究データリポジトリの「目的と目標」は何であるかを示す。4.4 では、関連

法規を概観することにより、日本の研究データリポジトリにおける研究データが位置する
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「背景環境」は何であるかを検討する。4.5 では、先行研究等を踏まえて日本の研究データ

リポジトリが直面する「社会的ジレンマ」と制度的措置はどのようなものであると捉えるこ

とができるかについて論じる。 

 

4.2 日本の研究データおよび研究データリポジトリ

の歴史的文脈 

 本節では、まず 4.2.1 において日本の研究データとリポジトリの全般的な傾向を捉えるた

めに 1960 年から現在までの科学技術政策における両者の扱われ方を概観する。次いで、

4.2.2 では現在の研究データおよびリポジトリの在り方により直接的に影響していると考え

られる「オープンサイエンス」に関する動向を検討する。最後に、4.2.3 において、オープ

ンサイエンスという枠組みのもとでの研究データに関する日本の動向を整理する。 

 

4.2.1 科学技術政策と研究データ 

（１）1960 年から 2015 年までの科学技術政策と研究データ 

 第二次世界大戦後の日本の科学技術政策は科学技術会議により 1960 年に提出された第 1

号答申に始まり、続く第 12 号および第 18 号答申を基に閣議決定された科学技術政策大綱

が科学技術政策の基本的な枠組みとして機能していった。1990 年代にはバブル経済の崩壊

による景気の低迷や高齢化社会の到来、国際競争の激化などを受けて「科学技術創造立国」

論が興隆していたことを背景に、1995 年に議員立法により「科学技術基本法」が制定され

た。同法では、科学技術の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図ることを目的と

して、科学技術基本計画を策定することが義務付けられている。これにより 1996 年に第 1

期科学技術基本計画が策定され、以降 5 年間隔で第 5 期までの基本計画が策定されている。

また、2001 年には中央省庁再編に伴い、これまで科学技術政策の策定に際して中核的な役

割を担ってきた科学技術会議が廃止され、内閣府のもとに科学技術政策担当大臣と総合科

学技術会議が設置される。以降はこの総合科学技術会議を中心に科学技術基本計画が策定

されていく。 

 前田は 1960 年の科学技術会議第 1 号答申から 2011-2015 年の第 4 期科学技術基本計画
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までの科学技術政策において研究データがどのように取り上げられてきたかを調査してい

る（前田, 2016）。前田（2016）を参考に日本の科学技術政策文書における研究データの扱

いをまとめると以下のようになる。1960 年〜1970 年代前半までの期間は、研究データに関

連する事項として「データセンター」のあり方が検討されていた。データセンターとは研究

データの収集・整理・提供を担う機関とされるが、単一の組織が一元的に研究データを扱う

のではなく、自然観測データ、物性データ、生物系データなどデータの種類ごとに異なる機

関がデータセンターとして機能することが想定されている。しかし、実態としては既存の組

織による研究データに関する諸活動をデータセンターによる活動として事後的に位置付け

ただけであり、必ずしも研究データに対する新規な施策が行われていたわけではなかった。

1970 年代後半から 1996-2000 年を期間とする第 1 期科学技術基本計画までは、データセン

ターに代わって数値データおよびファクト情報（ファクトデータ）という語で研究データに

関する施策が表されるようになった。研究データの体系的な収集・整備・提供を促進するべ

きという問題意識はデータセンターという枠組みの時代と共通しているが、この期間には

具体的な取り組みの方向として、データベースを整備していくことが示されている。2001

年から始まる第 2 期科学技術基本計画以降は、研究データは主として「研究情報基盤の整

備」や「知的基盤の整備」という項目の中で言及されるようになる。この期間もデータベー

スの整備という方針は引き継がれているが、第 2 期科学技術基本計画ではデータの利用に

関して知的財産権などの法的問題に関する整備も進めていくことが言及されるようになる。

また、第 2 期科学技術基本計画を受けて、2001 年には知的基盤整備計画が策定され、デー

タベース等を整備するための具体的な方策が示されている。2006-2010 年の第 3 期科学技

術基本計画では研究成果を蓄積するための手段として「デジタルアーカイブ」への言及が初

めて見られる。2011-2015 年の第 4 期科学技術基本計画ではデータベースの整備に加えて、

研究データの収集・保存先として機関リポジトリの構築を推進することが述べられている。 

 

（２）2016 年以降の科学技術政策と研究データ 

 2014 年には内閣府設置法の一部改正により総合科学技術会議が総合科学技術・イノベー

ション会議（CSTI）へと改組された。これにより、CSTI は従来の科学技術政策に関わる役

割に加えて、イノベーション創出のための環境を総合的に整備する役割も新たに担うこと

となった。2016 年に始まる第 5 期科学技術基本計画は CSTI を中心として策定されており、

従来に比して経済的・社会的な課題に関する記載が増加するなど、イノベーション政策とし
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ての色彩を強めていると言える。また、第 4 期科学技術基本計画の期間内であった 2013 年

以降、「科学技術イノベーション総合戦略」が毎年策定されている。同戦略は科学技術基本

計画と整合性を保ちつつ、具体的な施策や喫緊の課題への対応方針などを提示するもので

ある。しかし、第５期科学技術基本計画の基本的な方針については同計画策定の前年である

2015 年に策定されたイノベーション総合戦略 2015 において先んじて提示されているなど、

科学技術イノベーション戦略に伴い科学技術基本計画の科学技術政策における基本政策と

しての位置付けが薄れていることも指摘されている（岡村, 2020）。2018 年からは科学技術

イノベーション総合戦略に代えて「統合イノベーション戦略」が策定されており、イノベー

ションに関連する諸政策を統合して、基礎研究から社会実装・国際展開までを一貫して推進

することが強調されるようになる。 

第 5 期科学技術基本計画では、イノベーション政策としての色彩が強まったことを受け

て、ライフログデータや産業活動に関するデータなど、研究データ以外のデータの収集・整

備についても言及されるようになっている。研究データに関しては、従来と同様に「知的基

盤」の項目のもとでデータベースの整備について言及されていることに加えて、新たに「オ

ープンサイエンスの推進」という項目のもとで、論文のオープンアクセス化と並んで研究デ

ータのオープン化を推進することが示されている。2018 年策定の統合イノベーション戦略

および次年度に策定された統合イノベーション戦略 2019 では、研究データのオープン化に

向けたより具体的な施策・方針が提示されている。このようなオープンサイエンスの文脈に

おける研究データの位置付けについては次節で詳細な検討を行う。ただし、統合イノベーシ

ョン戦略においては、1.1 で述べたように「オープン・アンド・クローズ戦略」を考慮する

必要が強調されており、必ずしも画一的に研究データを「オープン」にすることを目的とし

ているわけではない。 

 

以上から、1960 年以降の日本の科学技術政策においては概して常に研究データに関する

言及が見られるが、一貫した体系的な方針が存在し続けているわけではなく、技術の変化な

どを受けて研究データに関する目標は適宜変遷しているといえる。そして、第 5 期科学技

術基本計画が始まった 2016 年から現在にかけては、オープンサイエンスという枠組みのも

とで研究データが捉えられていることがわかる。 
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4.2.2 オープンサイエンスの動向と研究データのオープン化 

 本項では日本のオープンサイエンスと研究データの動向について、公的機関が主体とな

るトップダウンの動向と、研究者団体などによるボトムアップの動向について論じる。ただ

し、日本のオープンサイエンスの動向は国際的な動向と密接に関係しているため、適宜国際

的な動向についても触れることとする。なお、オープンサイエンス政策のもとの研究データ

に関する動向には多様な論点があるが、本論文の趣旨を鑑みて本項では研究データの公開

と研究データリポジトリに関する事項のみに焦点を当てることとし、データ管理計画（DMP）

やデータ引用、データの長期保存、研究不正などについては特段検討を加えることはしない。 

 

（1）トップダウンの動向 

そもそもオープンサイエンスとは何を意味するのであろうか。「オープンサイエンス

（open science）」という概念は様々な研究者や組織によって多様に定義されており、公式

に合意がなされた唯一の定義が存在するわけではない（OECD, 2015）。そのため、時には

オープンレビューや市民科学、研究資金のクラウドファンディングといった多様なトピッ

クが含意されることもあるが、多くの定義において共通して見られる要素は、論文のオープ

ンアクセス化と研究データのオープン化である。 

オープンサイエンスに関する政策の起源は、2003 年に米国国立衛生研究所により公開さ

れたデータ共有ポリシーにさかのぼることができる。このポリシーでは、研究助成応募時に

DMP を提出すること、および DMP に基づき研究成果を共有することが義務化された29。

続く 2004 年には経済開発協力機構（OECD）加盟国の科学技術大臣会合において公的資金

による助成を受けた研究データへのオープンアクセスに関する議論が行われるようになり

（OECD, 2004）、2007 年には OECD 加盟国の国内法や政策を考慮しつつ研究データの共

有を促進することを目的に「公的資金による研究データへのアクセスに関する OECD 原則

及びガイドライン」が発表される（OECD, 2007）。これ以降、欧州諸国及び米国の研究助

成機関などにおいて研究データに関するポリシーが策定されていく。さらに、2013 年の G8

科学技術大臣会合では、研究データのオープン化に関する基本原則を含む共同声明が公開

 

29 https://grants.nih.gov/grants/guide/notice-files/NOT-OD-03-032.html（2021-06-28 参

照） 
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される（G8 Science Ministers, 2013）。翌 2014 年には EU において「オープンサイエンス」

の前身として用いられていた用語である“Science 2.0”に関するパブリックコメントが募集

され、結果として「オープンサイエンス」という語が政策上も使用されていくことになる。

そして、2016 年の G7 科学技術大臣会合で採択された「つくばコミュニケ」ではオープン

サイエンスを分野横断的な課題として推進していくことが合意されるに至る（G7 Science 

and Technology Ministers, 2016）。 

日本では、上述の G8 科学技術大臣会合における共同声明（G8 Science Ministers, 2013）

を契機として研究データのオープン化に関する議論が進められるようになり、2015 年には

内閣府より「我が国におけるオープンサイエンス推進のあり方について：サイエンスの新た

な飛躍の時代の幕開け」（内閣府, 2015）が公開される。同文書はオープンサイエンスに関

する政府全体の基本方針を示すものであり、内閣府（およびその下にある CSTI）が中核と

なってオープンサイエンスを推進し公的研究資金による研究成果である論文と研究データ

の利活用促進を拡大していくことが明記されたほか、各省庁・資金配分機関・大学といった

ステークホルダーが具体的なオープンサイエンスの実施方針・実施計画を策定する際に参

照すべき共通事項等が記されている。研究データに関しては、各組織がオープンサイエンス

の実施計画を立てる際に、リポジトリ等のデータインフラの整備計画や公開するデータの

利用ルールを策定する必要があるとされている。以降の日本のオープンサイエンス政策は

概して内閣府（2015）で示される方針を具体化する方向で実施されていく。 

2016 年から 2020 年を期間とする第 5 期科学技術基本計画では、「オープンサイエンスと

は、オープンアクセスと研究データのオープン化（オープンデータ）を含む概念である」（内

閣府, 2016, p.32）ことが明記され、日本の科学技術政策においては主としてこの 2 つの要

素を推進していくことが示されている。第５期科学技術基本計画が始まった 2016 年には、

文部科学省による「学術情報のオープン化の推進について（審議まとめ）」（文部科学省, 2016）

において、先述の内閣府（2015）を踏まえて、公的研究資金による研究成果である論文とそ

のエビデンスである研究データは原則公開すべきであるとの認識が示されている。翌 2017

年には、内閣府（2015; 2016）および文部科学省（2016）において示される基本方針を踏ま

えて、科学技術振興機構（JST）より「オープンサイエンス促進に向けた研究成果の取扱い

に関する JST の基本方針」が公開される（科学技術振興機構, 2017）。さらに、2018 年から

策定されるようになる統合イノベーション戦略では、諸外国と比したときの日本の研究デ

ータ基盤（データインフラ）の整備が遅れていることが指摘され、リポジトリの整備が目標
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として明記される（内閣府, 2018a: 2019a）。ここでは特に、国立情報学研究所が開発主体と

なってこれまで主として論文のオープンアクセス化の文脈で発展してきた機関リポジトリ

を活用したシステムを設置することが想定されているほか、機械可読性や相互運用性の確

保や諸外国の研究データ基盤との連携等の事項も目標として記されている。 

統合イノベーション戦略を受けて、2018 年には内閣府より「国立研究開発法人における

データポリシー策定のためのガイドライン」（内閣府, 2018b）が公開される。これは文字通

り国立研究開発法人がデータポリシーを策定するためのガイドラインを内閣府が策定した

ものであり、ポリシー策定に当たっては、どの研究データを公開もしくは非公開とするか、

また公開する際には制限事項を設定するか否かを明示すること等が要件となり、データの

公開方法については後述の「FAIR 原則」に可能な限り沿うこととされる。2019 年には、同

じく統合イノベーション政策を踏まえて、内閣府より「研究データリポジトリ整備・運用ガ

イドライン」（内閣府, 2019b）と「研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グループ報

告書」（内閣府, 2019c）が公表される。内閣府（2019b）は、後述する研究データ利活用協

議会（RDUF）の研究データリポジトリネットワーク小委員会（JDARN）と内閣府との共

同により作成された、国立研究開発法人や大学が国際認証基準を踏まえて研究データ基盤

である研究データリポジトリの整備・運用を行うことができるようにするための指針であ

り、リポジトリの整備・運用に際しての要件として、当該リポジトリのミッションやデータ

ポリシーの策定が明示されている。一方の内閣府（2019c）は、国全体の研究データ管理及

び利活用に関する基本方針を策定する際に考慮するべき基本的な考え方を示す報告書であ

り、研究データの管理や利活用推進に際して国レベルでの対応や国際展開といった国とし

ての戦略と具体的な施策を明確にすることを目的としている。同報告書の内容は 2019 年以

降の統合イノベーション戦略に反映されているほか、2020 年策定の「統合イノベーション

戦略 2020」（内閣府, 2020）からは民間企業における研究データの利活用も言及されるよう

になり、研究データに関するアクターが多様化しつつあることが伺える。 

 

（2）ボトムアップの動向 

オープンサイエンスおよび研究データのオープン化に関しては、トップダウンによる働

きかけだけでなく、個々の研究者や図書館員等による自発的なボトムアップの動向も影響

を与えている。特に国際的な組織による取り組みの中には、研究データやリポジトリの整

備・運営に関する標準として機能しているものも存在する。比較的歴史の古い組織としては、
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1966 年に国際科学会議（ICSU）に設置された国際委員会である科学技術データ委員会

（CODATA）が挙げられる。CODATA は科学・技術のあらゆる研究分野における全ての

種類のデータを対象に、データの管理や信頼性・品質などを向上させることをミッションと

して活動してきた。近年ではデータの可用性やユーザビリティを向上することでオープン

サイエンスを推進することを主な目的としており、研究データは可能な限りオープンとし

て必要な限りにおいてクローズドとすべきであることを原則としている。CODATA と同様

に ICSU に設置された組織として、2008 年設立の世界データシステム（WDS）も挙げられ

る。WDS は自然科学・社会科学・人文学のすべての研究分野を対象に、各研究コミュニテ

ィと連携して研究データの提供・利用・保存のためのサービスを支援することで科学研究を

促進することをミッションとしている。 

近年に結成された組織のうち特に国際的な影響力を有すると考えられるのは、研究デー

タ同盟（RDA）と FORCE11 である。RDA は先述の G8 Science Ministers（2013）を受け

て 2013 年に設立された組織であり、研究データのオープンな共有と再利用を推進すること

をミッションとしている。「RDA 以外に検討のない分野、技術については、RDA での検討

結果がルール決定の際の有力なたたき台、あるいは、事実上のルールとなる可能性が高い」

（内閣府, 2015, p.13）ため日本の組織も RDA に参加することが内閣府（2015）において提

言されるなど、RDA は日本のトップダウンからのオープンサイエンス政策にも影響を及ぼ

している。2011 年設立の FORCE11 は、世界各国の研究者、図書館員、アーキビスト、出

版者などからなる国際イニシアティブであり、「FAIR 原則」を策定したことで知られる。

「FAIR」とは、見つけられる（Findable）、アクセスできる（Accessible）、相互運用できる

（Interoperable）、再利用できる（Re-usable）の 4 要件を指し、FAIR 原則は以上の要件を

満たす形で研究データを公開するべきであることを示している（Wilkinson et al., 2016）。

FAIR 原則は、欧州の研究データ公開基盤である EOSC（European Open Science Cloud）

において研究データ公開の基準として採用されるなど、各国のオープンサイエンス政策に

大きな影響を与えている。日本でも、先述の「研究データリポジトリ整備・運用ガイドライ

ン」（内閣府, 2019b）において研究データリポジトリを整備する際に FAIR 原則を実現する

ための機能を実装することを推奨することが示されている。 

また、FAIR 原則と相補的に機能する国際的基準として、「信頼できるデータリポジトリ

を認定するための中核的な統一要件（Core Trustworthy Data Repositories Requirements）」

（CoreTrustSeal, 2016）が挙げられる。同要件は、先述の WDS と、データの認証基準を作
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成していた団体である Data Seal of Approval（DSA）が、リポジトリの信頼性を担保するた

めに RDA のもとで 2016 年に策定・公開したものであり、翌 2017 年からは同要件を核と

して WDS と DSA が設立した CoreTrustSeal という機関が、同要件を満たす（つまり、信

頼できる）リポジトリの認証を行なっている。なお、同要件は 3 年ごとに見直しと更新が行

われるものとされ、2020 年時点では「信頼できるデータリポジトリを認定するための中核

的な統一要件 2020-2022」（CoreTrustSeal, 2020）が公開されている。「統合イノベーション

戦略 2019」（内閣府, 2019a）や「研究データリポジトリ整備・運用ガイドライン」（内閣府, 

2019b）では、同要件で示される基準を踏まえて日本の研究データリポジトリの整備を進め

ることを提起している。以上に加えて、「TRUST 原則」というリポジトリの信頼性に関す

る指針も CoreTrustSeal により 2020 年に公表されている。「TRUST」とは、透明性

（Transparency）、責任（Responsibility）、ユーザーフォーカス（User Focus）、持続性

（Sustainability）、技術（Technology）の 5 要件を指し、TRUST 原則ではリポジトリが信

頼性を維持するためにこれらの要件を踏まえるべきことが示されている（Lin et al., 2020）。

CoreTrustSeal（2016: 2020）がリポジトリの実装レベルでの認証基準であったのに対して、

TRUST 原則は研究データのデジタル保存のベストプラクティスについてステークホルダ

ー間で共有されるフレームワークとして機能することが想定されている（Lin et al., 2020; 

南山, 2020）。 

日本国内からの主なボトムアップの動向としては、まず日本学術会議による報告および

提言が挙げられる。2014 年に公開された「オープンデータに関する権利と義務 : 本格的な

データジャーナルに向けて」（日本学術会議, 2014）では、研究データを単に無料でアクセ

スできるようにするだけでなく機械可読形式で「オープンデータ」として公開することをも

目指すべきこと等が審議されている。2016 年に公開された「オープンイノベーションに資

するオープンサイエンスのあり方に関する提言」（日本学術会議, 2016）では、行政ではな

く研究者の側から、研究データの管理とオープン化を可能とする研究データ基盤（リポジト

リ）の整備や、オープン化に際してのオープン・クローズド戦略の確立などが提言される。

ここでいうオープン・クローズ戦略とは 4.2.1 で述べた「オープン・アンド・クローズド戦

略」と同義であり、以降は内閣府（2018a: 2019a: 2019b）などトップダウンからの研究デー

タに関する施策にも反映される、日本の研究データのオープン化に関する中核的な方針と

なる（日本学術会議, 2020）。2020 年には「オープンサイエンスの深化と推進に向けて（提

言）」（日本学術会議, 2020）が公開されており、そこでは後述の NII による取り組み（NII
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研究データ基盤）を念頭に、研究データ基盤の拡充を続けることおよび研究データ基盤整備

や流通の促進にはガバナンスが重要となること等が示されている。 

日本学術会議以外の主な動向としては、研究データ利活用協議会（RDUF）と NII 研究デ

ータ基盤（NII Research Data Cloud）が挙げられる。RDUF は、デジタルオブジェクトの

永続的な識別子 DOI の登録機関であるジャパンリンクセンター（JaLC）により 2016 年に

設立され、オープンサイエンスの実現という目標のもと研究データの利活用について日本

のステークホルダーが議論を交わすコミュニティとして機能している。先述のように、

RDUF は内閣府と協働で「研究データリポジトリ整備・運用ガイドライン」（内閣府, 2019b）

を策定するなど、ボトムアップの立場から日本のオープンサイエンスおよび研究データの

オープン化を牽引しているといえる。また、2019 年には研究データの利活用条件を明確化

することを目的とする「研究データの公開・利用条件指定ガイドライン」（研究データ利活

用協議会, 2019）を策定している。一方の NII 研究データ基盤は、国立情報学研究所（NII）

により開発される、研究データを管理・公開・検索するための基盤的システムである。先述

のように、NII 研究データ基盤の開発・運用は統合イノベーション戦略において研究データ

基盤の整備に係る中核的な目標の一つとして掲げられている。NII 研究データ基盤は管理基

盤（GakuNin RDM）・公開基盤（WEKO3）・検索基盤（CiNii Research）の 3 つの基盤から

成り、このうち公開基盤は、現在 NII により提供されている機関リポジトリのクラウドサー

ビス JAIRO Cloud の次世代システムである。なお、JAIRO Cloud は、NII が開発している

機関リポジトリ用のオープンソース・ソフトウェア WEKO を用いているが、NII 研究デー

タ基盤の公開基盤では、後継のソフトウェアである WEKO3 が使用されるという。 

なお、研究データ利活用協議会（2019）および内閣府（2019c）ではデータの共有と公開

が区別されている。ここでいう「データ共有」は「限定された対象者にのみデータを提供、

開示すること」（研究データ利活用評議会, 2019, 別添：研究データの公開・利用条件指定ガ

イドライン用語集 pp.3-4）を指す用語であり、「データ公開」は「データをウェブサイトや

リポジトリ、論文の補足資料などに掲載して、インターネットでアクセスして利用できる状

態」（研究データ利活用評議会, 2019, 別添：研究データの公開・利用条件指定ガイドライン

用語集 p.4）として定義されている。他方で、KCF アプローチなど知識コモンズ研究におい

てデータ共有（data sharing）という語が用いられる場合には、上記の意味での「データ共

有」に限定されるわけではなく、「データ公開」も含むより広範な語として用いられること

が多い。これは、KCF アプローチでは利用者コミュニティを一般のユーザーまで含むもの
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としてより広義に捉えていることに起因すると考えられる。本研究は KCF アプローチを理

論的背景とするものであり、かつ日本の研究データリポジトリにおける研究データガバナ

ンスの現状を俯瞰的に把握するおそらく最初の試みであることから、この時点で過度に研

究対象を限定してしまう危険を避けるために、KCF アプローチの用法に倣いここでは「デ

ータ共有」と「データ公開」は区別しないこととする30。 

 

4.3 日本の研究データリポジトリの「目的と目標」 

4.2.2 で概観したオープンサイエンスという枠組みのもとでの研究データに関する日本の

動向をまとめると次のようになる。まず、日本の科学技術政策においてオープンサイエンス

とは主に論文のオープンアクセス化と研究データのオープン化という要素からなる。オー

プンサイエンスの推進に関する最も基本的な方針は内閣府が主体となって策定される科学

技術政策および各年の統合イノベーション戦略で示され、その下に「国立研究開発法人にお

けるデータポリシー策定のためのガイドライン」（内閣府, 2018b）や「研究データリポジト

リ整備・運用ガイドライン」（内閣府, 2019b）などのより具体的なレベルの方針が策定され

る。ただし、これらの方針には RDA など国際コミュニティによる各種標準や、日本学術会

議および RDUF 等のボトムアップからの議論が反映されている。そして、現在の日本では

リポジトリが研究データのオープン化のための基盤として位置付けられており、かつ大学

や国立研究開発法人など研究コミュニティが主体となって適宜「オープン・アンド・クロー

ズ戦略」を確立したうえで研究データのオープン化を進めていくことが基本的な方策とさ

れる。ここでいう研究データの「オープン化」とは、単に当該データへのアクセスを可能と

するだけでなく、機械可読形式で公開することにより当該データの利活用を促進すること

を含意している。なお、日本学術会議（2020）によると、以上の動向についてトップダウン

の取り組みに進展は見られるが「科学者コミュニティからの主体的な関与はまだ少ないこ

とが課題」（日本学術会議, 2020, p.4）であるとされる。 

以上を踏まえて日本の研究データリポジトリの全般的な「目的と目標」を考察すると、ま

 

30 ただし、6 章において述べるような、個々の事例をより詳細かつ縦断的に分析するよう

なリサーチデザインをとる場合には、両者の区分は重要な意味を持つこともあり得ると考

えられる。 
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ず「目的」は、「イノベーションの創出につながるオープンサイエンスの世界的な流れに適

切に対応する」（内閣府, 2016, p.30）とあるように、イノベーションの創出に資するオープ

ンサイエンスを研究データのオープン化により推進することにあると考えられる。このと

き「目標」は、上記の「目的」を達成するための具体的な施策である、データの利用に関す

る制度（e.g. ポリシー、ガイドライン、オープン・アンド・クローズ戦略）やリポジトリの

整備、リポジトリの信頼性の確保、リポジトリで保存・管理・公開される研究データの維持

管理等を実現することであると整理される。 

 

4.4 日本の研究データリポジトリの「背景環境」 

3.3.2 で述べたように、「背景環境」は、知的財産権による保護が及んでいない「自然

な」環境と、知的財産権が成立していることが前提となる「専有的な」環境に大別される

（Frischmann et al., 2014）。このとき、日本の（リポジトリにおける）研究データはいず

れの環境に位置するのであろうか。 

一般的に、データは自由に利用可能なものであって、データを保有する者は他者による

データの利用について権利の主張はできないと言われている（福岡・松村, 2019）。無論、

データの種類・性質は多様であるため、場合によっては様々な法律や契約等により保護さ

れ得るが、オープンサイエンスを巡る日本の政策文書によると、研究データに関しては基

本的に「研究データは著作物ではないため、CC0 を採用することが望ましい」（内閣府, 

2015, p.18）という考え方が採用されている31。同様に、RDUF の「研究データの公開・利

用条件指定ガイドライン」（研究データ利活用評議, 2019）も主に著作物ではない研究デー

タを想定して策定されている。内閣府（2015）ではデータベース等について著作権が発生

しうる場合も想定されているものの、以上から日本の研究データリポジトリにおける研究

データは多くの場合に著作物ではないことが予期される。このとき、KCF アプローチでは

当該資源について知的財産権による保護が適用可能であるがあくまで周辺的な役割しか担

 

31 CC0 は権利を放棄するためのツールであるため、それを著作物でないとする研究データ

に適用するという上記の考え方は必ずしも適切ではないと考えられるが、内閣府（2015）

だけではなく Creative Commons UK も研究データには CC0 を付与することを推奨してい

る（Creative Commons UK, 2017）。 
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わない場合も「自然な環境」と捉えることが有用であるとされることから（Frischmann et 

al., 2014）、本研究では日本の研究データリポジトリにおける研究データは概して自然な環

境に位置していると捉えることとする。 

ただし、著作権法以外にも研究データを法的に保護し得る制度が存在する。RDUF は、

経済産業省による「不正競争防止法平成 30 年改正の概要（限定提供データ、技術的制限

手段等）」32を踏まえることで、日本においてデータの法的保護に係る法律を（１）著作権

法、（２）特許法、（３）不正競争防止法、（４）民法の 4 点に整理している（研究データ

利活用評議, 2019）。以下では、これらの法律により保護されうる「例外的」な研究データ

とはどのようなものであるかを概観する。 

 

（1）著作権法 

データが著作権により保護されるには、前提としてデータが著作物に該当しなければな

らない。著作権法でいう著作物とは、「思想又は感情を創作的に表現したものであつて、

文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」（著作権法 2 条 1 項 1 号）を指す。研究

データは「文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属する」が、多くの場合、計測・実験結果

等の事実を表すものであり「思想又は感情」を表現したものではないと考えられる。ただ

し、人間が作成した写真やテキストなど研究データの種類によっては人間の「思想又は感

情を創作的に表現したもの」として著作物に該当し、したがって著作権が成立し得る。 

また、個々のデータ自体は著作物でなくとも、集積されたデータの総体についてはデー

タベース著作物に該当する可能性がある。研究データがデータベース著作物として保護さ

れるには、まず著作権法 2 条 1 項 10 号の 3 でいうところの「データベース」に該当して

いるか、次いで当該データベースは創作性を有するかという点が問題となる。研究データ

リポジトリにおける研究データは多くの場合「情報の集合物」（著作権法 2 条 1 項 10 号の

3）であって、かつ「電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構築し

た」（著作権法 2 条 1 項 10 号の 3）状態で管理されているため、著作権法における「デー

 

32 経済産業省「不正競争防止法平成 30 年改正の概要（ 限定提供データ 、 技術的制限手

段等 ）」

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/H30nen_fukyohoshosai.pdf（2021-

06-28 参照） 
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タベース」に該当すると考えられる。一方で、データベースであっても「情報の選択又は

体系的な構成」(著作権法 12 条の 2 第 1 項)を備えていなければ創作性は認められずデー

タベース著作物には該当しない。「情報の選択」によって創作性を有すると認められるに

は、「一定の収集方針に基づき収集された情報の中からさらに一定の選定基準に基づき情

報を選定することが必要である」(福岡・松村, 2019, p.111)という。また、「体系的な構

成」については、「体系的構成に独自の工夫があるか、効率的な検索ができるように作成

されていて、ありふれたものではないか、他のデータベースにも同様の体系的構成を有す

るものが存在しないか、という点」(福岡・松村, 2019, p.112)が過去の裁判例において創

作性の判断基準となっている。なお、状態の選択または体系的構成の創作性が利用される

場合にのみ「データベース著作物」の侵害に該当し得るため、データベースに含まれる研

究データを個別に利用する場合は、データベース著作物の侵害とはならない(半田・松田, 

2015; 福岡・松村, 2019)。 

以上から、オープンサイエンスの文脈で研究データが論じられる場合、一般的には著作

権がないことが前提とされるが、実際に当該データが著作物として保護されないかどうか

は個々の事例によることになる。ただし、当該データが著作物として保護される場合であ

っても、当該データを「情報解析（…）の用に供する場合」（著作権法 30 条の 4 第 2 号）

には原則として著作権が制限されるため、当該利用行為は著作権の侵害には当たらない。 

 

（2）特許法 

特許権は著作権と異なり、特許庁に特許出願を行い、審査官による査定を通過し、特許

として登録されなければ権利は発生しない。特許の対象となるのは「自然法則を利用した

技術的思想の創作のうち高度のもの」（特許法 2 条 1 項）である発明に限定される。その

ため、データそのものは発明に該当せず特許の対象とならないと解される（福岡・松村, 

2019）。ただし、プログラムおよび「プログラムに準ずるもの」（特許法 2 条 3 項 1 号・4

項）は特許の取得が可能であり、「構造を有するデータ」および「データ要素間の相互関

係で表される、データの有する論理的構造」（特許・実用新案審査基準付属書 B）である

「データ構造」については「プログラムに準ずるもの」として特許の対象となり得る（福

岡・松村, 2019）。このとき当該データが特許として保護されるには、「構造を有するデー

タ」および「データ構造」が「プログラムに準ずるもの」に該当し、「プログラムに準ず

るもの」として特許一般の要件である「自然法則を利用した技術的思想の創作」に該当す
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るか、もしくは「ソフトウェアの観点に基づく考え方」により「データの有する構造が規

定する情報処理が、ハードウェア資源を用いて具体的に実現されているか否か」（特許・

実用新案審査基準付属書 B）という審査基準を満たす必要がある。以上から、研究データ

はその種類によっては特許要件を満たす可能性があるが、著作権法の場合と同様、基本的

には特許権が所与となる「専有的な」環境ではないと考えられる。 

 

（3）不正競争防止法 

著作権法と特許法に加えて、不正競争防止法も研究データと関連する法規として挙げら

れる。不正競争防止法により保護されるデータには、「営業秘密」のデータと「限定提供

データ」があり、こうしたデータを不正な手段により利用する行為が規制される。 

「営業秘密」とは、「秘密として管理されている生産方法、販売方法その他の事業活動

に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られていないもの」（不正競争防止

法 2 条 6 項）を意味し、秘密管理性・有用性・非公知性という要件を満たしている場合に

当該データ（情報）は営業秘密に該当すると考えられる（福岡・松村, 2019）。日本の多く

の研究データリポジトリ、特に国立大学法人や国立研究開発法人により運営されるリポジ

トリでは主として研究データを公開することを念頭に置いていると考えられることから、

「営業秘密」が問題となることは少ないと言えよう。 

「限定提供データ」とは、「業として特定の者に提供する情報として電磁的方法（電子

的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識することができない方法をいう。次項

において同じ。）により相当量蓄積され、及び管理されている技術上又は営業上の情報

（秘密として管理されているものを除く。）」（不正競争防止法 2 条 7 項）を意味する。具

体的には、プラットフォーム等において多数の会員にデータが共有される場合など、秘密

管理性や非公知性を満たさないために「営業秘密」として保護されず、かつ他者との共有

を前提に一定の条件のもとで利用可能とされるデータが対象となる（福岡・松村, 2019）。

例えば、利用料金を課すことにより研究データを提供しているリポジトリについては、当

該データは「限定提供データ」に該当し得ると考えられる。一方で、利用に際して特に条

件を課さず無償で研究データを提供している場合には、当該データは不正競争防止法に基

づく損害賠償請求等の救済手段は適用されないと解される（不正競争防止法 19 条 1 項 8

号ロ; 福岡・松村, 2019）。 
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（4）民法 

データは民法においても保護される場合がある。具体的には、「不法行為」（民法 709

条）と「契約（債務不履行）」（民法 415 条）に基づく場合が挙げられる。「不法行為」に

ついて、「不法行為が成立するか否かは、その行為が不法と評価できるか否かについて、

諸事情から総合的に考慮される性質のもの」（福岡・松村, 2019, p.143）であるため、（研

究）データが一概に不法行為法により保護されるわけではないが、当該データが著作物に

該当しない場合でも不法行為が成立する際には損害賠償等の救済手段が適用される。 

「契約（債務不履行）」について、データの利用者と保有者の間で利用規約等の契約が

交わされると、契約違反（債務不履行）が生じた際に損害賠償請求や当該データの利用の

差止請求等の救済措置が適用される。また、一般的にデータには所有権を観念できないた

め、契約による取り決めがない場合当該データは誰にも帰属していないと解されるが、当

事者間で契約を交わすことにより当該データの帰属先を規定することは可能である（福

岡・松村, 2019）。 

 

以上 4 点に加えて、例えば絶滅危惧種に関する情報など、各々の研究分野において公開

を制限する慣習が存在する場合もある（研究データ利活用協議会, 2019）。また、個人に関

する情報が研究データとして含まれる場合には、個人情報保護法や独立行政法人個人情報

保護法、およびプライバシー権に関する法理が適用され得る。特に人の姿が写り込んだ画

像等が研究データに含まれる場合には、肖像権やパブリシティ権の法理が関係することも

考えられる。 

 

4.5 社会的ジレンマと制度的措置 

3.4.2 で述べたように、知識コモンズは社会的ジレンマと密接な関わりを持つ。それで

は、研究データリポジトリにおける研究データが直面する社会的ジレンマとはどのような

ものであろうか。Pronk et al.（2015）はゲーム理論に基づく分析を行うことで、研究デー

タの共有は社会的ジレンマに直面することを示している。Pronk et al.（2015）のモデルで

は、多くの研究者が研究データを共有すれば論文の執筆に必要なデータセットを探す時間

が短縮され、結果としてより短い時間で多くの論文が生産されることになり、当該研究コ

ミュニティから生み出される論文の一年当たりの総被引用数は増加する一方で、共有には
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時間的コストがかかるため個人の研究者は常に研究データの共有を行わない方が合理的で

あることが示される。ただし、当該モデルでは研究者が享受する利益を当該研究コミュニ

ティにおける一年当たりの総被引用数に、データの共有にかかるコストを時間的コストに

限定しているなどいくつもの単純化がなされているため、実際の事例を対象に分析を行う

際にはモデルを調整・拡張する必要があるとされる（Pronk et al., 2015）。 

また、Scheliga & Friesike（2014）では、研究者を対象とする半構造化インタビューに

よりオープンサイエンスが直面する社会的ジレンマの要因を分析している。このとき、研

究者らはオープンサイエンスという理念には賛同を示しているものの、オープン化した成

果物がフリーライドされることへの恐れといった個人的要因や、オープン化が業績評価へ

と結びつかないなどの構造的要因により、実際にオープンサイエンスに寄与する行動は行

われづらいという状況にある（Scheliga & Friesike, 2014）。ただし、同研究は調査対象者

がドイツの研究者に限定されていることから調査結果を過度に一般化することはできない

ことが限界として示されている（Scheliga & Friesike, 2014）。 

それでは、日本の研究者は研究データをオープン化することの意義およびそのコストな

いし阻害要因をどのように捉えているのだろうか。池内ほか（2017）および池内・林

（2020）では、人文学・社会科学・自然科学など多様な専門分野に属する日本の研究者を

対象に、それぞれ 2016 年と 2018 年に研究データの公開実態に関する調査が行なわれてい

る。調査結果によると、日本の研究者がデータを公開する主な理由として最も多く選ばれ

ているのは「研究成果を広く認知してもらいたいから」である一方で、データ公開をしな

かった主な理由としては「論文を投稿した雑誌のポリシーではないから」「ニーズがない

と思うから」「所属機関にポリシーがないから」「時間がないから」「業績にならないか

ら」が挙げられており、また、「引用せずに利用される可能性」や「先に論文を出版され

る可能性」がデータ公開にかかる懸念であるとされる（池内ほか, 2017; 池内・林, 

2020）。このとき、「研究成果を広く認知してもらいたい」というデータ公開の理由は

Scheliga & Friesike（2014）におけるインタビュー調査の結果にも見られるものである。

研究成果が周知されることは最終的に当該論文の被引用数の増加にもつながり得るため、

データの公開（共有）により個々の研究者が得られる利益を被引用数の増加であると想定

する Pronk et al.（2015）のモデルとも大きな乖離は見られない33。また、データを公開し

 

33 Pronk et al.（2015）のモデルでは一論文当たりの被引用数は定数として設定されてお
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ない理由やデータ公開に関する懸念も、概して Scheliga & Friesike（2014）と整合的であ

る。 

このとき、日本の研究データのオープン化に関する社会的ジレンマを個々の研究者の視

点から想定すると次のようになる。研究データのオープン化（すなわちオープンサイエン

ス）が進展することにより個々の研究者が得ることができる潜在的な利益（の一つ）は、

研究成果の周知や論文数の増加に伴う被引用数の増加である。しかし、ポリシーが存在し

ないため提供データの法的状態が不明瞭であることや、時間的コストがかかること、オー

プン化自体は直接的に業績評価に結びつかないこと、引用せずに当該データを利用される

こと（フリーライド）等の要因により、個々の研究者にとっては研究データを公開しない

ことが合理的な選択となり得る34。そのため、このままでは研究データのオープン化は

「科学者コミュニティからの主体的な関与はまだ少ないことが課題」（日本学術会議, 2020, 

p.4）であると指摘されるように十分に進展しないこととなる。 

本章における以上の議論を踏まえると、日本の研究データリポジトリはどのような知識

コモンズであると位置付けられるであろうか。当該知識コモンズの「目的」は研究データ

のオープン化の推進である。「背景環境」は基本的に知的財産権法の保護下にない「自然

な」環境であるが、例外が多数存在するため個々のデータセットの法的状態は必ずしも明

確であるとは言えない。そして、研究データの作成・公開を行う主体であり、リポジトリ

における研究データの管理主体としても想定される個々の研究者は、研究データのオープ

 

り、論文数が増加することで結果的に被引用数が増加するというロジックが想定されてい

る。一方で、研究成果の周知が論文の被引用数の増加につながるというロジックでは論文

数の増加については特に考慮されず、論文当たりの被引用数が増加することが想定され

る。このとき両者は両立し得ると考えられる。 

34 「フリーライダー・アレゴリー」を広義に解釈すると、引用せずに利用することもフリ

ーライドの一種であると考えられる。このとき、フリーライドへの懸念は社会的ジレンマ

の支配的な要因ではなく、時間的コストや法的状態が不明瞭であることへの懸念と並んで

（主な）要因の一つであるにとどまる。また、3.3.2 で述べたように、狭義には「フリーラ

イダー・アレゴリー」で想定されるフリーライドは支払いの伴わない当該資源の利用を指

すが、池内ほか（2017）および池内・林（2020）ではこうした狭義のフリーライドへの懸

念は見られず、かつデータ公開の際のインセンティブとしても金銭的な対価を重要視する

者の割合は低いことから、知的財産権法制が一般に想定する状況と学術情報流通の世界の

論理には乖離があることが伺える。 
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ン化に際して上記の社会的ジレンマに直面している。このときリポジトリは、ポリシーを

策定することにより研究データの公開に関する法的状態の明確化を図ったり、標準化や各

種ツールの導入により研究者がデータを公開・管理するコストを低減したりすることで社

会的ジレンマの解決を目指す、一種の制度的措置であると考えられる。また、4.2.2 で述べ

たように、内閣府等の主導によりポリシーの策定に関する指針やリポジトリの整備が進め

られていることから、日本の研究データリポジトリは Contreras（2017）で指摘されるよ

うな公的機関との関係の上に成立する知識コモンズであると考えられる。なお、以上の整

理は次章における横断的な事例間比較を行うために現実を単純化して捉えたものであり、

4.1 で述べたように実際には個々の事例はそれぞれ多様な状況に位置するものと考えられ

る。 
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5. 日本の研究データリポジトリにおける 

研究データガバナンス 
 

5.1 本章の目的と構成 

4.3 で述べたように、日本の研究データリポジトリにおいて公開される研究データは概し

て「オープン化」を念頭に置いているものと解される。他方で、政策文書等では研究コミュ

ニティごとの「オープン・アンド・クローズ戦略」を考慮するべきことが示されているほか、

個々の研究者が研究データの公開を忌避する要因も存在することから、実際にはオープン

である事例とクローズである事例とが混在していることが予想される。このとき、1.1 で論

じたように、日本のリポジトリにおいて研究データはどの程度オープン（ないしクローズ）

な状態で公開されているのか、換言するとどのようなガバナンスがなされているのかは明

らかにされておらず、したがって 4.2 で概観したような研究データのオープン化に関する政

策は必ずしも十分な実証的知見の蓄積の上に進められているわけではない。国立情報学研

究所（NII）が提供する学術機関リポジトリデータベース（IRDB）35では国内の機関リポジ

トリにおいて種々のコンテンツがどのような状態で公開されているかに関する統計情報が

示されている。しかし、機関リポジトリは研究データリポジトリの一種であるにとどまるた

め36、同情報も日本のリポジトリにおける研究データガバナンスの現状を俯瞰的・事例横断

 

35 https://irdb.nii.ac.jp/（2021-06-28 参照） 

36 内閣府（2019a）では、「電子的データの保存・共有等を行うための広い意味の情報基盤

であり、計算機基盤（狭義の情報基盤）のみならず、運営体制及び人的基盤を含む」（内

閣府, 2019a, p.2）ものである「データリポジトリ」のうち、「国研・大学等により整備さ

れるものであって、とくに公的資金により得られた研究データを再利用できる形で保存・

管理し、当該機関内または機関外へのデータ利用サービスに供するもの」（内閣府, 2019a, 

p.2）を「研究データリポジトリ」として定義している。このとき、「大学・研究機関の成

果を保存・管理・公開することを主眼とする「機関リポジトリ」」（内閣府, 2019a, p.2）

は、「分野における研究資源を保存して活動促進に資する「分野リポジトリ」、分野や機関

を限定しない「汎用リポジトリ」など」（内閣府, 2019a, p.2）と並んで、研究データリポ

ジトリの下位分類であると位置付けられる。 
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的に明らかにしたものとは言い難い。また、「オープン」と言う概念は本来複合的なもので

あるが、IRDB では（コンテンツに）アクセス可能か否かと言う次元でのみ「オープン」が

捉えられている。こうした「オープン」概念の単純化は国内のオープンサイエンス政策にお

いても共通して見られるものである。 

本章は RQ2 に対応する章であり、日本の研究データリポジトリにおいて研究データはど

のようにガバナンスされているかを明らかにすることを目的とする。そのために、3 章で導

出した理論的視座を用いて分析を行う。このとき、日本のリポジトリにおける研究データの

ガバナンスの現状を知ることはオープンサイエンス政策の進展度合いを把握することにつ

ながるとともに、研究データのオープン化を推進しようとする研究コミュニティがどのよ

うに「オープン・アンド・クローズ戦略」を確立するかを考える助けともなることが期待さ

れる。また、「オープン」という概念を複合的に捉える視点は先述のように国内のオープン

サイエンス政策に欠けているため、同視点の導入はオープンサイエンスの推進方策を検討

する際に新たな視座を提供するものとなり得る。 

本章の構成は以下の通りである。まず 5.2 では、FSITA と呼ばれる手法を適用すること

で、KCF アプローチの知見に基づく研究データガバナンスの分析方法を導出する。5.3 では

FSITA による分析結果である、日本の研究データリポジトリにおける研究データガバナン

スの現状を示す。最後に 5.4 において分析結果に対する考察を行い、日本において研究デー

タのオープン化はどのように展開しているかを検討する。 

 

5.2 研究方法 

5.2.1 FSITA と類型 

本章では、日本の研究データリポジトリにおける研究データのガバナンスの現状を捉え

るための方法として FSITA（Fuzzy-set ideal type analysis）を用いる。FSITA は、質的比較

分析（Qualitative Comparative Analysis, QCA）という集合論を用いたケース間の比較分析

のための方法論をルーツとして、これを制度やガバナンスの分析に特化させた方法であり、

政策科学分野を中心に社会科学の諸分野において用いられている（e.g. An & Peng, 2016; 

Ciccia, 2017; Ciccia & Verloo, 2012; Hudson & Kuehner, 2013; Huh et al., 2018; Kowalewska, 

2017; Kvist, 1999: 2007; Vis, 2007）。FSITA は、まず分析の対象となる事象について類型を
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構築したうえで、実際の事例が類型中のどのタイプに帰属しているかを実証的に判定する

という段階を踏む。したがって、FSITA がどのような方法であるかを理解するには、FSITA

において中核的な役割を担う「類型」とは何であるかを踏まえる必要がある。 

「類型（typology）」は、理論の開発や変化の測定もしくは因果推論などを行う際の第一

歩として、科学のプロセスにおいて重要な役割を果たすものであると言われており（Collier 

et al., 2012）、（１）クラスター分析のような帰納的・実証的方法で開発された「実体的類型

（real-typologies）」と、（２）演繹的・理論的な方法で開発された「理念型の類型（ideal-

typologies）」に大別される（Ebbinghaus, 2012）。ここでいう「理念型（ideal types）」とは、

Max Weber のいう「ひとつの、あるいは二、三の観点を一面的に高め、その観点に適合す

る、ここには多く、かしこには少なく、ところによってはまったくない、というように、分

散して存在している夥しい個々の現象を、それ自体として統一されたひとつの思想像に結

合することによって」（Weber, 1998, p.113）形成されるところの「理念型」に由来するもの

であり、社会的現象を分析するためのツールとして用いられる。したがって、目指すべき状

態を意味する「理念」とは異なるものである。 

以上 2 つの類型のうち、FSITA で用いるのは「理念型の類型」である。つまり、本研究

では FSITA を適用することで、研究データリポジトリにおける研究データガバナンスの理

念型の類型を構築したうえで、個々の事例（日本の研究データリポジトリ）が類型中に含ま

れるどのガバナンス・タイプに帰属しているかを実証的に判定する。 

FSITA を実施するための具体的な手順は以下の 4 つに整理される（An & Peng, 2016; 

Ciccia & Verloo, 2012）。第一に、理念型を構成する要素である「次元（dimension）」を定義

する。先に述べたように、ここでいう理念型は実際の事例がどの程度それに当てはまるかを

測るための分析ツールとして機能するものであり、したがって現実を表す一種のモデルで

はあるが必ずしも実際に存在するものではない（Weber, 1998）。このとき、k を分析者によ

り任意に選択される次元の数とすると、論理的に成立しうる理念型の数は 2k 個である。 

第二に、メンバーシップ値を有するファジィ集合として次元を表現する。この段階では、

分析者は次元を判定するための「実証的指標（empirical indicator）」を設定する必要がある。

実際の事例を対象として実証的指標を介することにより「実証的スコア（empirical value）」

を得たら、それらを 0 から 1 の間の値を有するファジィ集合メンバーシップ値に変換する。

この変換のプロセスは QCA の用語で「配属（calibration）」と呼ばれるものに相当する。配

属を行うために、（１）「（当該ファジィ集合への）完全な帰属」を意味するメンバーシップ
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値 1、（２）「完全な非帰属」を意味するメンバーシップ値 0、（３）帰属しているか否かが最

も曖昧な状態に相当するメンバーシップ値 0.5 を定義する。これらの定義は QCA の用語で

「質的アンカー（qualitative anchor）」と呼ばれるものであり、分析対象となる各事例がそ

れぞれ有する各ファジィ集合（次元）へのメンバーシップ値は質的アンカーに基づき決定

（配属）される。 

第三に、ファジィ集合論の原則のうち「最小化原則（minimum principle）」と「論理否定

（logical negation）」を用いて、各事例が（複数の次元の組み合わせとして表現される）各

理念型に対して持つファジィ集合メンバーシップ値を計算する。「最小化原則」とは、ある

事例のある理念型に対する帰属度を、その理念型を構成する各ファジィ集合（次元）のメン

バーシップ値のうち最小の値として考えるルールのことである。たとえば、ある事例のファ

ジィ集合 A、B、C へのメンバーシップ値がそれぞれ 0.6, 0.8, 0.1 であるとき、その事例の

理念型 A*B*C（記号*は「論理積（logical and）」を意味する）のメンバーシップ値は最小値

である 0.1（集合 C のスコア）として計算される。「論理否定」は、「補集合（complement）」

とも呼ばれ、「当該集合に帰属していないあらゆる事例を含む集合」（Schneider and 

Wagemann, 2012, p. 323, 筆者訳）として定義される。ある事例がある集合に完全に帰属し

ている（もしくは完全に非帰属である）のではないかぎり、その事例はその集合とその集合

の論理否定の双方に部分的に帰属する。当該論理否定のメンバーシップ値は「1 – 当該集合

のメンバーシップ値」により計算される。たとえば、ある事例が集合 A についてメンバー

シップ値 0.8 を有する場合、集合 A の論理否定である集合 a のメンバーシップ値は 0.2（= 

1 – 0.8）である。 

第四に、各事例がどの理念型に帰属しているかを判断する。上述の 2 つの原則を適用し

たうえで、当該事例は最大のメンバーシップ値を有する事例に帰属すると考えると、設定し

た次元の数に関わらず、各事例は論理的にあり得るすべての理念型のうちどれか一つに対

してのみ帰属する—つまり、0.5 を超えるメンバーシップ値をとる—こととなる（e.g. 

Schneider and Wagemann, 2012）37。このことは、各ファジィ集合の組み合わせが多次元ベ

クトル空間を生じさせていると考えると理解しやすい（e.g. Rihoux & Ragin, 2009）。つま

 

37 ただし、いずれかの次元についてメンバーシップ値 0.5 を取る場合は、当該事例が各理

念型に対して持つメンバーシップ値の最大値も 0.5 となり、帰属しているか非帰属である

かが判断できないため、この限りではない。 
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り、定義した次元の数に応じて、2k 個の隅を持つ k 次元ベクトル空間が生じるため、実際の

事例はこの空間内のいずれかの座標に位置している。例えば、次元の数が 3 つだとすると、

各事例は座標点が（0, 0, 0）、（1, 0, 0）、（0, 1, 0）、（0, 0, 1）、（1, 1, 0）、（1, 0, 1）、（0, 1, 1）、

（1, 1, 1）の 8 点を隅とする 3 次元空間（立方体）の内部のいずれかの座標に位置すること

となる。このとき、当該事例はもっとも近い隅に対応している理念型に帰属すると判断され

る。なお、先述のように理念型は必ずしも現実に存在するわけではないため、実際にはある

事例がある理念型に対して完全に帰属する（メンバーシップ値 1 を示す）ことはほとんど

ない。 

FSITA は対象となる概念を相互に独立した分割可能な諸変数としてではなく、いくつか

の次元（ファジィ集合）の組み合わせとして表現することが可能であり（Kvist, 2007）、中

小規模のサンプル（事例）数を系統的な方法で分析するのに適した方法であると言われる

（Rihoux and Ragin, 2009）。本研究で FSITA を研究方法として採用したのは、FSITA のこ

うした特性が、「オープン」を複合的に捉えたうえで事例数が中小規模にとどまる日本の研

究データリポジトリを対象に分析を行うという本研究の事情に適したものであると考えら

れることによる。また、FSITA 適用の過程で用いる「理念型の類型」には、「実体的類型」

と比べて仮説構築のための土台や事例選定の基準として活用しやすく将来的に実証研究を

進める際により有用であるという副次的な利点もある（Ebbinghaus, 2012）。 

なお、Pampel et al. (2013)でも研究データリポジトリの類型が示されているが、同類型は

当該リポジトリの設置主体や当該研究データの作成主体の属性等を基準として設定された

ものであり、知識コモンズ研究の知見に依拠するものではなく、かつ系統的な方法のもとに

構築されたものでもない38。また、知識コモンズ研究においてガバナンスの類型構築を行っ

ている先行研究は存在するが（Benkler, 2013; de Rosnay & Musiani, 2016）、いずれも研究

データやリポジトリを対象とはしておらず、かつオープン性に着目したものではない。その

 

38 Pampel らの類型では研究データリポジトリを、（1）大学や研究機関によって運営され

る「機関リポジトリ（institutional research data repositories）」、（2）特定分野の研究デー

タに特化した「分野リポジトリ（disciplinary research data repositories）」、（3）特定分野

に限らず学際的に研究データを扱う「学際リポジトリ（multidisciplinary research data 

repositories）」、（4）特定の研究プロジェクトから生み出された研究データに特化した「プ

ロジェクト特化リポジトリ（project specific research data repositories）」の 4 種類に分類

している（Pampel et al., 2013）。 
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ため、管見の限り本研究は、KCF アプローチの知見に基づいてオープン性という観点から

リポジトリにおける研究データのガバナンスの理念型の類型を構築する最初の研究である

と位置付けられる。以降では、上述の手順に即して日本のリポジトリにおける研究データの

ガバナンスを分析する準備を進めていく。 

 

5.2.2 理念型の定義 

3.4.3 で述べたように、知識コモンズ研究（KCF アプローチ）の観点に立つとき、研究デ

ータリポジトリにおける研究データガバナンスは、（１）資源（研究データ）のオープン性、

（２）コミュニティのオープン性、（３）インフラストラクチャーのオープン性という 3 つ

の次元から捉えることができる。本研究ではこの理論的視座を、FSITA の用語でいうとこ

ろの、理念型の類型を構成する「次元」として応用する。そして、以降は「資源のオープン

性」を次元（ファジィ集合）R、「コミュニティのオープン性」を次元 C、「インフラストラ

クチャーのオープン性」を次元 I として表す。このとき、R は「資源」がオープンである状

態を表しており、その補集合である r は「資源」がクローズドな状態に対応する。 

表 5.1 は上記 R、C、I の３つの次元からなる 8（=23）種の論理的にあり得る組み合わせ

を示している。これはすなわち研究データリポジトリにおける研究データガバナンスの理

念型の類型に相当する。つまり、理念型 R*C*I は資源、コミュニティ、インフラストラク

チャーのすべてがオープンであるというガバナンスを意味し、理念型 r*c*i はすべてがクロ

ーズドなガバナンスを表す。 

 

表 5.1 研究データリポジトリにおける研究データガバナンスの「理念型の類型」

（Nishikawa, 2020, Table 1, 筆者訳） 

 

 

理念型 資源のオープン性（R） コミュニティのオープン性（C） インフラストラクチャーのオープン性（I）

R*C*I R (open) C (open) I (open)

r*C*I r (closed) C (open) I (open)

R*c*I R (open) c (closed) I (open)

R*C*i R (open) C (open) i (closed)

r*c*I r (closed) c (closed) I (open)

r*C*i r (closed) C (open) i (closed)

R*c*i R (open) c (closed) i (closed)

r*c*i r (closed) c (closed) i (closed)
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さらに、これを 3 次元のベクトル空間として表現すると、図 5.1 のようになる。各隅はそ

れぞれの理念型に対応しており、本研究で対象とする日本の研究データリポジトリはこの

空間内のどこかに位置する。そして、当該リポジトリにおける研究データガバナンスの種類

は、最も近い隅に対応する理念型であると判断される。次項では、対象とするリポジトリの

選定基準や実際の事例に際して上記の次元を具体的にどのように捉え、またどのように判

定するかを論じる。 

 

  

図 5.1 研究データリポジトリにおける研究データガバナンスの 3 次元ベクトル空間 

 

5.2.3 ファジィ集合の操作化と配属 

（１）収集データ 

本研究では、特定の国・地域および学問分野によらず事例横断的に研究データリポジトリ

の情報を登録している国際的なレジストリである re3data.org39に記載されているすべての

 

39 https://www.re3data.org/（2021-06-28 参照） 

r*c*I R*c*I

r*C*I R*C*I

r*c*i R*c*i

r*C*i R*C*i
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日本の研究データリポジトリを対象としてデータを収集した。データ収集に際してはまず、

re3data.org 上の検索タブ“Browse by country”を用いて日本の研究データリポジトリとして

登録されている全 56 事例（調査実施時点）を対象に調査を行なった。ついで表 5.2 に示す

排除基準にしたがい実際にデータを収集する事例を 37 件に絞り込んだ。なお、この 37 件

のリポジトリはいずれもデータ収集業務もしくは何らかの研究成果により得られた研究デ

ータを保存・公開することを目的とするものであり、GakuNin RDM のように研究プロジェ

クトの実施中に生成される研究データを当該プロジェクトに関わる研究者間で管理するこ

とを主目的とする事例は含まれていない。 

 

表 5.2 排除基準 

⚫ リンクの消失などの理由によりアクセスできない場合、もしくはアクセスは可能である

が技術劣化等により本来そのリポジトリが備えていた主要な機能を利用できない場合、

当該リポジトリを対象から除外する。 

⚫ 全 56 事例間で重複している場合、一方のリポジトリを対象から除外する。 

⚫ デジタル化された研究データを有していない場合、当該リポジトリを対象から除外す

る。 

⚫ 当該リポジトリの運営に際して日本の組織が従属的な役割しか果たしておらず実質的に

外国の組織において運営されていると考えられる場合、当該リポジトリを対象から除外

する。なお、この決定は、re3data.org 上に記載されている、当該リポジトリの運営に関

わる各組織の責任の種類を示す情報（“Type (s) of responsibility”）および当該リポジト

リの Web ページないし関連文献から得られる情報に基づいてなされる。 

⚫ 個々のデータベースへの単なるリンク集である場合など、運営主体や固有のポリシーな

どを有さないとき、当該リポジトリを対象から除外する。 

 

本研究におけるデータは、当該リポジトリに実際にアクセスし、ポリシーを調査し、場合

によってはユーザー登録やデータ提供者登録を行い、研究データを実際にダウンロードす

ること等により収集した。また、これと合わせて、各リポジトリの関連文献の収集も行って

いる。データ収集は 2019 年 10 月〜同年 12 月の間に実施した。 
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（２）実証的指標の設定 

5.2.2 で定義した各次元はそれ自体がいずれも多面的な概念であり単一の指標（indicator）

で判定することができないため、本研究では各次元について複数の指標を統合したインデ

ックス（index）を構築し、各次元の実証的スコアは各インデックスに含まれる個々の指標

を通して得られたスコアを合計することで算出した。なお、各次元の実証的スコアはいずれ

も当該リポジトリの提供主体のメンバーではない一外部ユーザーの視点に立つことを想定

して判定したものである。また、スコアの判定作業は筆者が実施した。 

 

表 5.3 「資源のオープン性（R）」のインデックス（Nishikawa, 2020, Table 2, 筆者訳） 

  

 

  

指標 スコア

R Ind.1: フォーマット

0 - オープンでも機械可読でもない

1 - オープンではないが機械可読もしくはその逆

2 - オープンかつ機械可読

R Ind.2: ダウンロードの可否

0 - ダウンロード不可

1 - ダウンロード可能だがバルクダウンロードは不可

2 - バルクダウンロード可能

R Ind.3: 法的状態

0 - 著作権の保護下または権利不明であって利用条件の明示無し

1 - オープンではないライセンスやポリシー

2 - オープンライセンス*もしくはパブリックドメイン

R Ind.4: 支払いの有無
0 - 有償

1 - 無償

*ここでいう「オープンライセンス（open license）」とは、「利用」「再頒布」「改変」「分割」「編纂」「差別条項

の禁止」「伝播」「利用目的制限の禁止」「料金領収の禁止」の事項について「撤回不能な許諾」を与えるライセンス

を指す（Open Knowledge Foundation, 2015）。
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表 5.4 R インデックスによるスコア判定手順 

⚫ 当該リポジトリの利用に関する標準的なポリシーが存在する場合、そのポリシーに基づ

きスコア判定を行う。 

⚫ 標準的なポリシーが存在せず、かつ当該リポジトリ内に異なる利用条件を有する複数の

データセットが存在する場合、当該リポジトリのミッションや目的、背景などを踏まえ

て主要なデータセットを決定し、その主要なデータセットを対象にスコア判定を行う。 

⚫ 標準的なポリシーが存在せず、かつ主要なデータセットを一つに絞り込むことができな

い場合、当該リポジトリにおける最もオープンな状態のデータセットを対象にスコア判

定を行う。 

 

表 5.3 は、「資源のオープン性（R）」を判定するためのインデックス（「実証的指標」）で

ある。3 章で述べたように、本研究でいう「資源」は研究データを意味し、KCF アプローチ

における「オープン（性）」はコントロールの程度に関する概念であるため、次元 R は研究

データのコントロールの程度に相当する。このとき、研究データの利用が強くコントロール

されていればクローズド（非オープン）であり、コントロールが弱いほどオープンであると

解される。R インデックスでは、より大きいスコアのとき当該事例における「資源」はより

オープンであり、低いスコアのときはクローズドであると捉える。 

研究データのオープン性を対象とする既存の指標は管見の限り存在しないが、研究デー

タを含むデータ一般のオープン性については、Open Knowledge Foundation による『オー

プンの定義 2.1 版』（Open Knowledge Foundation, 2015）において「オープン」の一般的

な要件が示されており、同定義をベースとして世界各国における政府データのオープン化

の進展を判定するためのインデックスである “The Global Open Data Index” (Open 

Knowledge Foundation, 2017)および“The Open Data Barometer Leaders Edition” (World 

Wide Web Foundation, 2017)が開発されている。以上の 2 つのインデックスでは多様な指

標が設定されており、そこには利用のコントロールには直接関係しないものや、研究データ

の場合には該当しないものも含まれている。そこで本研究では、Lessig（1998）において提

起されたコントロールの 4 要素―アーキテクチャ、法、規範、および市場―に基づいて、先

行のインデックスにおける指標のうち本研究の文脈に沿うものを表 5.3 に示す 4 つに整理

した。また、個々の指標によるスコアリング方法については、5.2.3（1）で選定したリポジ

トリを対象に予備的なケーススタディを行ったうえで、リポジトリにおける研究データの
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状態を詳細に区分できるように決定した。実際のスコア判定は表 5.4 で示す手順に基づいて

実施した。 

R Ind.1-2 は研究データを利用する際の技術的な制約に関する指標であり、「アーキテク

チャ」（Lessig, 1998）に対応する。R Ind.1 は研究データのフォーマットに関連しており、

オープン40でありかつ機械可読なフォーマットであるときスコア 2 を取り、反対にオープン

でも機械可読でもないフォーマットが使用されているときはスコア 0 を取る。他方で、当

該データの利用に際して、オープンなフォーマットであることと機械可読なフォーマット

であることのどちらがより「オープン」であるかについては現状判定できないため、両者は

理論的に等価であると仮定して、いずれかの要件のみを満たす場合にスコア 1 を取ること

と設定した。 

R Ind.2 は研究データのダウンロードの可否に係る指標であり、バルクダウンロードが可

能な場合にはスコア 2 を、ダウンロード自体は可能だがバルダウンロードができない場合

は 1 を、ダウンロードができない場合は 0 を取る。なお、当該データにアクセスすること

はできるがダウンロードはできない場合もスコア 0 として判定する。 

なお、先行のインデックス（Open Knowledge Foundation, 2017; World Wide Web 

Foundation, 2017）では他の要素に比べて「アーキテクチャ」に相当する指標が多く含まれ

ているが、これは「データのオープン性」において「アーキテクチャ」がより重要な要素と

して捉えられていることを意味するものであると考えられる。この点を踏襲して、「アーキ

テクチャ」に対応する R Ind.1 および Ind.2 についても合成等の措置は行わず、R インデッ

クスひいては次元 R においても「アーキテクチャ」はより重要な要素として捉えることと

する。 

R Ind.3 は研究データの法的状態に関する指標であり、Lessig（1998）でいう「法」およ

び「規範」に対応する。当該データに CC BY などの「オープンライセンス」が付与されて

いるか、もしくは当該データがパブリックドメインである場合は最も制約の少ない形で再

利用できることから、スコア 2 を取る。「オープンライセンス」の要件は満たさないが、ラ

イセンスや利用ポリシーが設定されており、利用条件が明示されている場合には、当該ライ

 

40 ここでいうオープンなフォーマットとは、「少なくとも 1 つのフリーかつオープンソー

スのソフトウェアで完全に処理できるフォーマット」（Open Knowledge Foundation, 2017, 

筆者訳）を意味する。 
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センス等で定められる一定の条件を満たすことで当該データを再利用することができるた

め、スコア 1 を取る。他方で、著作権法の保護下にあるか権利状態が不明であって、ライセ

ンスや利用ポリシー等で利用に関する条件が明示されていない場合には、実質的に当該デ

ータの再利用は困難となると考えられることから、スコア 0 を取る。 

R Ind.4 は当該データの利用に関する料金の設定に係る指標であり、Lessig（1998）でい

う「市場」に対応する。無償で利用可能な場合はスコア 1 を、利用に際して支払いが必要な

場合はスコア 0 を取る。 

このとき、次元 R において R Ind.4（「市場」）が占めるウェイトは相対的に小さくなるが、

これは適切な金額であれば当該データの利用に際して料金を設定することで当該データの

複製にかかるコストを補填することが『オープンの定義  2.1 版』（Open Knowledge 

Foundation, 2015）において容認されていることに対応する。 

 

表 5.5 「コミュニティのオープン性（C）」のインデックス（Nishikawa, 2020, Table 3, 筆

者訳） 

 

 

表 5.5 は「コミュニティのオープン性（C）」のインデックスである。3 章で述べたように、

コミュニティは貢献者・管理者・利用者という３つの側面に大別され（Frischmann et al., 

2014; Ostrom & Hess, 2007）、次元 C は各コミュニティの外部にいる人間が当該コミュニ

指標 スコア

C Ind.1:

データのアップロードの可否

0 - メンバー以外には不可もしくは明示的なルールが存在しない

1 - モデレート登録*

2 - 自動登録**

3 - 登録の必要なし

C Ind.2:

データ利用ポリシー決定の可否

0 - 不可能もしくは明示的なルールが存在しない

1 - 可能

C Ind.3:

データ利用のための登録・要件

0 - メンバー以外には不可

1 - モデレート登録*

2 - 自動登録**

3 - 登録の必要なし

*ここでいう「モデレート登録（moderated registration）」とは、当該コミュニティ参加のために登録を行なった者をモデレー

ターがフィルタリングできる登録システムを指す。

**ここでいう「自動登録（automatic registration）」とは、当該コミュニティ参加のためにいかなるフィルタリングもない登録

システムを指す。
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ティに参加する障壁（コントロール）の程度に相当する。このとき、参加することが困難で

あるほど次元 C はクローズド（非オープン）であり、容易であるほどオープンであると解

される。C インデックスでは、より大きいスコアのとき当該事例における「コミュニティ」

はよりオープンであり、低いスコアのときはクローズドであると捉える。また、各指標のス

コアリング方法は R インデックスと同様に予備的ケーススタディの結果に基づき決定した。 

本研究では貢献者を当該リポジトリに自身の研究データを提供する研究者として捉え、

貢献者コミュニティのオープン性を C Ind.1 により判定する。C Ind.1 では、当該リポジト

リへの研究データのアップロードが外部ユーザーには不可能であるかもしくは明示的なル

ールが存在しない場合、実質的に貢献者コミュニティへの参加は困難であると捉えられる

ことから、スコア 0 を取る。一方で、登録を行うことでアップロードが可能となる場合はよ

りオープンであると考えられる。このとき、登録の方法として「モデレート登録」と「自動

登録」とを区別するのは、前者は登録に際して人間による審査プロセスが介在するため登録

者の属性や用途による差別が行われる可能性のある「非対称（asymmetric）」（Benkler, 2013; 

2014）な方法であるのに対し、後者は登録者の属性や利用目的を登録の可否の条件として

考慮しない「非差別的（non-discriminatory）」（Frischmann, 2013）ないし「対照的（symmetric）」

（Benkler, 2013; 2014）な方法であるためである。つまり、モデレート登録に比べて自動登

録はよりオープンな方式であると考えられるため、前者のときスコア 1 を、後者ではスコ

ア 2 を取るように設定した41。最後に、登録の必要もなく研究データをアップロードできる

状態は貢献者コミュニティへの参加に際して障壁が存在しないことに相当すると考えられ

ることから、最もオープンであると捉えてスコア 3 として判定する。 

C Ind.2 は管理者コミュニティのオープン性に関する指標である。データ利用ポリシーの

策定に携わることができないかもしくは明示的なルールが存在しない場合は、実質的に管

理者コミュニティへの参加は困難であると捉えられることから、スコア 0 を取る。一方で、

当該リポジトリにおける全体的な利用ポリシーの策定や改変に携わることが可能な場合や、

自身が提供した研究データの利用ポリシーを自身で決定ないし選択することができる場合

にはスコア 1 を取る。 

なお、KCF および IAD アプローチでいう「管理者」には異なる水準が含意されており、

 

41 また、両者の区別は Morell (2010, p.341)によるプラットフォームへの参加に関するオ

ープン性の指標に対応するものでもある。 
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その一部は Morell のいう「インフラ提供者」（Morell, 2010: 2014）として捉えることが妥

当であると考えられる。そのため、C Ind.2 では下位の水準において「管理者コミュニティ

のオープン性」を捉えることとし、後述の I Ind.2 では「インフラ提供者」として上位の水

準における「管理者コミュニティのオープン性」を判定する42。この点を反映して、次元 C

において C Ind.2（管理者コミュニティのオープン性）が占めるウェイトは他の指標に比し

て小さくなるようスコアリング方法を設定した。 

利用者コミュニティについては C Ind.3 により判定する。当該リポジトリのデータを外部

ユーザーが利用することができない場合は、スコア 0 を取る。C Ind.1 と同様に、「モデレ

ート登録」または「自動登録」をすればデータを利用することができるようになる場合には

それぞれスコア 1 および 2 を取る。登録の必要なくデータを利用することができる場合は

スコア 3 として判定する。C Ind. 3 については、登録に際して異なる条件を要する複数のデ

ータセットが当該リポジトリに存在する場合、R の場合と同様の手順に即してスコア判定

の対象を絞り込むこととする。また、営利目的での利用など特定の用途でデータを使うとき

にのみ登録が要求される場合、および当該データへアクセスするだけなら登録は不要だが

ダウンロードを行うには登録が必要となる場合、当該リポジトリには登録が存在するとし

てスコアを判定する。 

 

  

 

42 C Ind.2 における「データ利用ポリシー決定の可否」とは、すなわち 3 章で述べた「現

用ルール」の策定に関わることができるようになるかどうかを指す。このとき、「現用ル

ール」をさらに「運用レベル（operational level）」「集合的選択レベル（collective choice 

level）」「構造レベル（constitutional level）」という 3 つのレベルに区分するという Ostrom 

& Hess（2007）の知見を踏まえると、「データ利用ポリシー」自体は最も下位のレベルで

ある「運用レベル」に相当する。このとき、C Ind.2 は「運用レベル」の現用ルールの策

定の仕方を規定する「集合的選択レベル」に対応する。これに対して、「インフラ提供

者」（後述のように I Ind.2 が対応）は「集合的選択レベル」での相互作用の仕方を規定す

る「構造レベル」に対応すると解される。 



 115 

表 5.6 「インフラストラクチャーのオープン性（I）」のインデックス（Nishikawa, 2020, 

Table 4, 筆者訳） 

 

 

表 5.6 は「インフラストラクチャーのオープン性（I）」のインデックスである。3 章で述

べたように、本研究における「インフラストラクチャー」は研究データリポジトリに、「イ

ンフラ提供者」は当該リポジトリの運営組織やボードメンバーに相当する。I インデックス

における指標およびスコアリング方法は Morell がインフラストラクチャーのガバナンスを

分類するのに用いた方法に直接的に依拠しているが（Morell , 2010, p.88, Figure 4)、本研究

の文脈に合致するように一部スコア項目の表記を変更している。R および C インデックス

と同様に、I インデックスではより大きいスコアのとき当該事例における「コミュニティ」

はよりオープンであり、低いスコアのときはクローズドであると捉える。なお、Morell 

(2010)では研究データリポジトリではなくオンライン・コミュニティ（正確には“online 

creation communities (OCCs)”）が研究対象とされるが、OCCs は研究データリポジトリを

包含する広い概念であり、実際に PLOS（Public Library of Science）や DOAJ（Directory 

of Open Access Journal）のような科学的知識に関する事例も OCCs として捉えているため、

その方法は本研究にも適用可能であると考えられる。 

次元 I はさらに、当該インフラストラクチャーの「フォーカビリティ（forkability）」（I 

Ind.1）と、インフラストラクチャーの提供への参加可能性（I Ind.2）の 2 つの側面に分け

られる（Morell, 2010; 2014）。I Ind.1 は当該インフラストラクチャーがフォークできるか否

かを判定するものである。「フォーク（fork/forking）」とはあるオープンソース・ソフトウ

ェア・プログラムからソースコードをコピーして元のプログラムから独立した新たなプロ

指標 スコア

I Ind.1:

インフラ提供者からの自由度/自立性

0 - 独自開発か商用ソフトウェアであり著作権により保護もしくは権利不明

1 - FLOSS*を使用しているがコピーレフト・ライセンス**ではない

2 - FLOSS*を使用しておりコピーレフト・ライセンス**

I Ind.2:

提供主体への参加の可否

0 - 営利団体のメンバーになることにより参加可

1 - 非営利団体のメンバーになることにより参加可

2 - 明示的な基準や要件を満たすことにより参加可

3 - 自薦により参加可（希望者であれば誰でも参加可）

* ここでいう「FLOSS」とは、'Free/Libre and Open Source Software'の省略表現であり、フリーソフトウェアとオープンソー

ス・ソフトウェアの双方を指す。

** ここでいう「コピーレフト・ライセンス（copyleft license）」とは、二次的著作物をそのオリジナルと同じライセンスで配布

することを要求するライセンスを指す。
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グラムを開発・配布することを指す。もしあるリポジトリが FLOSS とコピーレフト・ライ

センスを使用している場合、そのリポジトリはフォーク可能であり、そのリポジトリのユー

ザーは、そのリポジトリの提供者から独立して、そのリポジトリ内にある研究データを移行

したり同様のリポジトリを再構築したりすることができる。一方で、あるリポジトリが独自

開発ないし商用のソフトウェアを使用している場合、当該コミュニティはそのリポジトリ

にロックインされている。つまり、当該リポジトリのインフラストラクチャーはフォーク可

能であるときによりオープンとなり、不可能であるときによりクローズドとなると考えら

れる。 

I Ind.2 は当該インフラストラクチャーの提供主体への参加可能性を判定している。提供

主体に参加することはすなわちインフラ提供者として当該インフラストラクチャーに関す

る意思決定過程に携わることを意味する。したがって、部外者がインフラストラクチャー提

供者の一員となることが困難であるときインフラストラクチャー提供に関するガバナンス

はクローズドであると考えられ、誰にとっても提供主体に参加することが容易であるとき

オープンであると言える。 

なお、現行のスコアリング方法では I Ind.1 の取り得るスコアの最大値は I Ind.2 よりも低

い値となる。この点について Morell は明示的な説明を行っていないが（Morell, 2010; Morell, 

2014）、Morell（2014）ではインフラ提供者は当該事例のガバナンスに関する諸要素をコン

トロールできるものとして想定されていることを踏まえると、Morell はインフラストラク

チャーの提供主体への参加可能性をより重大視していると考えられ（Morell, 2014）、また

究極的にはインフラ提供者となることができれば当該インフラストラクチャーの「フォー

カビリティ」を変更することも可能となることから、本研究でも標準化は行わず Morell に

よるスコアリング方法をそのまま用いることとする。 

 

（３）質的アンカーの設定 

表 5.7 は本論文における質的アンカーをまとめたものである。R~I のすべてのインデック

スについて、当該次元への完全な非帰属を意味するメンバーシップ値 0 に対応する質的ア

ンカーは各インデックスの最小値である 0 に、完全な帰属を意味するメンバーシップ値 1

に対応する質的アンカーは各インデックスの最大値に、そして帰属か非帰属かが最も曖昧

であるメンバーシップ値 0.5 に対応する質的アンカーは各インデックスが取り得る値の中

間値に設定した。ここでいう「中間値」は、各事例の当該インデックスにおける実証的スコ
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アの平均値や中央値といった対象の分布にのみ依存する統計量ではなく、各インデックス

が取り得る最大値（最もオープン）と最小値（最もクローズド）の中間の値であり、理論的

な意味を持つ値である。 

なお、こうした質的アンカーならびに先述の各次元に関する実証的指標の設定に際して

は、（1）各インデックスのもとの各指標の独立性は考慮しないこと、（2）各指標のもとのス

コアリングは等間隔であると仮定すること、の 2 点を前提としている。（1）に関して、当該

事例の各次元における実証的スコアはそれぞれの指標によるスコアを合計することで算出

するが、この操作は各指標が対応する要素のいずれもがそれ単体では当該の次元について

必須の要件ではない—つまり、スコア 0 を取るとき直ちにその次元が非オープン（クロー

ズド）として判定されるような指標は存在しない—ことを前提として成立するものである。

現在の知識コモンズ研究およびその関連領域では、いずれの次元についても上記のような

指標（が対応する要素）は示されておらず、当該次元は各指標（が対応する要素）の総体と

して構成されていることを暗に前提としていると解されるため、この操作は現時点では理

論上妥当なものであると考えられる。 

（2）は、文字通りに各指標のもとのスコア間の距離は等間隔である—つまり、いずれの

指標についても、スコアが 1 つ違うということは 1 つだけその指標ひいては当該次元に関

して当該事例がオープンないしクローズドである—として想定することを意味する。現在

の知識コモンズ研究およびその関連領域では、3 章および本章でこれまで述べたように、次

元および各指標が対応する各次元の構成要素については理論的な研究が進められているが、

指標のもとのスコアリング方法のレベルでは理論・実証ともに知見の蓄積は少ない。したが

って、質的アンカー0.5 に相当する状態を理論的な見地から同定することは現時点では困難

であるため、先述のように予備的にケーススタディを行ったうえでスコアリング方法を暫

定的に定めるとともに、これらのスコア間の距離を等間隔として仮定することで、便宜的に

中間値という機械的に決定可能な値をアンカーとして用いることとした。 

配属に当たっては、質的アンカーの設定を行わずに各事例に対して後述するファジィ集

合メンバーシップ値を直接的に割り当てるとともにその根拠を記述するという、より質的

な方法も存在する（e.g. Rihoux & Ragin, 2009）。この方法に拠ると、上記の仮定を置かずと

も（究極的には実証的指標を設定せずとも）配属が可能となるが、分析者の主観性が介在す

る余地が大きく、かつ質的アンカー0.5 に関連する理論的な知見の蓄積がない現状ではメン

バーシップ値の割り当ても対象事例間の相対的な同質性を根拠として判断せざるを得ない
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という課題がある。これはアンカーとして各事例の実証的スコアの平均値といった統計量

を用いる操作と実質的に同義であり、理論的な根拠が乏しい措置であると考えられる。他方

で、スコアリングや配属の基準（質的アンカー）を明示する方法は、理論的な知見と対応し

ていると同時に現時点で理論的知見の蓄積が十分でない箇所について行った操作や仮定を

可視的に示すものであり、反証可能性を保持するものであると考えられることから、本研究

の方法として採用した。 

 

表 5.7 各次元と質的アンカー（Nishikawa, 2020, Table 5, 筆者訳） 

 

 

設定した質的アンカーに基づき実証的スコアをファジィ集合メンバーシップ値に変換

（配属）する方法としては、ロジット関数を用いて実証的スコアを 0~1 の間の値に変換す

る「半自動化手法（the semi-automatic method）」（Schneider and Wageman, 2012）が用い

られることがある。しかし、半自動化手法は間隔ないし比例尺度にのみ適用可能であるのに

対して本研究における実証的スコアはあくまで疑似的な間隔尺度に過ぎないため、本研究

では半自動化手法に代えてスコアの性質によらず適用可能である質的なアプローチを用い

る（Schneider and Wagemann, 2012）。質的なアプローチでは、設定した質的アンカーに基

づいて、実証的スコアを既定のメンバーシップ値のいずれかに変換する。既定のメンバーシ

ップ値としては 0~1 の間の値を任意で設定可能であるが、本研究では慣例的によく使用さ

れている 4 値スキーマを用いることとする（表 5.8）。このスキーマにより配属を行うと、

各事例は各次元について「1（完全に帰属）」、「0.67（どちらかといえば帰属）」、「0.33（ど

ちらかといえば非帰属）」、「0（完全に帰属）」のいずれかのファジィ値を有することとなる

43。4 値スキーマは、分析対象の事例について十分な情報を得ることが可能であるが、そこ

 

43 理論的には「0.5（帰属か非帰属かが最も曖昧）」も取り得るが、慣例的にスキーマ中に

は表記されないため（e.g. Baber, et al., 2019; Wan & Wan, 2020）、本研究もこれに倣う。 

次元
完全に帰属

（1.00アンカー）

境界

（0.50アンカー）

完全に非帰属

（0.00アンカー）

R 7 （Rの最大値） 3.5 （Rの中間値） 0 （Rの最小値）

C 7 （Cの最大値） 3.5（Cの中間値） 0 （Cの最小値）

I 5 （Iの最大値） 2.5 （Iの中間値） 0 （Iの最小値）
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に含まれるエビデンスの性質が事例間で一様ではない場合に適しているとされる（Ragin, 

2008; Rihoux & Ragin, 2009）。本研究の場合、実証的スコアを判断する基準となるエビデン

ス（例えば、データの利用ポリシーやコミュニティの登録要件など）は個々のリポジトリに

おいて多様な形で存在しており、また、先述のように本研究では実証的指標や質的アンカー

の設定に仮定を置いていることからも、メンバーシップ値が連続値となる半自動化手法や

粒度が大きい 9 値ないし 6 値スキーマと比べて、より小さい粒度で対象群の概要を把握す

る 4 値スキーマの使用が適切であると考え、これを配属の方法として選択した。 

 

表 5.8 ファジィ集合メンバーシップ値の 4 値スキーマ（Rihoux and Ragin, 2009, p.91, 

Table 5.1 を基に筆者作成） 

 

 

具体的な配属の仕方は次のようになる。例えば、ある事例が R インデックスについて 7

の値をとる場合、表 5.7 で示すように 7 は最大値であり 1 の質的アンカーに対応するため、

当該事例の次元 R に対するメンバーシップ値は 1（完全に帰属）となる。同様に、C インデ

ックスについて 4 の値をとる場合、表 5.7 で示すように 4 は 1.00 アンカーと 0.50 アンカー

の間に位置するため、当該事例にはメンバーシップ値 0.67（どちらかといえば帰属）が割り

当てられることとなる。この作業をすべての事例におけるすべての次元について行ったう

えで、5.2.1 で述べた「最小化原則」と「論理否定」を用いることで、各事例が表 5.1 で示

す 8 種類の理念型それぞれに対して持つメンバーシップ値を導く。 

 

  

メンバーシップ値 説明

1 完全に帰属

0.67 どちかといえば帰属

0.33 どちらかといえば非帰属

0 完全に非帰属
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5.3 結果 

表 5.9 は各リポジトリが各理念型に対して持つファジィ集合メンバーシップ値―つまり

各リポジトリの各理念型に対する一致度—を示している。当該リポジトリ（事例）は表中に

太字で記載されているメンバーシップ値に該当する理念型に最も一致（帰属）している。理

念型 R*c*I に帰属する事例数は 3 件、理念型 R*C*i は 9 件、理念型 r*C*i は 1 件、理念型

R*c*i は 22 件、理念型 r*c*i は 2 件である一方で、理念型 R*C*I、r*C*I、r*c*I に帰属する

事例はみられなかった。なお、各事例の各指標における実証的スコアについては付録 2 で

示す。 
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表 5.9 日本の研究データリポジトリにおける研究データガバナンスのファジィ集合メンバ

ーシップ値（Nishikawa, 2020, Table 7, 筆者訳） 

 

 

  

事例番号 リポジトリ名 R*C*I r*C*I R*c*I R*C*i r*c*I r*C*i R*c*i r*c*i

1 ASTER j-spacesystems 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

2 Human Genetic Variation Repository 0.33 0 0.33 0.33 0 0 0.67 0

3 Intermagnet 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

4 Tropical Atmosphere Ocean Project 0.33 0 0.33 0.33 0 0 0.67 0

5 International Service of Geomagnetic Indices 0.33 0 0.33 0.33 0 0 0.67 0

6 Brain Transcriptome Database 0.33 0 0.33 0.33 0 0 0.67 0

7 Data Center for Aurora in NIPR 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67

8 ADS 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

9 jPOSTrepo 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33 0.33 0.33 0.33

10 National Institute of Polar Research Science Database 0.33 0 0.33 0.33 0 0 0.67 0

11 Life Science Database Archive 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33 0.33 0.33 0.33

12 Spectral Database for Organic Compounds 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67

13 DIAS 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33 0.33 0.33 0.33

14 Japanese Genotype-phenotype Archive 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33 0.33 0.33 0.33

15 International Mouse Phenotyping Consortium 0.33 0 0.67 0.33 0 0 0.33 0

16 Nobeyama Radio Polarimeters 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

17 SOAP 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

18 World Data Center for Geomagnetism, Kyoto 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

19 ASTER JPL 0.33 0 0.33 0.33 0 0 0.67 0

20 PDBj 0.33 0 0.33 0.67 0 0 0.33 0

21 DNA Data Bank of Japan 0.33 0 0.33 0.67 0 0 0.33 0

22 World Data Center for Cosmic Rays 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

23 GlyTouCan 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33 0.33 0.33 0.33

24 SMOKA Science Archive 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

25 WDC for Ionosphere and Space Weather 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

26 World Data Centre for Greenhouse Gases 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33 0.33 0.33 0.33

27 Informatics Research Data Repository 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

28 UMIN CTR 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

29 Pig Expression Data Explorer 0.33 0 0.67 0.33 0 0 0.33 0

30 CURATOR 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33 0.33

31 DARTS 0.33 0 0.33 0.33 0 0 0.67 0

32 Autophagy Database 0.33 0 0.33 0.33 0 0 0.67 0

33 Dartmouth Flood Observatory 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

34 Kyoto Encyclopedia of Genes and Genomes 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

35 Plant Organelles Database 3 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33 0.33 0.33 0.33

36 JaLTER MetaCat Service 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 0.33

37 FANTOM 0.33 0 0.67 0.33 0 0 0.33 0
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5.4 考察 

本章では、日本の研究データリポジトリにおいて研究データはどのようにガバナンスさ

れているのかという RQ2 の問いに取り組んだ。FSITA による分析の結果（表 5.9）はガバ

ナンスの理念型それぞれに対する実際の事例の一致度を示しており、研究データが日本の

リポジトリにおいてどの程度オープンに管理・公開されているかを表すものとして捉えら

れる。ただし、本研究および本研究が背景とする KCF アプローチではよりオープンである

方が望ましいということを前提としてない点には注意を要する（Frischmann et al., 2014）。

適切なガバナンス・モデルは当該事例の位置する状況によって異なることは、知識コモンズ

研究と日本のオープンサイエンス政策いずれの先行研究においても指摘されていることで

ある（e.g. Frischmann et al., 2014; Madison et al., 2010a; 日本学術会議, 2016; 内閣府, 

2019b）。 

研究対象であるリポジトリの過半数が理念型 R*c*i に帰属していたことから、同理念型は

日本のリポジトリにおける研究データのガバナンスの典型であると想定される。R*c*i とは

すなわち、資源（研究データ）のみがオープンであり、コミュニティおよびインフラストラ

クチャーはクローズドなガバナンス・モデルである。5.2.3 で述べたように R インデックス

は『オープンの定義 2.1 版』（Open Knowledge Foundation, 2015）を基に設定しているこ

とから、研究データのオープン化の基盤として位置付けられる日本のリポジトリにおいて

多くの場合研究データは実際に国際的な「オープン」の要件を満たす形で公開されていると

いえる 44。これに対して、コミュニティとインフラストラクチャーがクローズドであること

から外部ユーザーが当該リポジトリのガバナンスに携わることは困難であり、仮に当該リ

ポジトリが利用ポリシーを変更したり、あるいは当該データが消失したりした場合でも外

部ユーザーは基本的にそれを受け入れざるを得ない受動的な立場にある。このとき、多くの

事例において C について非帰属となるのは C Ind.1 および C Ind.2 のスコアが低いことに

起因するが、これはインフラ提供者が一元的に提供データの内容を決定したり利用ポリシ

 

44 ただし、4.2.2 で述べたようにオープンサイエンスの文脈では研究データは「FAIR 原

則」を満たすことが望ましいとされているが、同原則における要件と Open Knowledge 

Foundation（2015）に基づく本研究の R インデックスにおける要件は異なることに留意さ

れたい。 
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ーを策定したりする権限を担っていることを意味する。コミュニティおよびインフラ提供

に関するオープン性は当該知識コモンズにおける資源の利用のされ方に影響を及ぼすこと

が理論的に示唆されているが（Frischmann et al., 2014; Morell, 2010; 2014; Madison et al., 

2010a）、5.1 で述べたように日本のオープンサイエンス政策では資源のオープン性しか考慮

されていない（e.g. 内閣府, 2018: 2019b: 2020; 日本学術会議, 2016）。R*c*i に帰属する事

例が最も多いという本研究の分析結果は、こうした「オープン」を単純化して（資源に関す

る次元のみで）捉えるというトップダウン側の視点が実際のリポジトリにおいても反映さ

れていることを明らかにしたものであると考えられる 45。 

R*c*i に次いで該当事例数が多い理念型 R*C*i は、資源（研究データ）およびコミュニテ

ィがオープンであり、インフラストラクチャーはクローズドなガバナンス・モデルである。

R*C*i に該当する事例はいずれも外部ユーザーが研究データを提供することが可能であり

（つまり C Ind.1 が 1 以上であり）、その中でも 3 件は提供者自身が提供データについて利

用ポリシーを少なくともある程度決定ないし選択する余地がある（つまり C Ind.2 が 1 以上

である）。ただし、基本的にデータ提供についてはモデレート登録形式となっており、登録

を要件としない（つまり C Ind.1 が 3 である）事例は存在しなかった。これは、外部ユーザ

ーによるデータ提供が可能なリポジトリにおいてもデータについて一定程度のクオリテ

ィ・コントロールを行うための措置であると考えられる。 

また、日本のリポジトリは概して研究データのオープン化を念頭に置いていると考えら

れる一方で、資源（研究データ）がオープンではない理念型である r*C*i および r*c*i に帰

属する事例が見られたことは興味深い点である。これらの事例はいずれも 2000 年前後と比

較的早期から開設されていることから、資源がオープンではないのは、設立時点で現在の

（資源の）オープン性に関わる要件は確立されておらず（したがって必然的にそれに対応す

ることは考慮されず）、その後もシステムに根本的な変更がないまま運営が続けられている

ことに起因すると推察される。 

以上のうち最も特徴的な理念型は r*C*i である。r*C*i とはすなわちコミュニティのみが

オープンであり資源とインフラストラクチャーはクローズドなガバナンス・モデルであり、

 

45 ただし、扱うデータの性質により必ずしもコミュニティやインフラ提供をオープンにす

ることが望ましいとは限らない（もしくは実質的に不可能な場合も存在し得る）。 
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本研究で対象としたリポジトリのうち唯一の機関リポジトリである CURATOR46（事例番

号 30）のみがこの理念型に帰属している。CURATOR のコミュニティがオープンであるの

は、そのインフラ提供主体である千葉大学に所属していない部外者であっても同大学の図

書館長に許可を得ることで CURATOR にデータを提供できる（つまり、C Ind.1 が 1 であ

る）ことに起因する。一方で、CURATOR において保持される研究データの多くには論文

に適用されるのと同じ利用ポリシーが適用されているため研究データについても著作権に

よる保護下にあることが暗に前提となっており、かつ研究データは概して機械可読のフォ

ーマットではなくバルクダウンロード機能も実装されていないことから、資源（研究データ）

はクローズドとなっている。また、CURATOR では独自開発のソフトウェアが使用されて

おり（阿蘓品, 2005）、提供主体も大学に限定されているため、外部ユーザーはインフラス

トラクチャーの提供に参加することができない（I がクローズドとなる）。 

CURATOR は日本における最初の機関リポジトリであることから後続の機関リポジトリ

のモデルとなったと考えられるため、仮に本研究と同様の方法により日本の他の機関リポ

ジトリを分析した場合、CURATOR と同じ理念型 r*C*i か、もしくは次元 C もクローズド

である理念型 r*c*i に帰属する事例が多いことが予想される。機関リポジトリには独自開発

や商用のソフトウェアではなくオープンソース・ソフトウェアが使用されることも多いが、

その場合でもほとんどの事例は大学や研究機関によって運営されており外部ユーザーがイ

ンフラ提供主体に参加することは困難であると想定されるため、結果的に次元 I はクローズ

ドとなると考えられる。また、日本では研究データに関するポリシーの整備が進んでいない

ことが指摘されることから（池内, 2019）、CURATOR 以外の機関リポジトリでも論文に適

用されるのと同様の利用ポリシーが研究データにも実質的に適用されることが予想され、

結果としてやはり資源（研究データ）もクローズドとなる場合が多いと考えられる。4.2.2

でも述べたように、日本では研究データリポジトリの中でも特に機関リポジトリが研究デ

ータのオープン化を推進していくための中核的な基盤として捉えられているため（e.g. 内

閣府, 2018: 2019b: 2020; 南山, 2016）、少なくとも資源（研究データ）についてはオープン

なガバナンスであることが望まれると言えよう。そのためには、アーキテクチャに関するオ

ープン性の要件を満たすことができるようリポジトリを整備するとともに、論文に適用さ

れるポリシーとは独立した研究データのためのポリシーを策定することが必要であると考

 

46 https://opac.ll.chiba-u.jp/da/curator/?lang=1（2021-06-28 参照） 
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えられる。 

3 章では KCF アプローチにおける「知識コモンズ」にはバリエーションの存在が含意さ

れていること、および KCF アプローチの進展のためにはそうしたバリエーションの類型化

を進める必要があることを述べた。5.2.2 で構築した理念型の類型は、研究データを資源と

する知識コモンズ（研究データリポジトリ）を、オープン性という観点から類型化したもの

として捉えることも可能である。ここで、本章で構築したすべての理念型—特に資源がクロ

ーズドであるもの—も知識コモンズのバリエーションの一つとして考えることができるか

ということが問題となる。3.4.2 で述べたように、対象を知識コモンズとして捉えることが

できるかを判断するには、「コミュニティのメンバー間における資源の制度化された共有」

（Madison et al., 2010b, p.841, 筆者訳）が見られるかどうかが一つの基準となる。このと

き、本研究で対象としたすべてのリポジトリについて、少なくとも R が完全にクローズド

（つまり、メンバーシップ値が 0）な事例はなく、研究データは公開されておりアクセス可

能であった。また、4 章でみたようにオープンサイエンスという文脈のもと日本の研究デー

タリポジトリは研究データをオープン化するための一種の制度的措置と捉えることができ

る。以上から、資源（R）がクローズドなリポジトリについても上記の基準を満たすため、

KCF アプローチが現時点で想定している「知識コモンズ」には該当し得ると考えられる。 

なお、本章で行った分析にはいくつかの限界がある。第一に、5.2.3 で述べたようにイン

デックス R および C の一部のスコアを判定する際には対象となるデータセットを一つに絞

り込む作業を行ったが、実際には一つのリポジトリの中にそれぞれ異なる状態の複数のデ

ータセットが含まれていることが多い。この単純化の作業は類型という分析ツールを構築

するために必要なものであるが、その過程において当該事例が元々有していた詳細な情報

が失われていることは否めない。 

第二に、本研究で用いた一部の実証的指標とスコアリング方法は本論文において新たに

構築したものであり、実証的スコアも筆者自身が判定したものである。本研究の探索的な性

質上こうした処置は不可欠なものであったが、それゆえに分析の過程に筆者の恣意性が入

り込んでいる可能性を完全に否定することはできない。この問題に対処するため、本研究で

は 5.2 および付録 2 において可能な限り詳細に分析の手順を明示することで研究の透明性

を確保するようにつとめた。また、5.2.3 で述べたように、本研究では実証的指標と質的ア

ンカーの設定に際して、指標レベルでの独立性を考慮する必要はないことと、スコアの間隔

は等しいことを仮定している。この暫定的な措置は、現状の知識コモンズ研究の知見と照ら
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し合わせると一定の妥当性を備えていると考えられるが、将来的には理論的な検討を進め

ることで精緻化を行う必要がある。 

第三に、FSITA は統計的手法と異なり対象事例の背後に母集団を想定する手法ではなく、

かつ re3data.org には日本のすべての研究データリポジトリが収録されているわけではない

ため、本章の分析結果をただちに日本の研究データリポジトリにおける研究データのガバ

ナンス全般に一般化することはできない。それゆえに、本研究の分析では該当する事例を持

たなかった理念型に帰属する事例が実際には存在する可能性もある。例えば、シチズン・サ

イエンスに関する研究データリポジトリは、特定の研究機関に属さない一般の人々の役割

が本質的に重要であるため当該コミュニティやインフラストラクチャーをよりオープンに

する必要があると考えられ、そのためにすべての次元がオープンである理念型 R*C*I に該

当することが予想される。 
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6. 結論 
 

6.1 本研究の目的と結果 

本研究の研究目的は、「オープン」という概念が本来有する複合性を踏まえたうえで、日

本の研究データリポジトリにおける研究データガバナンスの現状を俯瞰的に明らかにする

ことであった。この目的のためには、データを含む知識資源全般の管理制度の在り様を分析

する研究領域である知識コモンズ研究において蓄積されてきた、理論的および方法論的な

知見を応用することが有用である。そこで本研究では、【RQ1】最新の知識コモンズ研究の

知見を用いて、どのように研究データリポジトリにおける研究データガバナンスを複合的

に捉えることができるのか、および【RQ2】日本の研究データリポジトリにおいて研究デー

タはどのようにガバナンスされているのか、という 2 つの研究課題に取り組むことで研究

目的の達成を図った。 

RQ1 については 2 章と 3 章において議論を行った。まず、2 章では知識コモンズ研究の

前身である、自然資源を対象とする伝統的コモンズ研究が確立・発展する過程を追うことで、

知識コモンズ研究にも取り入れられることになる概念や方法論を整理した。次いで、伝統的

コモンズ研究から自然資源以外を対象とする「ニューコモンズ」研究が台頭し、その中の一

領域として「オープンコモンズ」の系譜に連なる黎明期の知識コモンズ研究が展開していく

様子を概観した。2章の最後では、伝統的コモンズ研究の主要な研究者の一人であったElinor 

Ostrom が Charlotte Hess と共同で、伝統的コモンズ研究の知見・方法論と知識コモンズ研

究を結びつける試みに着手したことを示した（Hess & Ostrom, 2003）。 

3 章では、まず Hess と Ostrom が IAD アプローチという形で知識コモンズ研究を系統的

に進めていくための方法論を提起した 2007 年以降の知識コモンズ研究の展開の様子をシス

テマティックレビューにより概観した。これにより、IAD アプローチの後継である KCF ア

プローチが、IAD アプローチの理論的な課題を修正したうえで、より知識資源の性質に即

した方法論を発展させていることを明らかにした。次いで、IAD および KCF アプローチに

よる現在までの知識コモンズ研究の成果と課題を整理するとともに、KCF アプローチの知

見を本研究に応用するために、その方法論としての特徴や中核的な概念である「知識コモン

ズ」および「ガバナンス」の明晰化を図った。3 章の最後では、それまでに整理した知見を
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踏まえて、「オープン（性）」という観点から研究データリポジトリにおける研究データガバ

ナンスを複合的に捉えるための理論的視座を導出した。これにより、RQ1 は達成されたと

いえる。 

続く 4 章において日本の研究データリポジトリを知識コモンズとして位置付けたうえで、

RQ2 に対しては 5 章で取り組んだ。FSITA という分析方法のもと、3 章で導いた「資源の

オープン性」、「コミュニティのオープン性」、「インフラストラクチャーのオープン性」とい

う 3 次元からなる理論的視座を用いて研究データリポジトリにおける研究データガバナン

スの 8 種類の理念型の類型を構築し、さらに各次元を多面的に判定するための実証的指標

を先行研究に基づいて設定することで、個々のリポジトリがどの理念型に帰属するかを事

例横断的に分析した。分析の結果として、日本では研究データがオープンである一方でコミ

ュニティとインフラストラクチャーはクローズドなガバナンスが典型的であること、研究

データがクローズドなリポジトリも散見されること、研究データ公開において中核的な役

割が期待される機関リポジトリでは現状としてコミュニティのみがオープンであるガバナ

ンスが行われていること等が明らかとなった。 

以上を端的にまとめると、RQ1 を通して知識コモンズ研究の知見に基づく研究データリ

ポジトリにおける研究データガバナンスの分析枠組みを構築し、これを応用した分析を実

施することで RQ2 を達成した。そして、この 2 つの研究課題の達成により、知識コモンズ

という観点から、「オープン」という概念が本来有する複合性を踏まえたうえで、日本の研

究データリポジトリにおける研究データガバナンスの現状を俯瞰的に明らかにすることが

できたといえる。 

 

6.2 本研究の意義 

本研究の意義として第一に挙げられるのは、「オープン」を複合的に捉える視点を明示的

に導入したことである。日本のオープンサイエンス政策において研究データのオープン化

を巡る議論がなされるとき、そこでは基本的に「資源のオープン性」のみが念頭に置かれて

いる。また、知識コモンズ研究の知見を応用して研究データガバナンスを事例横断的に分析

した先行研究（Borgman, 2015; Eschenfelder & Johnson, 2014; Vassilakopoulou et al., 2016: 

2019）でも、「資源のオープン性」のみに比重を置くという点は概して共通である。これに

対して本研究では、資源（研究データ）・コミュニティ・インフラストラクチャーの 3 次元
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によりオープン性を捉えるという視点を導くとともに、実証的指標の設定を通して各次元

をさらに多面的に捉える方法を明示的に示している。このことから本研究は、オープンサイ

エンス政策と研究データガバナンス研究の双方の文脈において、研究データリポジトリに

おける研究データガバナンスに関する新しい視座をもたらすものであるといえる。 

第二に、本研究は知識コモンズ研究を進めていくための基礎となる知見を提供するもの

でもある。5.5 で述べたように、本研究において構築したリポジトリにおける研究データガ

バナンスの類型は、（研究データを資源とする）知識コモンズの類型としても捉えることが

できる。つまり、本研究は 3.4.1 で検討した KCF アプローチの諸課題のうち知識コモンズ

の類型化に直接的にアプローチしたものであるといえる。構築した類型は、今後仮説・理論

の構築を目的とするシングル・ケーススタディやケース間比較を行う際に対象となる事例

を選定するための基準として機能する。さらに本研究では、類型の構築にとどまらず FSITA

を用いて実際の事例を対象とする系統的な比較分析を実施している。このことから、本研究

はケーススタディを主とする知識コモンズ研究において FSITA という「実証的手法の適用」

により横断的リサーチデザインを試みたおそらく最初の事例であるとともに、KCF に基づ

いて蓄積されたケーススタディの比較・統合に関わる課題である「ケースの系統化」に対し

て FSITA ひいては QCA が有用なアプローチ方法となり得ることを示唆してもいる。した

がって、本研究は知識コモンズ研究の知見を研究データガバナンスの分析に応用するだけ

ではなく、研究データガバナンスの分析を通して知識コモンズ研究に貢献を果たしている

ともいえる。 

第三に、IAD アプローチ以降の知識コモンズ研究の展開を整理した点にも意義があると

考えられる。日本国内における知識コモンズ研究の受容は概して Lessig（2001）ら黎明期

の知識コモンズ研究の段階までにとどまっていると考えられる（e.g. 菅, 2010; 山田, 2010; 

待鳥・宇野, 2019）47。2.4.1 で概観したように、黎明期の知識コモンズ研究における「コモ

ンズ」は概ねパブリックドメインと同義であり、そこでは知的財産権法の改正等の要因によ

り「コモンズ」が囲い込まれることへの警鐘を鳴らすことと「コモンズ」を守るための方策

を論じることに主眼が置かれていたといえる。これを受けて菅（2010）は、知識コモンズ研

究では自身の主張を補強するための材料として「コモンズ」という概念を用いており、そこ

 

47 菅（2010）および山田（2010）では Hess & Ostrom（2007）への言及が見られるが、

IAD アプローチの詳細については触れられていない。 
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では伝統的コモンズ研究の知見が省みられていないために概念的な混乱が見られることを

指摘している。しかし、3 章で論じたように、すでに IAD アプローチでは資源（財）の性

質の分類や IAD フレームワークに基づくケーススタディという伝統的コモンズ研究におけ

る主要な概念・方法論を知識コモンズ研究に転用するという試みがなされており、その後継

である KCF アプローチでは、曖昧性を留めつつも「知識コモンズ」に関する暫定的な定義

が示されるに至っている。本研究は伝統的コモンズ研究の発端から KCF アプローチまでの

知識コモンズ研究の展開の様子を体系的に整理したおそらく最初の研究であり、以上のよ

うな知識コモンズ研究の最先端の知見を活用する際の助けとなるものである。 

以上で述べたのは本研究の学術的な意義である。他方で、本研究の社会的な意義は、日本

における研究データのオープン化のための基盤として位置付けられる研究データリポジト

リで研究データが実際にどの程度オープンにガバナンスされているかを俯瞰的・実証的に

示したこと、および研究データのガバナンスに関して先に述べた「オープン性」を複合的に

捉える視座をもたらしたことにより、オープンサイエンスに関わる（トップダウン・ボトム

アップ双方の）政策立案者が研究データのオープン化を実質的に推進するための施策を検

討する際の基礎となる知見を提供している点にある。また、本研究の知見は研究データリポ

ジトリの運営主体や今後機関リポジトリにおいて研究データの公開を企図している大学図

書館の担当者等に対して、研究データをどのようにオープン（もしくはクローズド）に管理

するかを検討する際のオプションを示したものであると考えられる。 

 

6.3 本研究の限界と今後の展望 

各章の記述・分析方法に伴う限界についてはすでに適宜説明を行なっているため、ここで

は本研究全体を通しての限界について述べる。まず、本研究で行なった分析は、日本のリポ

ジトリにおける研究データガバナンスについて、分析実施時点での静的な状態を俯瞰する

という横断的・記述的な性質のものであるため、当該事例においてなぜ・どのようにそのガ

バナンスがなされているかという点については基本的に明らかとなっていない。この点に

アプローチするためには縦断的なリサーチデザインのもと当該事例のガバナンスに関する

時系列的データを収集することでより詳細な分析を行うことが求められよう。そこでは収

集されるデータが膨大となることが予想されるため、分析の詳細さとのトレードオフで扱

うことのできる事例数は必然的に一つないしごく少数に限定されることになると考えられ
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る。今後は、本研究で構築した類型を用いて対象となる事例を選定することで個々の事例に

関する詳細な分析を行い、なぜ・どのようにその事例ではオープンないしクローズドなガバ

ナンスが実現しているのかを明らかとしていきたい。 

この点と関連して、本研究ではガバナンスについてオープン性という観点からのみ分析

を行なったが、3.4.2 で述べたように「ガバナンス」という概念も本来複合的であることか

ら、本研究も一面では先行研究と同様に概念の単純化を行ったうえで分析を進めていると

いえる。本研究の関心はリポジトリにおける研究データのオープン性にあるため、この単純

化は必然であったが、上述のように縦断的リサーチデザインのもと個々の事例の詳細な分

析を行う場合には、「一般的ガバナンス構造」および「「アクション・アリーナ」に適用され

るルール・規範」を考慮に入れた分析を行うことも必要となるであろう。 

また、本研究で得た知見からは今後リポジトリにおいて研究データをどのようにガバナ

ンスすべきか、または構築した類型の中でどの理念型が望ましいかといった規範的主張を

直ちに導くことはできない。この点にアプローチするためにはリポジトリにおける研究デ

ータの「アウトカム」をどのような「評価基準」により評価するかを検討したうえで、どの

ようなガバナンスを取るとき設定した評価基準に則してより高いアウトカムを達成するか

を分析する必要がある。このとき、日本の研究データの文脈ではオープンサイエンスの推進

が主目的とされていることやリポジトリがインフラの一種として位置付けられていること

を踏まえると、評価基準として「科学的知識の増大」（Ostrom & Hess, 2007）や「持続可能

性」を設定する方法が考えられる。前者を判定する指標としては、当該リポジトリにおいて

オープンな状態で公開されるデータセットの量や、当該データセットのアクセス数ないし

引用数などが想定される。後者については、デジタル保存の分野において概念的な研究が進

められているほか（Chowdhury, 2014; Stuermer & Abu-Tayeh, 2016; Stuermer et al., 2017）、

当該事例のステークホルダーを対象とするインタビュー調査を通して帰納的に持続可能か

どうかの基準を構築するという方法も見られる（Maron et al., 2009; Schweik & English, 

2012）。近年オープンサイエンスの文脈でオープン化された知識資源の長期保存の問題に関

心が高まっていることを鑑みると（e.g. Laakso et al., 2020）、「持続可能性」を評価基準とし

て設定することで「デザイン原則」の特定を目指すようなアプローチをとることは、知識コ

モンズ研究に対してだけでなくオープンサイエンスないし研究データを対象とする研究に

とっても意義が大きいと考えられる。 

本研究の今後の展望としては以下の方向が挙げられる。第一に、5 章で用いた分析方法を
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日本以外のリポジトリにも適用することで、国・地域もしくは学問分野によってリポジトリ

における研究データのガバナンスに差異が見られるかを探るという方向が考えられる。こ

れは本研究と同様に横断的・記述的なアプローチである。特に、学問分野によるガバナンス

の差異に着目する場合、ヒトに関するデータを扱う生物学・医学・社会科学分野等では知的

財産権よりもプライバシーに関する法制度が重要な意味を持つ場合が多いことが指摘され

ており（Eschenfelder & Johnson, 2014）、知的財産権法を中心に据える KCF アプローチの

理論的な前提を相対化するような新たな知見が得られるかもしれない。 

第二に、先述のように本研究で構築した類型を事例の選定基準として、KCF アプローチ

の基本的な分析方法である KCF および代表的リサーチクエスチョンを用いたケーススタデ

ィを行うことにより、当該事例においてそのガバナンス（理念型）が選択された理由や、ど

のようにそのガバナンスが実現しているか—つまりガバナンス・メカニズム—を探るとい

う方向が考えられる。このとき分析対象とすることで特に理論的・社会的意義を期待できる

のは、典型事例として想定される理念型 R*c*i に帰属する事例や、逸脱事例として想定され

る理念型 r*C*i に帰属する事例であろう。また、こうしたケーススタディにより各次元の

「オープン性」に関する理論的な知見を蓄積していくことができれば、5 章で設定したイン

デックスのスコアリング方法や配属の仕方を精緻化することも可能となる。 

最後に、本研究で導出したオープン性ひいてはガバナンスに関する理論的視座を研究デ

ータリポジトリ以外の事例に適用するという方向も考えられる。具体的には、人文・社会科

学分野に関連するデータを主に扱うという点で研究データリポジトリと相対的に近い性質

を有すると考えられるデジタルアーカイブや、より広範に企業や公的機関等が収集したデ

ータを共有する事例一般を対象とすることが考えられる。本研究はあくまで研究データリ

ポジトリにおける研究データガバナンスの分析に焦点を当てており、そのためにいわば手

段として知識コモンズ研究の知見を用いたが、この方向での研究を進めることは、知識コモ

ンズに関する一般的な知見を獲得するという知識コモンズ研究の最終的な目的に直接的に

寄与することとなるであろう。 

 

オープンサイエンスを巡る動向は日進月歩であるが、研究データのオープン化やリポジ

トリの整備・運用はいまだ揺籃期にあるといえる。同様に、データや情報の価値が飛躍的に

増大しつつある現代社会においてその管理制度を根本的に捉え直そうとする知識コモンズ

研究は極めて重要な研究領域であると考えられるが、やはりその展開は初期的な段階にと
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どまっている。後者の知見を総合することで前者に寄与する知見を生み出すことを試みた

本研究が、両者の発展に僅かでも貢献できれば幸いである。 

 

  



 138 

6 章引用文献  

Borgman, Christine L. Big data, little data, no data: Scholarship in the networked world. The 

MIT Press, 2015, xxv, 383p. 

Chowdhury, Gobinda. Sustainability of digital libraries: A conceptual model and a research 

framework. International Journal on Digital Libraries. 2014, vol. 14, no. 3–4, p. 181–195. 

Eschenfelder, Kristin R., Johnson, Andrew. Managing the data commons: Controlled sharing 

of scholarly data. Journal of the Association for Information Science and Technology. 2014, 

vol. 65, no. 9, p. 1757–1774. 

Hess, Charlotte, Ostrom, Elinor. Ideas, artifacts, and facilities: Information as a common-pool 

resource. Law and contemporary problems. 2003, vol. 66, no. 1/2, p. 111–145. 

Hess, Charlotte, Ostrom, Elinor. Understanding knowledge as a commons: From theory to 

practice. MIT Press, 2007, xiii, 367p. 

Laakso, Mikael, Matthias, Lisa, Jahn, Najko. Open is not forever: A study of vanished open 

access journals. arXiv preprint arXiv:2008.11933. 2020. 

Lessig, Lawrence. The future of ideas: The fate of the commons in a connected world. 

Random House, 2001, xiii, 352p. 

Maron, Nancy L., Smith, K. Kirby, Loy, Matthew. “Sustaining digital resources: An on-the-

ground view of projects today Ithaka case studies in sustainability”. JISC. 2009. 

https://sr.ithaka.org/wp-

content/uploads/2015/08/SR_Report_Sustaining_Digital_Resources_On_Ground_View_

Projects_Today0709.pdf.（2021-06-28 参照） 

Ostrom, Elinor, Hess, Charlotte. “A framework for analyzing the knowledge commons”. 

Understanding Knowledge as a Commons: From Theory to Practice. MIT Press, 2007, p. 

41–81. 

Schweik, Charles M., English, Robert C. Internet success: A study of open-source software 

commons. MIT Press, 2012, xii, 351p. 

Stuermer, Matthias, Abu-Tayeh, Gabriel. “Digital preservation through digital sustainability.” 

13th International Conference on Digital Preservation. Bern, 2016-10/03-06, iPRES, 2016.  

https://pdfs.semanticscholar.org/5da9/e903892dd7adc3917815393d4c090a295463.pdf. 



 139 

（2021-06-28 参照） 

Stuermer, Matthias, Abu-Tayeh, Gabriel, Myrach, Thomas. Digital sustainability: Basic 

conditions for sustainable digital artifacts and their ecosystems. Sustainability Science. 

2017, vol. 12, no. 2, p. 247–262. 

Vassilakopoulou, Polyxeni, Skorve, Espen, Aanestad, Margunn “A commons perspective on 

genetic data governance: The case of BRCA data”. European Conference on Information 

System (ECIS). Association for Information System (AIS), 2016.  

https://aisel.aisnet.org/ecis2016_rp/136.（2021-06-28 参照） 

Vassilakopoulou, Polyxeni, Skorve, Espen, Aanestad, Margunn. Enabling openness of 

valuable information resources: Curbing data subtractability and exclusion. Information 

Systems Journal. 2019, vol. 29, no. 4, p. 768–786. 

菅豊. “ローカル・コモンズという原点回帰：「地域文化コモンズ論」へ向けて”. コモンズと

文化：文化は誰のものか. 東京堂出版, 2010, p. 263–291. 

待鳥聡史, 宇野重規. 社会のなかのコモンズ : 公共性を超えて. 白水社, 2019, 238, 2p. 

山田奨治. “〈文化コモンズ〉は可能か？”. コモンズと文化：文化は誰のものか. 東京堂出版, 

2010, p. 6–43. 

 

  



 140 

謝辞 

 

この論文は、筆者が筑波大学大学院図書館情報メディア研究科博士後期課程において行

った研究を基にまとめたものです。筑波大学の逸村裕教授には指導教員として、筆者が博士

後期課程に在籍している間を通してご指導賜りました。筑波大学の高久雅生准教授、白井哲

哉教授、中山伸一教授、芳鐘冬樹教授には本論文をご精読いただき予備審査において的確な

ご意見、ご助言を頂きました。一橋大学大学院の生貝直人准教授には本審査において研究全

体に関する評価・コメントを頂くとともに、今後の研究の方向性に関する数々のご示唆を賜

りました。他にも、すべての方のお名前を挙げることはかないませんが、大学院生活を通し

て多くの方々に大変お世話になりました。 

ここに深く感謝と御礼を申し上げます。 

  



 141 

全研究業績のリスト 
 

論文（査読あり） 

1. 松木祐馬, 西川開, 向井智哉. 違法ダウンロードに対する量刑判断—「万引き」との

比較から—. 情報通信学会誌. 2020, vol. 38, no. 3, p.29-38. 

2. 西川開, 向井智哉, 松木祐馬. 間接質問法による違法ダウンロード経験者の割合の推

定. 情報知識学会誌. 2020, vol. 30, no. 3, p.349-360. 

3. Kai, Nishikawa. How are research data governed at Japanese repositories? A knowledge 

commons perspective. Aslib Journal of Information Management. 2020, vol. 72, no. 5, 

p. 837–852. 

4. 西川開. 知識コモンズ研究の系統化に関する理論的考察. 情報知識学会誌. 2019, vol. 

29, no. 3, p. 213–233.  

5. 西川開, 向井智哉. 違法ダウンロードおよび違法アップロードに関する主観的重大

性と取り締まりへの支持の規定要因―著作権法観と著作権（法）への関心を中心に―. 

図書館情報メディア研究. 2019, vol. 19, no. 2, p. 27-35. 

6. 向井智哉, 西川開. 著作権侵害事件に関する主観的・客観的評価と取り締まりへの支

持の関連. 法と心理. 2018, vol. 18, p. 123-128. 

 

論文（査読なし） 

1. 向井智哉, 松木祐馬, 西川開. 違法ダウンロード行為を規定する要因のモデル化の試

み. 知的財産法政策学研究. 2021, vol. 60,（印刷中）. 

 

書籍 

1. 西川開. “第一部 10【データベースのビジネスプラン】Europeana の変革”. 欧米圏デ

ジタル・ヒューマニティーズの基礎知識. 一般財団法人人文情報学研究所監修, 小風

尚樹, 小川潤, 纓田宗紀, 長野壮一, 山中美潮, 宮川創, 大向一輝, 永崎研宣編. 文学



 142 

通信, 2021,（印刷中）. 

2. 西川開. “第一部 11【データベースの評価】「デジタルアーカイブ」の価値を測る：

Europeana における「インパクト評価」の現状”. 欧米圏デジタル・ヒューマニティー

ズの基礎知識. 一般財団法人人文情報学研究所監修, 小風尚樹, 小川潤, 纓田宗紀, 

長野壮一, 山中美潮, 宮川創, 大向一輝, 永崎研宣編. 文学通信, 2021,（印刷中）. 

 

講演・口頭発表等（査読なし） 

1. 西川開. オープンアクセスを巡る日本の研究者の状況：論文へのアクセスと APC の

支払いについて. ジャパン・オープンサイエンス・サミット 2021, オンライン, 日本. 

2. 西川開. 新型コロナウイルス感染症による日本の研究活動への影響. 情報知識学会

第 29 回年次大会. 2021, オンライン, 日本. 

3. 西川開. デジタルアーカイブの制度分析の方法論. デジタルアーカイブ学会第 3 回研

究大会. 2019, 京都, 日本. 

4. 西川開. デジタルアーカイブに関する評価方法の検討：「インパクト評価」に着目し

て. デジタルアーカイブ学会第 2 回研究大会. 2018, 東京, 日本. 

5. 西川開. 「ジャパンサーチ（仮称）」の構築（海外ポータルの取組）について. 国立国

会図書館意見聴取会. 2018, 東京, 日本. 

6. 西川開. 「プラットフォーム型」デジタルアーカイブとミュージアム：欧州デジタル

アーカイブ Europeana を事例として. 日本ミュージアム・マネージメント学会第 21

回大会. 2016, 札幌, 日本. 

 

ポスター発表（査読あり） 

1. Nishikawa, Kai. Understanding the complexity of knowledge production, sharing, and 

management: Knowledge commons as a method of institutional analysis in Library and 

Information Science. Conceptions of Library and Information Science 10th 

International Conference. 2019, Ljubljana, Republic of Slovenia. 

  



 143 

MISC 

1. 西川開 , 山下泉 , 村上昭義 , 伊神正貫 . 科学技術の状況に係る総合的意識調査

（NISTEP 定点調査 2020）報告書. NISTEP REPORT, 2021, no. 189. 

2. 森田朗. 特別インタビュー 津田塾大学 教授/次世代基盤政策研究所(NFI)代表理事 

森田朗氏インタビュー : 緊急事態における行政・専門家の役割とデータの利活用. 

(聞き手)赤池伸一, 西川開, 福島光博. STI horizon = STI ホライズン : イノベーショ

ンの新地平を拓く. vol. 6, no. 3, p. 5-9. 

3. 西川開. “コラム 1：感染症研究の論文動向”. 科学技術指標 2020. 2020, p. 13-14. 

4. McDonald, Hugh, Fleming, Elizabeth, Gutwill, Joshua, Livingston, Troy. 他人の気持

ちになって考える（他人の靴をはく）：「共有の科学」についてのミュージアムの協働

事例. 西川開訳. 日本ミュージアム・マネージメント学会研究紀要. 2018, vol. 22, no. 

3, p. 3-18. 

5. 西川開. E1990-「デジタルアーカイブ」の新たな評価法：Impact Playbook 概説. カレ

ントアウェアネス-E. 2018. 

6. 西川開. 《特別寄稿》「デジタルアーカイブ」の価値を測る：Europeana における「イ

ンパクト評価」の現状. 人文情報学月報. 2017, 第 75 号後編. 

7. 西川開. 《特別寄稿》Europeana の変革. 人文情報学月報. 2017, 第 73 号後編. 

8. Scheiner, Teresa. 研究分野としての博物館学の再定義？：学際的対話としての博物

館学に関する小論. 西川開訳. 日本ミュージアム・マネージメント学会研究紀要. 

2016, vol. 20, no. 3, p. 3-9. 

 

  



 144 

付録 
 

付録 1. 知識コモンズ研究の論文リスト* 

 

Abbott, Ryan. “The sentinel initiative as a knowledge commons”. Governing Medical 

Knowledge Commons. 2017, p. 121–143. 

Agostinone-Wilson, Faith. A critical overview of the digital knowledge commons from a 

Marxist perspective. Knowledge Cultures. 2016, vol. 4, no. 6, p. 176–206. 

Allen, Darcy W. E., Potts, Jason. How innovation commons contribute to discovering and 

developing new technologies. International Journal of the Commons. 2016, vol. 10, p. 1035–

1054.  

Alo de Magdaleno, Maria Isabel, Garcia-Garcia, Jesus. Sustainability and social responsibility 

reporting in open source software. International Journal of the Commons. 2015, vol. 9, p. 

369–397. 

Arvanitakis, James, Fredriksson, Martin. Commons, piracy, and the crisis of property. Triple-

Communication Capitalism & Critique. 2016, vol. 14, no. 1, p. 132–144. 

Benkler, Yochai. Commons and growth: The essential role of open commons in market 

economies. University of Chicago Law Review. 2013, vol. 80, no. 3, p. 1499–1555.  

Benkler, Yochai. “Between Spanish huertas and the open road: A tale of two commons?” 

Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 69–98. 

Bertacchini, Enrico, Borrione, Paola. “Virtual worlds, online gaming communities and 

cultural commons”. Cultural Commons: A New Perspective on the Production and 

Evolution of Cultures. Edward Elgar Publishing, 2012, p. 208–227. 

Boggio, Andrea. “Population biobanks’ governance: A case study of knowledge commons”. 

Governing Medical Knowledge Commons. Cambridge University Press, 2017, p. 102–120. 

 

* 西川開. 知識コモンズ研究の系統化に関する理論的考察. 情報知識学会誌. 2019, vol. 29, 

no. 3, p. 213–233., 付録 



 145 

Bollier, David. “The commons as a new sector of value creation”. Economies of the Commons: 

Strategies for Sustainable Access and Creative Reuse of Images and Sounds Online. The 

De Balie Centre for Culture and Politics, Amsterdam, 2008. 

 http://hdl.handle.net/10535/5488.（2021-06-28 参照） 

Bubela, Tania, Adams, Rhiannon, Chandrasekharan, Shubha, Mishra, Amrita, Lin, Songyan. 

“Governance of biomedical research commons to advance clinical translation: Lessons from 

the Mouse Model Community”. Governing Medical Knowledge Commons. Cambridge 

University Press, 2017, p. 222–258. 

Cole, Daniel H. “Learning from Lin: Lessons and cautions from the natural commons for the 

knowledge commons”. Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 

45–68. 

Colloredo-Mansfeld, Rudi, Antrosio, Jason. Economic clusters or cultural commons? The 

limits of competition-driven development in The Ecuadorian Andes. Latin American 

Research Review. 2009, vol. 44, no. 1, p. 132–157. 

Contreras, Jorge. Bermuda’s legacy: Policy, patents and the design of the genome commons. 

Minnesota Journal of Law, Science & Technology. 2011, vol. 12, p. 61–125.  

Contreras, Jorge. Data sharing, latency variables, and science commons. Berkeley Technology 

Law Journal. 2011, vol. 25, p. 1601–1672. 

Contreras, Jorge L. “Constructing the genome commons”. Governing Knowledge Commons. 

Oxford University Press, 2014, p. 99–136. 

Contreras, Jorge L. Genetic property. Georgetown Law Journal. 2016, vol. 105, no. 1, p. 1–

54. 

Contreras, Jorge L. “Leviathan in the commons: Biomedical data and the state”. Governing 

Medical Knowledge Commons. Cambridge University Press, 2017, p. 19–45. 

Cook-Deegan, Robert, Ankeny, Rachel A., Jones, Kathryn Maxson. “Sharing data to build a 

medical information commons: From Bermuda to the Global Alliance”. Annual Review of 

Genomics and Human Genetics, 2017, vol. 18, p. 389–415.  

Daniels, Bringham. “Legispedia”. Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 

2014, p. 445–468. 

De Filippi, Primavera. Translating commons-based peer production values into metrics: 



 146 

Toward commons-based cryptocurrencies. Amsterdam, Elsevier, 2015, p. 463–483, 

(Handbook of Digital Currency).  

Dedeurwaerdere, Tom, Melindi-Ghidi, Paolo, Broggiato, Arianna. Global scientific research 

commons under the Nagoya Protocol: Towards a collaborative economy model for the 

sharing of basic research assets. Environmental Science & Policy. 2016, vol. 55, p. 1–10.  

Eggertsson, Thrainn. Mapping social technologies in the cultural commons. Cornell Law 

Review. 2010, vol. 95, no. 4, p. 711–732. 

Evans, Barbara J. Barbarians at the gate: Consumer-driven health data commons and the 

transformation of citizen science. American Journal of Law and Medicine. 2016, vol. 42, no. 

4, p. 651–685.  

Evans, Barbara J. “Genomic data commons”. Governing Medical Knowledge Commons. 

Cambridge University Press, 2017, p. 74–101. 

Fagundes, David. “Labor and/as love: Exploring the commons of roller derby”. Governing 

Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 417–444. 

Flowers, Stephen. “Chronic disease, new thinking, and outlaw innovation: Patients on the 

edge in the knowledge commons”. Governing Medical Knowledge Commons. Cambridge 

University Press, 2017, p. 326–348. 

Frischmann, Brett M. Two enduring lessons from Elinor Ostrom. Journal of Institutional 

Economics. 2013, vol. 9, no. 4, p. 387–406. 

Frischmann, Brett M., Madison, Michael J., Strandburg, Katherine J. “Governing knowledge 

commons”. Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 1–43. 

Frischmann, Brett M., Madison, Michael J., Strandburg, Katherine J. “Conclusion”. 

Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 469–484. 

Gordon, Wendy J. Discipline and nourish: On constructing commons. Cornell Law Review. 

2010, vol. 95, no. 4. 

Gyuris, Ferenc. Basic education in Communist Hungary. A commons approach. International 

Journal of the Commons. 2014, vol. 8, no. 2, p. 531–553.  

Halliburton, Murphy, Srinivas, Krishna Ravi. Protecting traditional knowledge holders’ 

interests and preventing misappropriation--traditional knowledge commons and 

biocultural protocols: Necessary but not sufficient? International Journal of Cultural 



 147 

Property. 2012, vol. 19, no. 3, p. 401–422. 

Heaberlin, Bradi, DeDeo, Simon. The evolution of Wikipedia’s norm network. Future 

Internet. 2016, vol. 8, no. 2.  

Hemerly, Jess. Making metadata: The case of MusicBrainz. University of California, Berkeley, 

2011, Master of Information Management and Systems: Final Project.  

https://www.ischool.berkeley.edu/sites/default/files/student_projects/jhemerly_mims_fi

nalproject.pdf.（2021-06-28 参照） 

Hess, Charlotte. Mapping the new commons. Syracuse University: SURFACE. 2008, p. 14–

18.  

Hess, Charlotte. The unfolding of the knowledge commons. St Antony’s International Review. 

2012, vol. 8, no. 1, p. 13–24. 

Hess, Charlotte. “Constructing a new research agenda for cultural commons”. Cultural 

Commons: A New Perspective on the Production and Evolution of Cultures. 2012, p. 19–

35. 

Hess, Charlotte, Ostrom, Elinor. “Introduction: An overview of the knowledge commons”. 

Understanding Knowledge as a Commons: From Theory to Practice. MIT Press, 2007, p. 

3–26. 

Hofmokl, Justyna. The internet commons: Towards an eclectic theoretical framework. 

International Journal of the Commons. 2010, vol. 4, p. 226–250.  

Joranson, Kate. Indigenous knowledge and the knowledge commons. The International 

Information & Library Review. 2008, vol. 40, no. 1, p. 64–72.  

Larson, Maja, Chon, Margaret. “The greatest generational impact: Open neuroscience as an 

emerging knowledge commons”. Governing Medical Knowledge Commons. Cambridge 

University Press, 2017, p. 166–191. 

Lee, Peter. “Centralization, fragmentation, and replication in the genomic data commons”. 

Governing Medical Knowledge Commons. Cambridge University Press, 2017, p. 46–73. 

Levine, Peter. “Collective action, civic engagement, and the knowledge commons”. 

Understanding Knowledge as a Commons: From Theory to Practice. MIT Press, 2007, p. 

247–276. 

Lucchi, Nicola. Understanding genetic information as a commons: From bioprospecting to 



 148 

personalized medicine. International Journal of the Commons. 2013, vol. 7, p. 313–338.  

Macbeth, Sam, Pitt, Jeremy V. Self-organising management of user-generated data and 

knowledge. Knowledge Engineering Review. 2015, vol. 30, no. 3, SI, p. 237–264. 

Macey, Gregg P. Cooperative institutions in cultural commons. Cornell Law Review. 2010, 

vol. 95, no. 4, p. 757–792. 

Madison, Michael J. “Commons at the intersection of peer production, citizen science, and 

big data: Galaxy Zoo”. Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 

209–254. 

Madison, Michael J. Information abundance and knowledge commons. User Generated Law: 

Re-Constructing Intellectual Property in a Knowledge Society. 2016. 

 https://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=2867578.（2021-06-28 参照） 

Madison, Michael J. “Understanding access to things: A knowledge commons perspective”. 

Intellectual property and access to im/material goods. 2016, p. 17–43.  

https://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=2833491.（2021-06-28 参照） 

Madison, Michael J., Frischmann, Brett M., Strandburg, Katherine J. The university as 

constructed cultural commons. Washington University Journal of Law and Policy. 2009, vol. 

30. 

Madison, Michael J., Frischmanrrff, Brett M., Strandburg, Katherine J. Constructing 

commons in the cultural environment. Cornell Law Review. 2010, vol. 95, no. 4, p. 657–

709. 

Madison, Michael J., Frischmanrrff, Brett M., Strandburg, Katherine J. Reply: The complexity 

of commons. Cornell Law Review. 2010, vol. 95, no. 793, p. 95–807.  

Madison, Michael J., Strandburg, Katherine J., Frischmann, Brett M. Knowledge commons. 

2016, University of Pittsburgh Legal Studies Research Paper No. 2016-28, 28p. 

  https://ssrn.com/abstract=2841456.（2021-06-28 参照） 

Marttila, Sanna, Botero, Andrea. Infrastructuring for cultural commons. Computer Supported 

Cooperative Work-The Journal of Collaborative Computing. 2017, vol. 26, no. 1–2, SI, p. 

97–133. 

Mattioli, Michael. “Cancer: From a kingdom to a commons”. Governing Medical Knowledge 

Commons. Cambridge University Press, 2017, p. 144–165. 



 149 

Merges, Robert P. Individual creators in the cultural commons. Cornell Law Review. 2010, 

vol. 95, no. 4, p. 793–805. 

Meyer, Peter B. “An inventive commons: Shared sources of the airplane and its industry”. 

Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 341–364. 

Morell, Mayo Fuster. Governance of online creation communities: Provision of infrastructure 

for the building of digital commons. Europeana University Institute, 2010, Ph.D. thesis. 

http://www.onlinecreation.info/wp-

content/uploads/2007/12/final_final_mayofustermorell_spsthesisaugust2010_final_vere2

80a6.pdf.（2021-06-28 参照） 

Morell, Mayo Fuster. “Governance of online creation communities for the building of digital 

commons: Viewed through the framework of Institutional Analysis and Development”. 

Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 281–312. 

Murray, Laura J. “Exchange practices among nineteenth-century U.S. newspaper editors: 

Cooperation in competition”. Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 

2014, p. 365–390. 

Oliveira, Pedro, Zejnilovic, Leid, Canhao, Helena. “Challenges and opportunities in 

developing and sharing solutions by patents and caregivers: The story of a knowledge 

commons for the patient innovation project”. Governing Medical Knowledge Commons. 

Cambridge University Press, 2017, p. 301–325. 

Ostrom, Elinor. The Institutional Analysis and Development Framework and the commons. 

Cornell Law Review. 2010, vol. 95, p. 807–816. 

Ostrom, Elinor, Hess, Charlotte. “A framework for analyzing the knowledge commons”. 

Understanding Knowledge as a Commons: From Theory to Practice. MIT Press, 2007, p. 

41–81. 

Overwalle, Geertrui Van. “Governing genomic data: Plea for an “Open Commons””. 

Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 137–154. 

Pedraza-Farina, Laura G. “Constructing interdisciplinary collaboration: The oncofertility 

consortium as an emerging knowledge commons”. Governing Medical Knowledge 

Commons. Cambridge University Press, 2017, p. 259–284. 

Piper, S. Tina. “How war creates commons: General McNaughton and the National Research 



 150 

Council, 1914-1939”. Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 

391–416. 

Reichman, Jerome H., Uhlir, Paul F., Dedeurwaerdere, Tom. Governing digitally integrated 

genetic resources, data, and literature: Global intellectual property strategies for a 

redesigned microbial research commons. Cambridge University Press, 2016, xxii, 655p. 

Saxe, Glenn, Acri, Mary. “The application of user innovation and knowledge commons 

governance to mental health intervention”. Governing Medical Knowledge Commons. 

Cambridge University Press, 2017, p. 285–300. 

Scheliga, Kaja, Friesike, Sascha. Putting open science into practice: A social dilemma? First 

Monday. 2014, vol. 19. 

Schweik, Charles M. “Free/open-source software as a framework for establishing commons in 

science”. Understanding Knowledge as a Commons: From Theory to Practice. MIT Press, 

2007, p. 277–310. 

Schweik, Charles M. Sustainability in open source software commons: Lessons learned from 

an empirical study of SourceForge projects. Technology Innovation Management Review. 

2013, vol. 2013, p. 13–19.  

Schweik, Charles M. “Toward the comparison of open source commons institutions”. 

Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 255–280. 

Schweik, Charles M., English, Robert. Tragedy of the FOSS commons? Investigating the 

institutional designs of free/libre and open source software projects. First Monday. 2007, 

vol. 12.  

Schweik, Charles M., English, Robert C. Internet success: A study of open-source software 

commons. MIT Press, 2012, xii, 351p. 

Schweik, Charles M., English, Robert. Preliminary steps toward a general theory of internet-

based collective-action in digital information commons: Findings from a study of open 

source software projects. International Journal of the Commons. 2013, vol. 7, p. 234–254. 

Shah, Sonali K., Mody, Cyrus C. M. “Creating a context for entrepreneurship: Examining how 

users’ technological and organizational innovations set the stage for entrepreneurial 

activity”. Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 313–340. 

Solum, Lawrence B. Questioning cultural commons. Cornell Law Review. 2010, vol. 95, no. 



 151 

4, p. 817–837. 

Srbljinovic, Armano, Bakic-Tomic, Ljubica, Bozic, Jasmina. Virtual communities as 

commons: Case study of “Connect”. Interdisciplinary Description of Complex Systems. 

2008, vol. 6. 

Strandburg, Katherine J., Bechtold, Stefan. “The Consortium of Eosinophilic Gastrointestinal 

Disease Researchers (CEGIR): An emerging knowledge commons”. Governing Medical 

Knowledge Commons. Cambridge University Press, 2017, p. 390–420. 

Strandburg, Katherine J., Frischmann, Brett M., Cui, Can. “The Rare Diseases Clinical 

Research Network and the Urea Cycle Disorders Consortium as nested knowledge 

commons”. Governing Knowledge Commons. Oxford University Press, 2014, p. 155–208. 

Strandburg, Katherine J., Frischmann, Brett M. “The North American Mitochondrial Disease 

Consortium: A developing knowledge commons”. Governing Medical Knowledge 

Commons. Cambridge University Press, 2017, p. 348–389. 

Strandburg, Katherine J., Frischmann, Brett M., Madison, Michael J. “The knowledge 

commons framework”. Governing Medical Knowledge Commons. Cambridge University 

Press, 2017, p. 9–18. 

Strandburg, Katherine J., Frischmann, Brett M., Madison, Michael J. “Governing knowledge 

commons: An appraisal”. Governing Medical Knowledge Commons. Cambridge University 

Press, 2017, p. 421–429. 

Suzor, Nicolas. Access, progress, and fairness: rethinking exclusivity in copyright. Vanderbilt 

Journal of Entertainment & Technology Law. 2013, vol. 15, no. 2, p. 297–342.  

Torrance, Andrew W. “Better to give than to receive: An uncommon commons in synthetic 

biology”. Governing Medical Knowledge Commons. Cambridge University Press, 2017, p. 

192–221. 

Van Laerhoven, Frank, Ostrom, Elinor. Traditions and trends in the study of the commons. 

International Journal of the Commons. 2007, vol. 1, no. 1, p. 3–28.  

Wong, Young Soon, Allotey, Pascale, Reidpath, Daniel D. Health care as commons: An 

indigenous approach to universal health coverage. International Indigenous Policy Journal. 

2014, vol. 5, no. 3. 

 



 152 

付録 2. 実証的スコア** 

 

 

 

** Kai, Nishikawa. How are research data governed at Japanese repositories? A knowledge 

commons perspective. Aslib Journal of Information Management. 2020, vol. 72, no. 5, p. 

837–852., Table A1 

事例番号 リポジトリ名 R Ind.1 R Ind.2 R Ind.3 R Ind.4 C Ind.1 C Ind.2 C Ind.3 I Ind.1 I Ind.2 R total C total I total

1 ASTER j-spacesystems 2 1 2 1 0 0 3 0 1 6 3 1

2 Human Genetic Variation Repository 2 2 2 1 0 0 3 0 1 7 3 1

3 Intermagnet 2 2 1 1 0 0 3 1 1 6 3 2

4 Tropical Atmosphere Ocean Project 2 2 2 1 0 0 2 0 1 7 2 1

5 International Service of Geomagnetic Indices 2 2 2 1 0 0 2 0 1 7 2 1

6 Brain Transcriptome Database 2 2 2 1 0 0 3 0 1 7 3 1

7 Data Center for Aurora in NIPR 0 0 2 0 0 0 1 0 1 2 1 1

8 ADS 2 2 1 1 0 0 2 0 1 6 2 1

9 jPOSTrepo 2 1 2 1 2 0 3 0 1 6 5 1

10 National Institute of Polar Research Science Database 2 2 2 1 1 1 1 0 1 7 3 1

11 Life Science Database Archive 2 1 2 1 1 0 3 0 1 6 4 1

12 Spectral Database for Organic Compounds 0 0 1 1 0 0 2 0 1 2 2 1

13 DIAS 2 2 1 1 1 1 2 0 1 6 4 1

14 Japanese Genotype-phenotype Archive 1 1 1 1 1 1 3 0 1 4 5 1

15 International Mouse Phenotyping Consortium 2 2 2 1 0 0 3 2 1 7 3 3

16 Nobeyama Radio Polarimeters 2 1 1 1 0 0 3 0 1 5 3 1

17 SOAP 2 2 0 1 0 0 1 0 1 5 1 1

18 World Data Center for Geomagnetism, Kyoto 2 1 1 1 0 0 2 0 1 5 2 1

19 ASTER JPL 2 2 2 1 0 0 3 0 1 7 3 1

20 PDBj 2 2 2 1 1 0 3 0 1 7 4 1

21 DNA Data Bank of Japan 2 2 2 1 2 0 3 0 1 7 5 1

22 World Data Center for Cosmic Rays 2 1 2 1 0 0 3 0 1 6 3 1

23 GlyTouCan 2 2 1 1 1 0 3 1 1 6 4 2

24 SMOKA Science Archive 2 1 1 1 0 0 1 0 1 5 1 1

25 WDC for Ionosphere and Space Weather 2 1 2 1 0 0 3 0 1 6 3 1

26 World Data Centre for Greenhouse Gases 2 1 1 1 1 1 2 0 1 5 4 1

27 Informatics Research Data Repository 2 1 1 0 1 1 1 0 1 4 3 1

28 UMIN CTR 2 1 0 1 1 1 1 0 1 4 3 1

29 Pig Expression Data Explorer 2 2 2 1 0 0 3 2 1 7 3 3

30 CURATOR 0 1 0 1 1 1 3 0 1 2 5 1

31 DARTS 2 2 2 1 0 0 3 0 1 7 3 1

32 Autophagy Database 2 2 2 1 0 0 3 0 1 7 3 1

33 Dartmouth Flood Observatory 2 1 1 1 0 0 3 0 1 5 3 1

34 Kyoto Encyclopedia of Genes and Genomes 2 2 0 1 0 0 1 0 1 5 1 1

35 Plant Organelles Database 3 1 1 1 1 1 0 3 0 1 4 4 1

36 JaLTER MetaCat Service 2 1 1 1 0 0 1 0 1 5 1 1

37 FANTOM 2 2 2 1 0 0 3 2 1 7 3 3
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